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 1 

序章 はじめに 
  

本章では，はじめに本研究に至った背景を述べる。次に，研究テーマに掲げた ICT を活用

した教員研修についての実態と課題を示し，本研究における問題意識について述べる。続い

て，論文の構成と関連する学術領域について示すとともに，用語の定義について説明を行い，

最後に倫理的配慮について述べる。 

 

0.1. 本研究に至った背景  

  

筆者が教員の「研修」と「ICT」（Information and Communication Technology）の活用に

興味・関心を抱くことに至ったのには，3つの経験が背景にある。それは，教員として研修

を受講したり教育委員会の職員として研修を実施したりした経験，教員として授業改善を

図ろうとしてきた実践者としての経験，研修をデザインする立場としての経験の 3 つであ

る。以下にそれぞれ説明する。 

ひとつめは，教員として研修を受講したり教育委員会の職員として研修を実施したりし

た経験についてである。筆者はこれらの経験の中で研修そのものに対して違和感を生じた

り，払拭できない課題があったりするなど，研修そのものに対して問題意識を抱くようにな

ったのである。まずはそのことについて述べる。 

教員にとって研修は，自らの授業改善を図る上で極めて重要である。筆者は，公立中学校

の理科の教員として教壇に立つ経験の中でその重要さを体得するだけでなく，教育委員会

の職員として研修を実施する経験の中で，その責任を重く受け止めてきた。研修には，学校

単位で行われる校内研修，自治体の教育委員会などが企画・運営して行われる校外研修など

がある。これまで，たとえば，校内研修において教員相互の協働的な学び合いを活性化させ

たり，校外研修で日常得られない専門的な知見による学びを習得させたりして，課題解決や

授業改善につなげる営みを重視し，結果として研修の成果が還元できるようになることを

目指してきた。このように，研修が効果的であるのならば，より多くの機会が必要である。

しかしながら，現実には，研修にかける十分な時間がなかなか確保できない実態がある。

OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）によると，日本の教員は，研修ニーズは高いものの，
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時間がないために十分な研修機会が得られておらず，職能開発に時間がかけられていない

といった実態があることが示されている（TALIS 2013，TALIS 2018）。筆者もこうした状

況を経験し，ジレンマを抱えることがあった。これらの問題意識の中で，研修の実施方法を

工夫・改善できないか熟考するようになった。 

一方，教育委員会や大学などの研修を実施する機関が，教員に対する研修を効率的に行う

方法として，「遠隔教育システム」が用いられた研究があった（e.g., 加藤 1998，村瀬 

1998）。遠隔教育システムとは，ICT 機器，通信ネットワーク，カメラ，マイクなどの機材を

用いて離れた場所同士で映像や音声などのやり取りを行うためのシステムであり，利用す

るアプリケーションも含まれる（文部科学省 2020c，内田洋行教育総合研究所 2021）。遠

隔教育システムを用いて研修を行えば，研修会場までに費やす時間の節約や労力の軽減に

なり，教員の研修ニーズに合わせやすくなる。中山間地や離島の学校に勤務する教員にとっ

ては大きな支援になる。ただ，これらの研究で導入されたシステムは，構築するまでに大掛

かりな機器を揃えることが前提とされていたため，研修を実施する主体となる自治体等が

同じように導入することに対しては現実的でなかった。しかしながら，インターネットの普

及，光ファイバーを活用したサービスの広がりとともに教育における活用の機会が身近な

ものとして考えられるようになってきた。このような背景から，筆者は，教員の研修に遠隔

教育システムを用いて実施していくことについて興味・関心を抱き，研究を進めることにな

った。 

ふたつめの背景は，筆者が中学校の教員として，ICT を授業に取り入れて授業改善を図ろ

うとしてきた実践者としての経験である。筆者は，様々な授業改善についての実践を重ねて

きたが，ICT を取り巻く環境は著しく変化していることから，幾度も解決できない課題に直

面したのである。 

筆者が実践者として経験を重ねていく中で，特に大きな節目にもなった出来事がある。そ

れは，視聴覚教育に関する研究大会でパソコンやインターネットを用いた研究授業を実践

し，研究主任として活動したことである。1996 年に，教育に関する実践研究の助成などを

行っている団体である財団法人の松下視聴覚教育研究財団（現公益財団法人パナソニック

教育財団）が主催する全国大会が，筆者の勤務する自治体（宮崎県西米良村）の 3校を会場

に開催された。筆者は，勤務する中学校で ICT を導入した理科の研究授業を提案し，環境学

習をテーマに，情報検索や電子メールの送受信，遠隔教育システムを用いた交流授業を実施

した。これまでは，専ら研修を受講して授業改善に関する様々な学びを享受する側であった
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が，研究授業によってそれまでの教育実践では見られない知見を提供する側で活動するこ

とになった。当時は光回線も普及しておらず，電話回線や電話回線よりも伝送速度の速い

ISDN（Integrated Services Digital Network）回線で情報のやり取りを行っており，大き

なデータのやり取りは厳しい環境であるとともに，インターネットを活用した実践も乏し

かった。しかしながら，大学などの研究者などに助けられながら，理科の授業でこれらを用

いるための環境構築と研修による授業改善を行った。たとえば，大学や博物館の専門家から

遠隔で学ぶ機会を得たり，日本人学校とメールで意見交換し学び合ったりするなど，ICT を

取り入れた授業実践でこれまでにない価値を見出すまでに至った。筆者は，これらの事例を

研究主任として発信する傍ら，継続して実践を重ね，研究成果を論文にまとめた（小林 

2000）。その成果が他の学術論文に取り上げられるとともに（水越ほか 2000，寺嶋ほか 

2000），当時担当した生徒らの卒業後を追跡した調査研究では，「卒業後の生活で機能する

『生きる力』へも学校教育における情報メディア経験が寄与していること」が明らかにされ

た（新地ほか 2006,p.223）。このような背景から，ICT を用いた授業を実施することで教

員の授業改善につながり，生徒の情報活用能力を育むことができるといった効果や可能性

を実感するようになり，実践を重ねながら研究を続けることになった。 

筆者は，こうした問題意識をもって教育実践にあたってきたが，教育の情報化を取り巻く

環境は劇的に変化してきた。生活の中においては，これまでインターネットに接続されてい

なかった様々なモノが IoT（Internet of Things）によってネットワークへつながるように

なり，サーバー上で膨大なデータ（ビッグデータ）として蓄積されるようになった。また，

これらのデータが人工知能（AI）で瞬時に解析され，生活に新たな付加価値を提供したり，

様々な分野でロボットなどが導入され，作業が自動化されたりするなど革新的な変化が起

こっている。さらに，サイバー空間（仮想空間）と現実の社会（フィジカル空間）が融合し

た Society5.0 の到来が示される（内閣府 2016）など，あらゆる場で ICT を活用すること

が当たり前となってきているのである。 

このような革新的な変化は，教育の場においても大きな影響をもたらしている。学校にお

いては，児童生徒 1人１台の端末を活用した授業を行うようになり，ICT の活用は不可欠で

あるとの認識が示されるようになるとともに，ICT を活用した授業スタイルが「令和のスタ

ンダード」として示されるようになったのである（文部科学省 2019a）。しかしながら，筆

者の周りでは，こうした急激な変化になかなか追いつくことができない状況が見られた。

ICT を活用した授業実践を行うための準備が十分になされていない現実があったのである。
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その一方で，日本の教育における ICT の活用は世界から大きく後塵を拝しているとの指摘

（文部科学省 2019b）や，日本の授業（国語，数学，理科）におけるデジタル機器の利用

時間が OECD 加盟国中，最も短く最下位に位置しているなどの指摘（文部科学省・国立教育

政策研究所 2019a，文部科学省・国立教育政策研究所 2019b）があるなど，焦燥感の中で

の葛藤が続いた。2022 年 3 月の文部科学省の通知では，「１人１台端末の本格的な活用が進

む中で，何らかの原因（ボトルネック）により，十分な通信速度が確保できない事例も指摘

されている」や，「児童生徒１人１台端末の整備が概ね完了しているところ，未だ整備途中

の自治体においては速やかに整備を進めること」が示されるなど，地域間格差の実態も露呈

している。したがって，Society5.0 の時代を生きることになる児童生徒の資質・能力の育

成を図る上においては，教員に求められる ICT の活用はどうあればよいかについて改めて

問い直す局面を迎えており，これらの課題を解決するための具体的な方策が必要である。そ

こで筆者は，教員に対して実施されている ICT を活用した研修に焦点を当て，その実態と課

題を明らかにするとともに，研修そのものを改善する方策について研究したいと考えるよ

うになったのである。  

3 つめの背景は，研修をデザインする立場としての経験である。筆者が研修をデザインす

る上においては，デザインの基礎となるモデルの妥当性についての議論が乏しかった。した

がって，研修を構築することがひとつのルーティンの業務になってしまっているのではな

いかといった疑問を抱くようになったのである。筆者は，教員の研修を企画・実施したり，

講師を務めたりした経験の中で，たとえば，受講する教員が抱えている課題を意識しながら

研修の計画を立てたり，研修の内容や方法を検討したり，研修後にどのような成果や課題を

示したかについて評価したりするなど，研修そのものをデザインすることの重要性を認識

するようになった。そこで筆者は，研修のデザインを描く際に，Plan（計画）,Do（実行）,Check

（評価）,Action（改善）の頭文字をとった PDCA サイクルを意識した研修をデザインし，実

践を行ってきた。 

一方，筆者が教育委員会の職員という立場，すなわち研修を実施する側としてデザインす

る際には，研修を受講する学習者が確定する前から研修を計画することになることがほと

んどであった。そのため，学習者がどのような課題意識をもって研修に臨んでいるのか，あ

るいは何ができるようになりたいのかなど，具体的な実状を把握することは困難であった。

効果的な研修構築のためには，効果測定レベルを用いる必要性を示す研究（前川ほか 2007）

や，教員の集合研修の改善に向けた評価方法を工夫した研究（小清水ほか 2014）など，研
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修のデザインそのものを改善する視点を持つことの重要性も示されてきた。そこで，筆者は，

研修に参加した教員が成就感や達成感を抱く研修を行うには，研修のデザインそのものを

改善するための精緻化したモデルが必要ではないか，との認識を抱くようになったのであ

る。とりわけ，研修を受講する教員がどのようなニーズを抱いているのかについて事前に分

析し，問題の所在を明確にした上で研修の目標を立てることや，研修の全体像を描いた上で

環境設定や教材開発を行うなど，研修システム全体を俯瞰的に捉える仕組みの構築が必要

ではないかと考えるようになったのである。 

 このような 3 つの背景から，筆者は「研修」と「ICT」の活用に関心を抱くようになり，

教師教育あるいは教育工学の学術分野において，新しい研修のデザインを提供できること

を期待して本研究に着手した。教員が ICT を活用して授業を実践する上では，研修が重要で

あるとされ，試行錯誤が繰り返されている。一方で，2022 年度現在の学校を取り巻く社会

は，Society5.0 の変革期を迎え，教育における ICT の環境についても変化が加速している。

したがって，教員が ICT を活用して十分な教育を展開できるようにするための，研修そのも

のをデザインしていく知見を蓄積していく必要がある。  

 

0.2. ICT を活用した教員研修における実態と課

題 

  

本節では，ICT を活用した教員研修における課題を明らかにするため，教員が教育の場に

おいて ICT をどのように活用しているのかといった実態について述べる。次に，教員研修の

うち，校内において実施され，同僚の教員と共に行う ICT を活用した研修と，教育研修セン

ターなど校外で実施され，出張等で職場を離れて行う ICT を活用した研修について，それぞ

れの実態と課題について述べる。 

教員が教育の場において ICT をどのように活用しているのかといった実態を示す資料に

は，文部科学省が 2007 年に公表した「教員の ICT 活用指導力の基準」（文部科学省 2007a）

のチェックリストをもとにした調査結果がある。チェックリストには，教員の ICT 活用指導

力の基準が 5つのカテゴリーと 18のチェック項目で示されている。調査開始から初めてと

なる 2007 年の結果（文部科学省 2007b）についてみると，全校種における教員の ICT 活用
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指導力の 5 つのカテゴリー別の状況は，次の通りになっている。「B 授業に ICT を活用し

て指導する能力（52.6%）」と，「C 児童生徒の ICT 活用を指導する能力（56.3%）」は，「A 教

材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力（69.4%）」や，「D 情報モラルなどを

指導する能力(62.7%)」，「E 校務に ICT を活用する能力（61.8%）」と比較して，低い傾向に

あった（数値は 4件法のうち，4.わりにできる，3.ややできると回答した教員の割合を示し

ている）。 

2018 年度には，チェックリストに変更が加えられ，基準は 4つのカテゴリーと 16 のチェ

ック項目で実施されるようになった。これまで項目 E にあった「校務」が項目 Aに統合され

るとともに，項目 Dは書き換えられ，「情報活用の基盤となる知識や態度について指導する

能力」となった。2021 年 3 月現在の調査結果について，全校種の状況を大項目別にみると，

「B 授業に ICT を活用して指導する能力（70.2%）」や，「C 児童生徒の ICT 活用を指導す

る能力（72.9%）」は，「A 教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力

（86.3%）」や，「D 情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力(83.3%)」と比

較して，低い傾向にあった（文部科学省 2021）。このように，大項目 Bと Cが，他と比べ

て低い傾向を示すのは，調査開始の 2007 年から変わらない状況である。 

「教員の ICT 活用指導力の基準」が公表された頃の ICT 活用推進に関する研究の第一人

者として，東京工業大学名誉教授の清水康敬がいる。清水は，「教員の ICT 活用指導力の基

準」の具体化・明確化に関する検討会（文部科学省 2006）の座長を務め，ICT 活用によっ

て効果的な教育を実施するためには，基準に示されている教員の ICT 活用指導力を向上さ

せることの重要性を強調している。清水ほか（2008）は，基準が初めて示された 2007 年に，

ICT 活用指導力としての能力因子を明確にするとともに，教員の属性との関係を分析した。

結果，教員研修の受講回数が多くなるに従って指導力は高くなること，授業での ICT 活用頻

度が多い教員や情報教育担当経験がある教員の指導力は高い傾向にあることを明らかにし

ている。教員研修の受講や，授業での活用経験を積み重ねていきながら，絶えず研鑽を続け

ていくことが，ICT 活用指導力の向上につながるとされてきたのである。 

このように，教員の ICT 活用指導力の向上を目指すには，教員研修が重視されてきたとい

える。GIGA（Global and Innovation Gateway for All）スクール構想の実現に向けて，全

ての教員に対しては，ICT の効果的な活用ができるようになることが求められてきた（文部

科学省 2019c）。一方で，未だに ICT 活用指導力は伸び悩んでいるとの実態が示されており

（文部科学省 2021），そのための具体策がまだ十分ではないことが考えられる。したがっ
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て，これまで取り組まれてきた教員研修そのものを改善していくためには何が必要か，改め

て考えていく必要がある。 

 

次に，これまで校内で行われてきた ICT を活用した教員研修について，その実態と課題に

ついて述べる。校内における研修は，OJT（On the Job Training）と表現されることがあ

る。OJT とは，浅野（2009）によれば，職場の上司や先輩が部下や後輩に対し，具体的な仕

事を通じて，職務に必要な能力を組織的・計画的・継続的に指導することにより，全体的な

業務処理能力や力量を育成する活動のこととされている。このように，学校における OJT と

は，管理職や先輩教員からの学びや同僚間の学び合い，校内研修がこれにあたり，先行研究

には情報化推進リーダーに着目した研究がある（e.g., 中川・村川 2005，藤村ほか 2007）。

また，研究主任の役割や組織を牽引する存在に着目した研究（小柳 2008）など，校内の ICT

を活用した教員研修の効果的な方法やアイデア，推進体制についての知見が発表されてい

る。これらの研究では，ICT の活用に対して学校全体の力を高めるためには，その中心的な

役割を果たし得る人材が必要であり，校内研修を通して，リーダー的人材をどのように活か

すかといった観点で研究を行っている点に特徴を見出すことができる。 

一方，校内研修のプログラム開発に注力した研究がある。皆川ほか（2009）は，教員が ICT

を活用して指導する能力を向上させるための研修プログラムを開発し，年間を通して校内

研修で運用・評価した。特徴的なのは，従来から行われてきた研究授業と事後検討会の形態

だけでなく，模擬授業とワークショップの活動を組み込んでいる点にある。結果として，グ

ループでの話し合いが活発になり，お互いに ICT を活用した授業実践を紹介し合う活動が

促進されるようになるなどの効果が確認された。このように，従来の研修プログラムにワー

クショップなどの活動を取り入れた研究は，参加した教員相互で協同して問題を解決する

ことができる（兼折・村松 2006）など，研修の活性化につながると考えられる。こうした

ワークショップなどの活動を導入した研修プログラム開発に関して，村川（2005）や堀・加

藤（2008）は，研修に参加した教員らの協働的な学び合いが問題解決スキルの向上に寄与す

るといった効果を示している。とりわけ村川の研究は，「ワークショップ型校内研修」とし

てシリーズ化され（e.g., 村川 2010，村川 2012），自治体における研修内容を検討する際

の参考とされてきた（e.g., 大泉ほか：宮城県 2011，福岡県教育センター 2013）。これら

の研究では，校内における ICT を活用した教員研修のプログラム開発として，内容や方法に

対する工夫が示されている。このように，研修を活性化させるための人材やプログラム開発
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に関する研究が行われ，OJT として組織を活性化させる展開が求められるようになったので

ある。 

したがって，学校においては，管理職や先輩教員からの学びや同僚間の学び合い，校内研

修としての OJT が活性化される必要があるといえる。子どもたちにとって最大の教育環境

でもある教員が，職務上の責務としてその専門性を磨き高めるために，職員室等において行

われる OJT を日常的に機能させるような職場環境を醸成することが重要である。こうした

OJT による教員研修は，多くの自治体で推進されるようになり（e.g., 大分県教育委員会 

2014，岩手県立総合教育センター 2014，東京都教育委員会 2015），中央教育審議会答申

（2012）が示す「学び続ける教員像」を理想とした組織的展開に期待が寄せられるようにな

った。このような組織の関わり方を見直す動きは，2013 年に第 2 期の教育振興基本計画が

策定された（文部科学省 2013）ことにともない，全国的な広がりを見せ始めた。 

一方で，教員の経験年数の均衡が顕著に崩れ始めているといった指摘（中央教育審議会 

2015）や，実効性のある OJT はどの学校でも成立するのか，小規模校などの限られた教員集

団では厳しいこともあるのではないかといった課題も示されるようになった（小林 2016）。

教員の大量退職，大量採用等の影響で，年齢構成に変化（30 歳未満の比率が上昇，50 歳以

上の比率が低下）が生じていることなどの指摘（文部科学省 2020a）もあり，一人教科の

学校における授業力形成も課題とされている（大原・藤村 2022）。このように，これまで

の先行研究や実践事例で述べられているような，先輩教員から若手教員への OJT による知

識・技能の伝承が機能しづらい状況が見られる。また，PC等の操作技能の習得については，

これまでの教師としての経験だけでは十分な対応ができない面もある。むしろ，若手教員の

方が高い操作技能を習得しているケースも多く，先輩教員と若手教員の ICT の活用に関わ

る技能に差はないとされる研究もある（八木澤・堀田 2017）。さらに，研修プログラムを

開発したり，運用したりできる人材も人事異動のため同一校にいるとは限らず，約 3割の学

校で組織を牽引する人材が不在であるとの調査結果（国立教育政策研究所 2022）もある。 

このように，ICT の活用に対する校内研修は，それぞれの学校に委ねるだけでは活性化し

づらいといった実態がある。そのため，OJT による取組だけに頼るには，厳しい状況が見ら

れ始めているといえる。したがって，これらの課題解決を図るためには，校内における研修

を支えるための具体的な方策が示される必要があると考えられる。 

 

OJT と対照的に実施される研修の方法として，Off-JT（Off the Job Training）がある。
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例えば，教育研修センターなどの校外で実施される研修などがこれにあたる。ここからは，

校外における Off-JT による ICT を活用した教員研修の実態と課題について述べる。これま

での ICT を活用した教員研修は，体験的な研修が重視される傾向にあったため，各会場に一

堂に会して，端末等を操作しながら実施されることが多かった。一方で，操作技能の習得を

目指す研修だけでは不十分であるとの指摘（宮崎ほか 2008）や，教科等の指導場面を意図

した授業技術に関わる内容について，普通教室を見立てた環境で行っていく必要があると

の指摘（高橋ほか 2010）などが示された。こうした状況などから，文部科学省（2020b）

は，機器やソフトウェアの操作等に偏らず，理論的・全体的な理解をもとに，授業改善につ

ながる研修内容を重視すべきであるとし，教科等の指導における効果的な活用事例などを

明示してきた。 

Off-JT は，こうした理論的な内容も加味されながら，同時に操作技能の習得が図られる

ことも多いため，各学校の推進リーダーの育成につながることも期待できる。したがって，

研修後に組織の ICT 活用指導力を向上させるための資質・能力を身に付けることができれ

ば，各学校の教員らにも研修成果が還元されるなど，校内研修の充実へと広げられる可能性

がある。しかしながら，これらの校外で実施される研修効果が期待され，積極的な受講が促

されるにもかかわらず，参加に対する障壁が問題視されてきた。日本の教員は，教員研修な

どの職能開発へのニーズは高いものの，参加に対する障壁として，職能開発の日程が自分の

スケジュールとは合わないことや，時間が割けないことを指摘する教員が多いとされてい

る（TALIS 2013，TALIS 2018）。日本の教員の 1週間あたりの仕事時間は，参加国のうち

最長であるなど多忙である一方で，職能開発への活動時間は，参加国のうち最低であること

が指摘されているのである。 

このように，学び続けようとする教員が，自身のスケジュール調整を容易にできない実態

がある。そのため，教員を一堂に参集させて，対面で行う教員研修に頼ることには限界があ

るなど，Off-JT による職能開発には憂慮すべき事態が生じているといえる。これらの障壁

を乗り越えられるようにするための，具体的な方策が示される必要があると考えらえる。 
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0.3. 本研究における問題意識 

 

本節では，前節で示した日本の ICT を活用した教員研修における課題を踏まえながら，本

研究における問題意識について整理する。 

前節で課題として示した教員の ICT 活用指導力の向上を図るには，教員が研修をとおし

て学ぶ機会を得る必要がある。教員には，校内研修，校外研修など様々な研修の機会を設定

したり，自主的な学習を積み重ねたりしながら，学校作りのチームの一員として組織的・協

働的に諸課題の解決のために取り組む専門的な力を醸成していくことが求められている

（中央教育審議会 2015）。教職の専門性と教員研修について，樋口（2011）は次のように

示している。 

 

高度な専門職であるべき「教職」についての職能成長を図るという教師の職務上の責務

は，研修を通じて，研修の成果を子どもたちの教育指導に還元するためにこそ行われる

べきものである。その意味で，教師の研修は，子どもたちに対する職務上の責務であり，

その職務に伴う当然の制約を受けた「義務的権利」の性格を有するものであるといえる。

（中略）その権利は，子どもたちの健やかな監護・教育という「児童の最善の利益」の

ためにこそ行使されるべきものであって，教師の研修の権利も子どもたちの教育指導

の充実に還元されることを目的として行使されるべき責任を負ったものであり，単な

る『権利性』だけを主張することは失当といわなければならない。 

（樋口 2011,p.28） 

 

このように，教員は研修によってその専門性を磨き続けることが求められるとともに，こ

れに加えて，ICT を活用した主体的・対話的で深い学び（アクティブラーニング）の展開を

図る授業改善に対応した研修も望まれている（中央教育審議会 2015）。 

前節では，日本の ICT を活用した教員研修における課題として， 

(1) OJT による校内での ICT を活用した教員研修を支えるための方策を示す必要がある

こと 

(2) Off-JT による職能開発において憂慮すべき障壁を乗り越えられるようにするため

の方策を示す必要があること 
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について述べた。 

本研究における問題意識は，これらの課題に着目し，課題を乗り越えていくための方策を

追究していく点にある。そのためには，教員自身が職能成長を積極的に図り，資質能力を向

上させて授業改善につなげられるようにするための効率化した研修実施の方法を具体的に

示す必要がある。そこで，ICT を活用したインターネット上で行われる学習活動を「eラー

ニング」とし，次の 2つの方法について検討する。 

ひとつは，教員の個別学習を促進するための，動画教材を用いた eラーニングによる研修

の実施である。動画教材を用いるにあたっては，マイクロラーニングに着目する。マイクロ

ラーニングは，Theo Hug ほか（2005）によって提唱された学習方法であり，作成された動

画教材は，スマートフォンなどを用いて学習者の都合のよい時間に，短時間で学ぶことがで

きるといった特性がある。近年では，スマートフォンの活用が広がったことを受け，マイク

ロラーニングの特性を活かした企業内研修が増えている（ATD 2017）。また，マイクロラー

ニングでは，動画教材とともに関連する資料のデータをアップロードして共有したり，必要

に応じて書き換えたりすることができる。研修を実施する側が，学習者の個別学習を支え続

けていくといった観点から，研修資料のデータを活かすこのような取組は研修の学びを深

める機会にもなり得る。したがって，教員研修を実施する側が，マイクロラーニングによる

e ラーニングを効果的に実施できるように環境を整えれば，教員の個別学習を促進する効果

を得ることが期待できる。しかしながら，教育現場におけるマイクロラーニングの導入は進

んでいるとは言い難い。理由のひとつに，これまでの学校のネットワーク環境は脆弱であっ

たことから，そもそも e ラーニングを受け入れ難いといった実状があったからではないか

と考えることができる。一方，GIGA スクール構想の実現（文部科学省 2019c）によって，

高速ネットワークの整備，クラウドの活用など，令和のスタンダードな学校を目指した動き

が加速し始めている。したがって，今後の教員研修の場においては，eラーニングによる学

習がより円滑に実施できる環境になったと捉えることができる。そこで，身近なデバイスを

用いて動画教材を視聴しながら学ぶ機会を e ラーニングとして提供することにより，教員

の個別学習が促進されるのではないかと考え，これを取り入れる。 

ふたつめは，時間的・距離的制限を超える遠隔教育システムによる eラーニングでの教員

研修の実施である。遠隔教育システムは，離れた場所同士で映像や音声などのやり取りを行

うためのシステムを指し，システムには，接続に必要となる ICT 機器，通信ネットワーク，

カメラ，マイクなどの機材に加え，利用するアプリケーションも含んでいる。遠隔教育シス
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テムによる eラーニングは，コロナウイルス感染拡大を受けて，家庭と学校を結んだ授業の

実施など，広がりを見せ始めている。ただ，これまでの教員研修は一箇所に参集して実施さ

れることが伝統的になっているため，受け継がれてきた教員研修のスタイルを根本から変

更していくための具体的な手続きや方法に対しては，整理が必要である。筆者は，明星大学

博士前期課程で 2014 年度から 2年間，遠隔による e ラーニングで実施する教員研修に関す

る研究を深め，成果と課題を追究してきた。これらの得られた知見を活かすことによって，

教員を一堂に参集させて行う対面研修に頼らず，時間的・距離的制限を超える効果を得るこ

とが期待できる。したがって，マイクロラーニングによる eラーニングと遠隔教育システム

による eラーニングは，教員の個別学習の促進，時間的・距離的制限を超えるといった両側

面で成果を得ることが期待できる。また，両者を融合させて実施することにより，教員研修

が抱えてきたこれまでの課題解決につなげることができる。教員研修を実施する側が，教員

の個別学習を促進させるだけでなく，時間的・距離的制限を超える学びを提供できれば，「専

門職」として，各々の教員が求める「学び」を保障し，働き方改革の視点においても柔軟に

対応させることができる。 

このように，本研究における問題意識は，2つの eラーニングによる研修について着目し

ていく点にある。一方で，前節で示したように教員の ICT 活用指導力が伸び悩む実態を考慮

すれば，これまで教育研修センター等で実施されてきた ICT を活用した教員研修の内容や

方法は適切だったのか改めて問い直す必要がある。すなわち，伝統的に実施されてきた教員

研修のシステムそのものに対する課題を見極めていく必要があると考えられる。したがっ

て，本研究では，研修の設計や開発，成果や課題に対する評価は十分であるか，課題を解決

するための改善策は適切であるかなど，研修のシステム全体を俯瞰して捉えられる仕組み

づくりについて考察することが不可欠である。 

 

0.4. 論文の構成 

 

本論文の構成を図 0-1 に示す。 

第 1 章では，研究の背景と問題の所在について，教師教育分野と教育工学分野の e ラー

ニングにおける先行研究を基に，実態と課題を示し，ICT を活用した教員研修における問題

の所在を明らかにして，本研究の目的と意義を示す。 
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第 2章では，ICT を活用した教員研修システム全体を俯瞰して捉え，研修自体の成果や課

題を評価する仕組みを築くための理論的枠組みについて述べる。 

第 3 章では，本研究の研究方法について述べる。本研究で導入する e ラーニングと研究

の方法を示し，本研究で行うことになった事例について，その選定理由や，筆者の立場及び

研究対象との関係，データ収集と分析方法について述べる。 

第 4章では，プログラミング教育における教員の対面研修にマイクロラーニングによる e

ラーニングを導入して取り組んだ事例について述べる。 

第 5 章では，新型コロナウイルス感染症対策時に実施した遠隔授業に対する意識の変化

について，マイクロラーニングによる e ラーニングを導入して取り組んだ事例について述

べる。 

第 6章では，GIGA スクール構想（文部科学省 2019a）における ICT を活用した教員研修

として授業支援システムの操作研修についての事例を取り上げ，第 4 章および第 5 章で得

られた知見を活かし，マイクロラーニングによる eラーニングと，遠隔教育システムによる

e ラーニングを融合させて取り組んだ事例について述べる。 

第 7章では，各章で得られた知見をもとに，本研究の総合考察を行う。総合考察では，得

られた知見をもとに，本研究の成果を示すとともに，本研究において残された課題，今後の

展望について述べる。 
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第6章

マイクロラーニングと遠隔教育システムを「融合」した教員研修
－GIGAスクール構想におけるICT活用研修を事例として－

第7章

総合考察

序章

はじめに

第1章

研究の背景と問題の所在

第2章

インストラクショナルデザイン理論

第3章

研究方法

第4章

プログラミング教育の対面研修における
マイクロラーニングによるeラーニング

第5章

学びを止めない個別学習を促進する
マイクロラーニングによるeラーニング

―新型コロナウイルス感染症対策時の
教職大学院新入生に対する取組から―

 

図 0-1 論文の構成 
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0.5. 関連する学術領域 

 

本節では，関連すると思われる学術領域について述べる。 

専門職としての教員の学びを支えるには，授業改善など職能成長につながる効率化され

た研修の実施方法を具体的に示す必要があると考えられるため，ICT を活用したインターネ

ット上で行われる e ラーニングによる教員研修について着目する。したがって関連する学

術領域は，教師教育分野と教育工学分野の e ラーニングの 2 つの領域に関連があると考え

ることができる。 

そこで次章では，はじめに教師教育分野における先行研究の検討を行い，教員の研修をめ

ぐる実態や課題を明らかにする。次に，教育工学分野の eラーニングにおける先行研究の検

討を行い，動画教材を用いた e ラーニングと，遠隔教育システムによる e ラーニングの実

態と課題を明らかにする。このように，教師教育と e ラーニングの 2 つの学術領域が交わ

る部分へ焦点を当てながら，問題の所在を明らかにする（図 0-2）。 

 

 

図 0-2 本研究と学術領域との関係 
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0.6. 用語の定義 

 

1. 「ICT 活用研修」 

 本研究では，教員研修においてパソコンやタブレットなどの情報機器や，電子黒板，プロ

ジェクターなどの提示装置，インターネットなどの情報通信ネットワークや，プログラミン

グに関する教材などを利用した研修を，「ICT 活用研修」として整理する。 

 

2. 「遠隔教育システム」 

文部科学省（2020c）「学校 ICT 環境整備促進実証研究事業（遠隔教育システム導入実証研

究事業）」と，文部科学省委託にて発刊された「遠隔教育システム活用ガイドブック」（遠隔

教育システムの効果的な活用に関する実証）（内田洋行教育総合研究所 2021）を参考に，

次のように整理する。 

「遠隔教育システム」は，離れた場所同士で映像や音声などのやり取りを行うためのシス

テムを指すこととする。システムには，接続に必要となる ICT 機器，通信ネットワーク，カ

メラ，マイクなどの機材に加え，利用するアプリケーションも含むものとする。 

 

3. 「遠隔教育」「遠隔授業」 

文部科学省の遠隔教育の推進に向けた施策方針（2018a）を参考に，それぞれ，次のよう

に整理する。 

「遠隔教育」は，遠隔教育システムを活用した同時双方向型で行う教育を指すこととする。

施策方針には，小規模校等における教育活動の充実や，外部人材等の活用による学習活動の

幅を広げたり，様々な事情で通学して教育を受けることが困難な児童生徒への学習機会を

確保したりするなどの観点が例示されている。 

「遠隔授業」は，遠隔教育のうち，授業等の中で遠隔教育システムを活用することを指す

こととする。施策方針には，複数の遠隔の教室での授業をつなぐ合同授業型，専門家等が遠

隔の場所から協働して授業を行う教師支援型などが例示されている。 

 

4. 「e ラーニング」 

e ラーニング研究の第一人者である植野（2007）によると，eラーニングは，「マルチメデ
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ィア・コンテンツによる教材の提示，ネットワーク上での複数の学習者間の相互作用を通し

た学習活動，コンピュータの計算・推論機能による学習支援の 3つの要素を融合した新しい

環境での学習」を意味し，「地理的に分散した人々によって構成された学習共同体の生産的

で自律的な協調的学習活動である」とされている。一方，伊藤（2002）は，eラーニングは，

IT を利用した教育，学習といった意味合いで使われることが多いものの，学校や企業，生

涯学習などの教育現場ごとに求められる機能が違うことから，人によって定義が異なって

いるとし，WBT（Web Based Training）と同等のもの，あるいは，より双方向性の強い進ん

だもの，ネットワークを用いて行う教育などさまざまであるとしている。本研究では，教員

の ICT を活用した研修に動画教材や遠隔教育システムを扱っていく観点から，「e ラーニン

グ」は，ICT を活用したインターネット上で行われる学習活動を指すこととする。 

 

5．「マイクロラーニング」 

 2004年にオーストリアのInnsbruck Universityで提示された概念であり（趙ほか 2019），

Theo Hug ほか（2005）によって提唱された学習方法として，デジタル化によるマイクロメ

ディアとマイクロコンテンツによる形態の学習とされる（Linder 2007）。近年では，スマ

ートフォンなどのモバイル機器の活用が広がったことを受け，マイクロラーニングの特性

がさらに活かせるのではないのかとの理由から，企業等を対象とした人財育成団体の ATD

（Association for Talent Development）でも注目され，ATD の代表を務める Tony Bingham

が，2017 年の国際会議(ATD2017，International Conference & Expo)のプレゼンテーショ

ンで，必要性と実際の効果を唱えたことから注目されるようになった。 

本研究における「マイクロラーニング」は，スマートフォンなどの身近なデバイスを活用

し，学習者の都合のよい時間に，短時間で学ぶことができる学習を指すこととする。 

 

6．「動画教材」 

 本研究における「動画教材」は，教員の ICT を活用した教員研修用として作成した，解説

付きの動画による教材を指すこととする。本研究では，特定の利用者（研究対象者）に限定

した公開方法により，配信する仕組みを採用し，研修の前後に個別学習として短い動画教材

を用いている。いずれもインターネットをもとにした eラーニングの中で活用している。 
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7. 「インストラクショナルデザイン」 

本研究では，e ラーニングの導入から運用，評価にあたり，「インストラクショナルデザ

イン」（Instructional Design,以下 ID）理論に着目する。ID は，アメリカで発達した教授

設計理論である。古くから教育工学の分野において用いられてきた中心的概念であり（鈴木 

1989），「教育活動の効果・効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデルや研究分野，

またはそれを応用して学習支援環境を実現するプロセス」（鈴木 2006,p197）と説明されて

いる。本研究においては，従来の ICT を活用した教員研修を改善していくために，研修全体

を IDにより俯瞰的に捉えていく。 

 

8. 「システム的アプローチ」 

 本研究では，鄭ほか（2008）が示す「システム的アプローチ」の考え方を踏襲する。シス

テム的アプローチでは，ICT を活用した教員研修のそれぞれの構成要素に焦点を当てるので

はなく，各要素がシステムとして有機的に機能していることを重視し，つながりや関係性，

相互作用に焦点を当て，考察を行う。システム的アプローチでは，解決すべき課題に対し事

前にニーズ分析を行った上で目標設定を行い，目標達成に必要な要素を決定し，実践，評価

するといった一連の流れになる。 

 

0.7. 倫理的配慮 

  

 本研究では，研究を進める中で，研修を受講した教員や教職大学院生に対して質問紙調査

を行った。調査を行う際は，研究目的やその利用方法について，全ての対象者に口頭および

文書で説明した。事前と事後の分析を行うため記名式としたことについて，同意を得ること

をはじめ，個人が特定されるような公表をしないことを約束し，倫理的側面に十分配慮した。

なお，これらの個人情報が含まれる調査用紙は，研究室に設置されている鍵付きの棚にて保

管し，鍵は研究代表者が厳重に管理した。電子媒体にデータを保管する場合は，他の者がア

クセスできないように，ID とパスワードで厳重に管理した。なお，日本学術会議の声明「科

学者の行動規範―改訂版―」，日本学術振興会の「科学の健全な発展のために―誠実な科学

者の心得―」，宮崎大学，所属学会等が定める倫理綱領の内容を確認し，遵守した。
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第 1 章 研究の背景と問題の所在 
  

本章では，研究の背景と問題の所在を明らかにするため，はじめに，教師教育分野と教育

工学分野の eラーニングにおける先行研究の検討を行い，それぞれの課題を整理して示す。

次に，研究で取り上げる e ラーニングの 2 つの方法として，教員の個別学習を促進するた

めの e ラーニングの方法と，時間的・距離的制限を超えるための e ラーニングについて述

べる。最後に，本研究の目的について述べ，本研究の意義を示す。 

 

1.1. 教師教育分野における先行研究の検討 

  

本節では，教師教育分野におけるこれまでの先行研究の検討を行い，見出された課題を整

理して示す。 

 戦後日本教員養成の歴史的研究（土屋 2017）の著者であり，神戸大学名誉教授の土屋は，

教師教育学会のカリキュラム改革と教員研修の特集号の中で，教師の専門性の向上をめざ

す自主的な研修体制の確立を主張している。その中で，「日常の教育実践を基礎にして，教

師が子どもの発達と教育の課題を自由に，相互に，集団的に議論する『同僚性』を発揮し，

教師集団全体の力量を向上させる研修体制を確立している」（土屋 2005,p.59）ことが，集

団の向上にもつながることを強調している。さらに，各教育課題に対応するための，「多様

な形態での日常的な研修体制の確立をめざす創意の発揮が求められる」（土屋 2005,p.59）

とも述べている。このように，同僚性による日常的な研修体制の確立は，教員の専門性の向

上につながることを示している。 

 教師教育研究の第一人者である佐藤は，教員の専門性の向上に関して，「教職のように複

雑な専門領域では，状況との繊細で敏感な相互作用を基礎として，技術や知識の運用が選択

され方向づけられているのであり，そのような実践的な思考の形成が，熟達の内実を形成し

ていると言える」（佐藤ほか 1990,p196）ことを示唆し，日本では，授業研究会の中で互い

に学び合う文化がある（佐藤 1997）として，同僚教師との学び合いによる成長を促してい

る。さらに佐藤は，「自律性を促された専門家としての『教師の学び』を出発点とし中軸と

することによって，教師教育改革は，その活力を生み出し，質の高い学びを実現する」（佐
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藤 2016,p.15）と述べており，教員には相互の学び合いと共に，自律性を促された専門家

としての学びの場が必要であることを示している。 

 自律性とは，青木（1998）によれば，学習者が自分のニーズや希望に役立つように自分の

学習をコントロールするための能力とされる。これを，パソコンやタブレットなどの情報機

器や電子黒板，インターネットなどの情報通信ネットワークやプログラミングに関する教

材などを利用した「ICT 活用研修」における学習者の自律性について考えてみる。学習者が，

ICT に関する知識を得たり，ICT の操作技能で苦手とする部分を克服したり，習得した知見

を授業改善に活かしたりするため，学習の場を見つけ，学ぼうとする能力が，ICT 活用にお

ける自律性であると捉えることができる。一方，自律性は，「誰もが初めからこうした能力

を持っているものではなく，また，成人だからと言って自律性が高いとは限らない。学習者

の自律性には個人差があり，自律性とは実際の生活，特に学習経験を通して養われるもので

ある」（梅田 2005，p60）とされる。すなわち，ICT 活用研修を実施する側においては，学

習者の個人差や経験差を考慮した計画の立案が求められる一方で，研修を必ずしも希望し

て受ける学習者ばかりではないことが想定されるため，ICT 活用研修における学習者の自律

性には個人的な差異が生じていることへの認識が必要である。こうした学習者の状況を鑑

みるとともに佐藤（2016）が示す「活力を生み出し，質の高い学びを実現する」ための研修

へと導く観点で捉えれば，いずれの学習者に対しても ICT 活用研修における自律性を支え，

学びを保障する立場を援用すべきであると考えられる。さらに，自律性には，職務上の自由

な行動を基礎づける主体性や責任性，さらには高度の専門性が要求される（伊藤 1994）こ

とからも，教員の自律性を尊重していくことが，研修成果を高める上においても必要なこと

であると考えることができる。 

佐藤ほかの研究に影響を与えたとされる Schön（1983）は，「専門家とは行為の中の省察

（reflection-in-action）にもとづく反省的実践家（Reflective Practitioner）である」

とし，佐藤・秋田（2001）は Schön の研究を翻訳して解説を加え，行為の中の省察の具体的

な事例などを示している（Schön 2001：佐藤・秋田訳）。Schön（2007）によると行為の中

の省察は，「行為において暗黙的であった理解を表面化し，批判し，再構築し，さらなる行

為で具体化する理解」であり，「教育に不可欠である」とされている（Schön 2007：柳沢・

三輪訳）。したがって，研修を実施する上においては，研修が日々の授業を省察した学びと

なることを保障し，学習者の自律性を支えながら展開していくことが必要であるといえる。 

 一方，坂本（2007）は，授業の力量形成の要因に関する研究で，教師はその成長過程が長



第 1章 

21 

 

期的である（秋田 2006）との視点から，「適応的熟達者」としての教師の見方（秋田 2004）

に着目し，分析を行っている。適応的熟達者は，新しい問題状況に対して柔軟に応じ適切に

問題解決ができるものとされている（波多野・稲垣 1983）。そして坂本は，教師の授業の

力量形成の要因を次のように示している。 

 

多くの教師は，多様な子どもたちとの出会いと対応の中で，省察と実践化を繰り返しな

がら適応的な力量を形成していく。（中略）学習者一人ひとりの学習に対応できる力量

を持つ「適応的熟達者」として発達することに加え，個性的な実践のスタイルを形成し

ていくことが，多くの教師が辿る成長の道筋と言える。（坂本 2007,p.591） 

  

こうした力量形成の観点で，自らが得た経験をもとに人を導くことが，さらなる組織の成

長につながるとした研究がある。益子・前田（2017）は，働きながら学ぶ教職大学院の修了

生を対象として，現職教師の教育実践研究活動の持続条件について研究した。結果，教員は，

自らの問題解決を通して得られた実践知を他者へ提供するといった「知識生産型」の活動が

有効であったとする。すなわち，自らを実践知の消費者ではなく，生産者であるとの認識を

持つことが重要であるとしている。教師が経験を重ねることで生まれた新たな教育課題に

対応したり課題解決に向けて挑戦したりした経験を省察するとともに，教師の学びとして

明確に位置づけ，さらにはその学びを他者に伝授していく場の設定の意義について示唆し

ているのである。 

 これらの研究を包括的に見ると，日本の教師は，自律性を促された専門家としての学びの

場が必要であり，日々の省察や実践化を通して専門性を高めることが重要であるとされる

一方，一人で成長できるのではなく，集団による学び合いによって磨かれる存在であると捉

えられている。また，自律性を出発点とした他者との学び合いの場の形成は，集団全体の成

長にもつながるといった，教師教育の観点で視座を高めていくための考え方が示されてい

る。したがって，これらの研究からは，ICT 活用研修に対する課題解決に向けた概念的な知

見を得ることができる。教員の職能開発としての ICT 活用研修を構築するには，自律性を促

された専門家としての学びの場を支援し，創意工夫を図る取組が必要であることを示して

いるといえる。 

こうした教員研修の実践化のプロセスそのものに焦点を当てた研究として，教員研修の

形態に着目した研究がある。須藤・藤井（2012）は，「情報」における教員研修の改善に向



第 1章 

22 

 

けて，協調的な学習技法であるジグソー法を導入することにより，「参加型」の教員研修カ

リキュラムを開発，実践した。このような参加型の研修は，グループごとに教員相互が教え

合い，学び合う活動を活発に行うことができたことに加え，指導方法の習得，意欲の向上に

つながり，研修目的の達成に有効だったことが示唆されている。同じように，教員研修の形

態に着目した研究に，ワークショップの開発も行われている。平野ほか（2017）は，全国学

力・学習状況調査の結果を教員が指導改善に活用できるようにするための研修方法として，

全国学力・学習状況調査分析ワークショップを開発し，実践した。この研修では，自校の焦

点化された課題について議論させることにより，現状認識を教員間で共有することができ

たといった効果を示している。また，南部ほか（2011）は，ワークショップを中心とした校

内研修システムを開発・実践して，教員の授業力の向上，児童の学力の向上や学習状況の改

善に寄与するといった成果を得ている。 

このように，参加型の研修といった形態に着目した研究では，自己と他者との協調的なコ

ミュニケーションを活性化させ，問題解決が図られた（須藤・藤井 2012），教員間の現状

認識に対する共有の効果が得られた（平野ほか 2017），協働して授業を創造し，実践知が

共有できた（南部ほか 2011）など，他者との学び合いの場の形成による集団全体の成長に

寄与した効果が確認できる。しかしながら，研修時間の確保に課題が残った（須藤・藤井 

2012），単発のワークショップであり，ワークショップの時間は就業時間内にとりづらい（平

野ほか 2017）などの課題が示され，南部ほか（2011）の実践においては，結果を得るのに

4 年間を費やしている。いずれも，研修に必要とされる時間確保に関する課題が示されてお

り，「効率化」が課題であると捉えることができる。教員の働き方改革の問題など，新たな

変化や課題が生じてきている実態を考えれば，こうした参加型の研修のように，教員が一堂

に参集し，対面で行う教員研修だけに頼るには限界がある。したがって，ICT 活用研修を計

画する上では，必ずしも対面で行う研修を前提としない方法を検討する必要があり，研修を

効率的に受けることができる体制の整備が求められるといえる。 

こうした研修体制の整備について考える場合，教員を取り巻く研究環境全体を俯瞰的に

捉えることができれば，課題解決の手立てを探ることができる。木原ほか（2015）は，4つ

の小中学校を対象として，学校における実践研究の発展要因の構造に関するモデルの開発

を行い，学校の自律性や集団の成長には何が必要か，研究環境構築のための具体的な観点を

視覚的に捉え，わかりやすく整理している。本モデルは，あくまでも対象校で行った実証研

究の取組を分析した暫定モデルとして信頼性の検証などの課題はあるとしているが，研究
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環境全体を俯瞰的に捉えるための視点を得ることができる。同じ学校に身を置き，子どもた

ちへの教育を担う教員集団の共同的な営みと相互の学び合いの姿を「専門的な学習共同体」

と示し，その発展に関する知見を図 1-1 のようにまとめ，精緻化している。 

 

 

 

 

 

図 1-1 学校研究発展要因の 4層モデル，木原ほか（2015）をもとに筆者作成 

  

 

図は，研究で得られたデータをもとに，学校研究の持続・発展を可能とした取組を整理し，

学校研究発展要因の 4層モデルとして示されている。4層それぞれには，下位項目が次のよ

うに設定されている。 

A「分散型リーダーシップの発揮」 

複数のミドルリーダーの連携・協力，役割分担，次世代リーダーの発掘と育成 

D「必要なリソースの獲得と有効利用」 

経済的・物的支援，人的な支援の獲得と有効利用 
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B「グループ・アイデンティティの形成」 

メンバーが抵抗感を抱かない枠組みや手順の設定，実践の情報やノウハウの還流，全員

参加の活動の導入，新たなメンバーへの配慮 

E「エビデンスの収集と積極的な活用」 

学校内でのリフレクションの活用，学校外へのアピールの活用 

C「学校と学校外組織とのネットワークの構築」 

実践研究成果のアピール，研究発表会の開催，実践の評価情報の収集，教育行政等の外

部組織の介入，実践活動の連続・発展的な構成 

 

さらに，これらの 4層を取り囲む外周に位置付く，次の 3つを基盤的要因としている。 

Z-1「研究推進文化の存在（地域・学校）」 

Z-2「管理職のリーダーシップの充実」 

Z-3「実践的リーダーの活躍」 

 

木原ほか（2015）が示す学校研究発展の要因としての 4層に加え，全体を取り囲む基盤的

要因など，いずれも専門的な学び合いの文化を成熟させるために重要であったことが確認

できる。モデルをもとに，例えば，学校研究のテーマを「ICT 活用教育の推進」に置き換え

て考えれば，推進のための要因を具体的に整理し，必要な取組を精査する上で参考になる指

針を得ることができる。 

分散型リーダーシップでは，校内の具体的な校務分掌が割り振られ，ICT 活用を推進する

リーダー，校内研修を牽引するリーダー，操作技能の習得に長けたリーダーなどの役割分担

が考えられる。しかしながら，年齢構成や経験年数の差などの実態を考えると，必ずしも一

つ一つの機能が十分に発揮されるとは限らない。必要なリソースの獲得に関しては，外部講

師の招聘など，ICT 活用を促進するための支援が想定されるが，支援を受けるための調整や

事務的な手続きなどには，長けた経験を持つ人材が必要である。グループ・アイデンティテ

ィの形成，エビデンスの分析手法，学校内外のネットワークの作成に関しても同様に，ICT

活用に関する専門的な知見での対応や高い調整力が求められ，経験豊富で核となる人材が

必要である。こうした力量を有する人材が求められるが，現実には必ずしもそれぞれの学校

でそうした人材がいるとは限らない。一方，勤務時間外を活用した研究員制度により，専門

的な資質能力を有する人材を育成しようとする自治体独自の事例（片山ほか 2017）もない
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わけではない。ただ，モデルに当てはまるような体制を築くことは容易ではないのである。 

これらの教師教育分野における先行研究から見出された課題を整理すると，次の 3 点で

ある。 

1 点目は，ICT 活用研修において，個々の教員の自律性を支えるために必要なリソースを

スムーズに提供できるようにすることである。こうした自律性の形成は，集団全体の成長に

も繋がるとされるが，概念的な知見であり，研修に対する課題解決に向けた具体的な方策を

示す必要がある。 

2 点目は，教員研修の形態の工夫による参加型の学びを，より効率的に提供していくため

の体制を築くことである。これまで行われてきた教員研修のように，教員が一堂に参集し，

対面で行う研修だけに頼るには限界がある。研修の時間確保に関する課題，教員の働き方改

革の問題に対する認識を高めていく必要がある。 

3 点目は，教員の ICT 活用研修に関する研究環境の整備を行うことである。対面で行う研

修を前提としない方法をはじめ，学校全体としての成長には何が必要か，教育を担う教師集

団の共同的な営みや相互の学び合いの姿など，教員の研究環境を俯瞰的に捉えていく必要

がある。 
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1.2. 教育工学分野の e ラーニングにおける先行

研究の検討 

  

本節では，教育工学分野のうち，eラーニングにおける先行研究の検討を行う。はじめに，

日本で行われてきた eラーニングの実態と課題について述べる。次に，研究で取り上げる動

画教材を用いた e ラーニングと，遠隔教育システムによる e ラーニングの実態と課題につ

いてそれぞれ述べ，教育工学分野の eラーニングにおける問題の所在を明らかにしていく。 

 

1.2.1. 日本で行われてきた e ラーニングの実態と

課題 

はじめに，これまで日本で行われてきた eラーニングの実態と課題について述べる。 

e ラーニングは，ICT を利用した教育・学習とされており（青木 2012），その範囲は，イ

ンターネットだけでなく，衛星通信やテレビ会議システム，各種電子機器による教育・学習

までを範囲としている（冨永・向後 2014）。eラーニングは，玉木（2006）によると，学習

者の主体的な学習の実現を目指しており，ICT すなわち，コンピュータやネットワーク技術

を用いて，より良い学びを支援するものとされている。 

 e ラーニングの実践の普及とともに，eラーニングは対面授業と比較して，高いドロップ

アウト率が課題とされた（松田 2004）。ドロップアウトの発生は，Simpson（2003）による

と，eラーニングのプログラムの内容や実施の方法に問題があるとされている。解消方法と

して，これまでの対面の授業と eラーニングを組み合わせた学習としての，ブレンディッド

ラーニングが注目されるようになった。ブレンディッドラーニングは，伝統的な教室での対

面授業と eラーニングを融合させた学習であり（Miller et al. 2004, Ginns and Ellis 

2007），学習成立のために次元の異なるメディアや複数の学習を組み合わせた学習形態のこ

とである（Harvey 2003）。 

たとえば，ブレンディッドラーニングを小学校の児童に対して行った研究がある。北澤ほ

か（2006）は，小学校理科教育を対象とした eラーニングを支援するための Web サイト「理
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科ネット」を作成し，対面授業と融合させた。1学期間ブレンディッドラーニングを実施し

たところ，「理科ネット」の活用で，「授業の復習や欠席した授業の確認ができるなどといっ

た補償的な機会を児童に与えたり，対面の授業の予習などの補強的な機会を児童に与えた

りすることが可能である」（北澤 2006,p.45）ことを明らかにしている。北澤ほか（2010）

は，大学での情報教育においてブレンディッドラーニング環境を整え，eラーニングシステ

ムを介して毎時間出題する課題に対し，成績とともに教員からのコメントを開示するフィ

ードバック機能を構築し，結果として次のように示している。 

 

フィードバックの有無は，eラーニングシステムの利用と授業の成績に直接的な影響を

与えるとともに，eラーニングシステムの利用が課題や成績に対する意識に影響を与え

ることがわかった。さらに，課題や成績に対する意識が自己調整学習（Corno・Mandinach 

1983)に影響を与え，その結果，自己効力感（Bandura 1981）が高まり，これが授業の

成績に直接影響を与えるなどの因果関係が明らかになった。 

（北澤ほか 2010,p.55） 

 

このように eラーニングを用いたブレンディッドラーニングは予習・復習に役立ち，対面

の授業を補強するとともに，フィードバック機能などを付加することによって活用の可能

性を広げられることを示している。 

ブレンディッドラーニングの成果として，学習の成績が向上したという事例はほかにも

ある。安達（2007）は，大学の対面による講義の事前学習（予習）として eラーニングを実

施し，対面授業の後，再び eラーニングで小テストを課した。その結果，eラーニングの積

極的な利用は，「知識習得に関わる学習効果の向上に関係がある。（中略）積極的な掲示板へ

の参加や提示教材を利用した自学自習を行うことが，思考や理解の深化につながる」（安達 

2007,p.34）ことを明らかにしている。すなわち，ブレンディッドラーニングを効果的に実

践するには，コンテンツの積極的な活用を促進させるための働きかけの必要性を述べてい

る。 

これらの事例は，対面授業の前後で実施するブレンディッドラーニングであるが，「一単

位時間内」でブレンディッドラーニングを実施して成果を検証した研究も見られる。藤代・

宮地（2009）は，高等学校外国語（英語）科で，個別の発話練習とペアでの協調学習，教師

の指導と e ラーニングを組み合わせて実施したところ，音読力やリスニング力の有意な向
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上，授業の分かりやすさの高揚などの効果について明らかにしている。このように，eラー

ニングを様々な状況に応じた学習形態と組み合わせることにより，一単位時間内での成果

が導かれている。 

しかしながら，ブレンディッドラーニングは，全ての授業で実施されるようになったわけ

ではない。ブレンド型の授業に馴染めないとする学生が，一定数の割合で存在する（冨永・

向後 2014）といった課題もある。また，大久保（2003）は，大学生のフランス語学習用教

材を活用した講義において e ラーニングを用いたところ，紙媒体の時と比較して成績のば

らつきが大きくなり，集中力の持続が課題であったとしている。すなわち，eラーニングそ

のものが全ての学習者に向いているとも限らないため，導入したからと言って直ちに効果

が出るわけではない。 

 e ラーニングで懸念されるドロップアウトの課題を克服させるための手立てとして，松田

（2004）は，メンタリングの手法の開発が不可欠であるとし，メンタリングを次のように定

義している。 

 

e ラーニングにおけるメンタリングとは，学習内容や eラーニングコースにおける受講

方法に関する知識および経験の豊かなメンタが，学習者（メンティ）個人あるいは学習

者グループと継続的に双方向コミュニケーションを行い，信頼関係を築き，学習者（メ

ンティ）を支援することである。              （松田 2004,p.78） 

 

このように，eラーニングとしての効果を高めるにあたっては，学習者との信頼関係を築

き，コミュニケーションを深めるなど，よりきめ細かな配慮を必要とするのである。 

e ラーニングを教員研修で効果的に行うための要件をまとめた研究がある。戸田・益子

（2006）は，教員研修を，集合型研修と eラーニングを組み合わせて設計・実施し，研修プ

ログラムに対する検討を行っている。結果，教員研修に効果的なプログラムの用件は，課題

とリソースをマッチングさせること，相互作用のあるリソースで個別化を防ぐこと，eラー

ニングを活用する上での利用技術の丁寧な支援を行うことであるとしている。 

これらの先行研究から，日本で行われてきた e ラーニングの課題を整理すると次の 3 点

である。 

1 点目は，学習者の集中力が持続できる eラーニングを実施することである。e ラーニン

グが抱えてきた高いドロップ率の問題や，eラーニングに馴染めないとする学習者の存在が



第 1章 

29 

 

ある。e ラーニングが適切に機能し，集中して取り組める内容になっているかについて検討

する必要がある。 

2 点目は，グループワーク，ワークショップなどの形態を創意工夫するなど，双方向のコ

ミュニケーションに配慮した e ラーニングにすることである。メンタリングの手法に配慮

して信頼関係を築く，あるいは，状況に応じたいくつかの学習形態を組み合わせて eラーニ

ングを実施して，コミュニケーションを高め，個別化を防ぐなどの工夫が求められる。 

3 点目は，操作方法に対する支援など，予想される困難さへの対処方法について，eラー

ニングを実施する前から十分に把握し，整理しておくことである。学習者が，予習・復習な

どをスムーズに展開できるように配慮して取り組ませていく必要がある。 

   

1.2.2. 動画教材を用いた e ラーニングの実態と課

題 

次に本項では，eラーニングの中身の十分な検討，研修の進め方など，これまで日本で行

われてきた eラーニングの内容や方法を改めて見つめ直し，eラーニングに採用されてきた

動画教材を用いた研究を概観し，その実態や課題について述べる。 

優れた授業実践の動画を集め，関連する資料とともに教材化し，授業力向上のための研修

に役立てようとした研究がある。小倉ほか（2007）は，小中学校における優れた理科授業の

構成要素に関する授業実践の動画を集め，実践の何が優れているのかを具体的に示すなど，

理科を指導する教師の資質能力の向上を図るための教材開発を行った。教材の中身は，動画

だけでなく，指導案や児童生徒の学習成果を示す関連資料となっており，これら一式を CD-

R によってまとめ，研修で幅広く活用してもらうことを想定するものであった。 

同じように，教員に映像を視聴させて研修を受講できるようにした研究がある。清水ほか

（2010）は，教員の ICT 活用指導力向上のための研修システムとして，教員研修 Web 統合シ

ステム（TRAIN）を開発し，山本ほか（2009）や本多ほか（2009）の実証研究とともに，シ

ステムの評価を行った。TRAIN では，ビデオ・モジュールと称される映像をサーバーにアッ

プし，教員がこれらの映像を自分の端末で視聴できる仕組みとなっており，解説書付き実践

事例とともに自己研修，校内外の研修に役立てられた。 

このように，小倉ほか（2007）と清水ほか（2010）の研究では，どちらも動画教材を活用
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した取組の成果を示している。一方，それぞれが想定している実施方法の違いとして，前者

はインターネットの利用を想定した提供にはなっておらず，後者は初めからインターネッ

トを使った学びのスタイルを採用している点にある。清水ほか（2010）による TRAIN は，イ

ンターネットの Web 上から動画が閲覧可能（ID とパスワードでログイン認証する方法）と

なっている。清水ほか（2010）の研究が推進された時期は，政府の IT戦略本部において国

民主役のデジタル安心・活力社会の実現を目指そうとする i-Japan 戦略（総務省 2009）が

示されていた頃になる。国民本位の電子行政の実現など，いわば国策としてデジタル基盤の

整備が加速し，社会経済全体のデジタル技術が変貌を遂げていた。教員研修に対しても同様

に，システム開発が進み始めていたのである。清水ほか（2010）の研究で開発された TRAIN

は，こうした時代の流れに順応した研究でもあった。本システムに掲載された動画は短時間

にまとめられており，1本あたりの平均時間は 3分 45 秒，最大でも 6分程度となっており，

コンパクトな動画にすることで教員の負担軽減を意図した点も強調されていた。さらに

TRAIN では，概要を示したハンドブックを Web からダウンロードできるなど，関連する資料

が自由に利用できるような配慮が施された。このようにダウンロードによって教材を得る

ことは，2010 年の当時としては画期的な方法でもあった。進化するインターネット環境を

活かした本研究は，動画教材による eラーニングの革新的な研究として，教育工学分野の研

究の進展に影響を与えた。ただ残念なことに，本システムは，その後のバージョンアップは

行われていない。 

 こうした動画教材による eラーニングは，授業研究にも用いられるようになった。鈴木ほ

か（2010）は，授業研究を支援するための Web ベース「eLESSER」プログラムを開発し，若

手教師がベテラン教師の授業改善の過程を観察できるようにした。これまで課題となって

いた，授業研究が有する空間的，時間的制約を解消する仕組みとして，Web ベースで構築で

きた点が成果の一つとして示された。一方，参加者の数が少なく，あくまでも試行段階であ

ったことによる研究の限界が課題として残された。 

動画教材を活用した e ラーニングによる授業研究は，その後も方法等を変えながら取り

組まれてきた。森本・北澤（2014）は，教員養成に関わる教職員と学生が利用する授業動画

を用いた授業観察や授業研究会を支援する授業リフレクションシステムを開発し，本シス

テムを閲覧しながらアセスメント活動を繰り返し行うことで，授業力向上を支援できると

いった成果を導いている。 

このような大学における授業改善の取組に対し，動画教材の活用は推進されていった。加
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藤（2014）は，大学の授業風景をビデオ収録し，「授業観察システム（FD Commons）」を利用

した授業観察および授業研究会を企画し，授業者や観察者の状況等を分析した。学内のアク

ティブラーニングなどをリードする FDer（ファカルティ・ディベロッパー）としての自身

の役割に対する期待なども考察に加え，授業研究の意義と参加者の役割を明らかにした。本

研究は，授業風景を収録しながら，手書きのアノテーションを加えることで，授業の問題点

や改善点をタイムリーに記録できるシステムにするなどの工夫が行われた。 

同じように，大学の授業改善を推進するため，福山ほか（2017）は，大学教員を対象に，

アクティブラーニング型の授業手法を教員に学ばせるため，企業と連携して動画教材を作

成した。ここでは，テロップや CGモデルによる解説を交えながら，活用しやすくなるよう

な配慮が施された。成果として，知識の獲得に加え，視聴したアクティブラーニングの方法

を試してみたいといった意欲の獲得を示唆している。 

このように，大学における研究を軸に，動画教材による eラーニングとしての効果の検証

が行われてきた。しかしながら，専用のサーバーを用いたり，企業と連携したりしながら，

その開発にはソフト・ハード両面に専門的な対応が必要であることが多かった。そのため，

小中学校などの教員研修を対象とした一般化のイメージを描くことはできず，具体的な教

材の作成・閲覧の方法に対する広がりは確認できない。 

一方，これまでの先行研究から得られた知見を活用し，大学内で取り組まれた実践研究で

ありながら，教員研修の活用に対する汎用性の高い研究も見られるようになった。高橋ほか

（2016）は，家庭科の針と糸を使った製作学習で，製作を行う者と同じ目線に家庭用のビデ

オカメラを設置して，例えば，「まつり縫い」や「なみ縫い」を行っている動画を撮影した。

撮影した動画は，パソコンで編集・教材化され，動画共有サービスである YouTube を利用し

て学内外で利用できるようにまとめられた。このように，特別な機器を使用せず，親和性が

高い身近なものを活用し，簡易な方法でまとめられ，様々なデバイスで学習できるようにす

ることによって，結果として基礎技能の習得に有意な向上が見られた。さらに，質問紙調査

結果では，分からない部分は動画を一時停止したり繰り返したりして視聴した学生も多か

ったことが確認でき，活用方法や機能に対する評価も高かったという分析結果が示されて

いる。 

学生自身が容易に動画教材を作成し，授業研究用の教材として閲覧できるようにした研

究も進められている。小川ほか（2017）は，教員養成課程の学生が実施する ICT を活用した

模擬授業で，意図して「間違い」を 5か所ほど含めた動画を 3分から 6分程度に編集し，こ
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れを閲覧させて，「間違い探し」を実施した。作成された動画教材は，容易に取り組める内

容であり，作成者・閲覧者双方の学びに加え，既有知識の深まりが成果として示されている。 

これらの先行研究の事例は，あくまでも高等教育における実践をまとめたものである。し

たがって，教員の ICT 活用研修を担当する実践者，あるいはそれに関与する研究者が，直ち

にこれらを参照し，援用していくには課題がある。一方で，動画教材による eラーニングが

教員の学び方の一助になり得ることを示唆している。eラーニングで活用する教材を，より

手軽に作成し，より利用しやすい環境で提示していく。そのためには，身近な機器を使用し

て動画撮影を行い，パソコンで教材用に編集し，インターネット環境を利用していつでも e

ラーニングが実施できるように効率化を追求していかなくてはならない。すなわち，動画教

材のスムーズな提供と実施など，学習者の活用環境へ配慮していくことが必要である。 

 

1.2.3. 遠隔教育システムによる e ラーニングの実

態と課題 

遠隔教育システムによる e ラーニングの研究は，1990 年代後半から見られるようになっ

た。そこで，本項では，1990 年代後半から行われた遠隔教育システムによる e ラーニング

についての先行研究をもとに，実態と課題について述べる。 

教員を対象にした遠隔教育システムによる e ラーニングの研究について，加藤（1998）

は，説明重視型，討議重視型，提示重視型の 3タイプで講義を実施し，その実用性を評価し

た。結果，それぞれの型が有効である場面を明らかにし，使用した画像，音声情報の実用性

を示すといった成果を導いた。一方，画面の文字が見えづらいといった課題も示され，資料

提供の方法を工夫すべきであることが指摘された。同じように教員を対象とした研究とし

て，村瀬（1998）は，遠隔教育システムによる eラーニングによって，これまで課題となっ

ていた，教員が研修の会場まで往復するのに要する移動時間や交通費などの経済的な面で

の効果を明らかにした。しかしながら参加意欲の醸成に課題があったことを示し，対策とし

て研修講師が参加者に視線を合わせて語り掛けるようにするための機材のレイアウト，資

料の提示の仕方などに配慮が必要であることが示された。 

一方，遠隔教育システム活用時の参加者の意識に着目した研究もなされた。戸田ほか

（2009）は，遠隔による教員研修を実施していても，同じ課題を共有し，相互の授業プラン
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に対する意見を述べ合う活動によって，共同体意識といったものが醸成され得るとした。ま

た，共同体意識が向上すれば，遠隔時の学習者の不安や負担感の軽減につながる可能性があ

ることを示唆した。ただし，本研究は 1回あたりの参加者が 3名で少なかったことから，通

常の教員研修など，多人数の場合への対応が検証できていないことが課題として示された。 

このような教員研修以外に，大学等の講義を遠隔で実施した事例に基づく研究も行われ

た。河村（1999）は，1990 年代後半から利用が広がり始めた ISDN 回線を用いて，外部講師

による遠隔授業を実施し，受講した学生による評価をもとに実践の有用性示すための研究

を行った。ISDN 回線は，電話回線よりも伝送速度が速く，光ファイバーを活用したサービ

ス開始までの間に，多くの利用者によって活用されてきた（総務省 2015）。河村（1999）

の研究は，当時としては高速であった ISDN 回線を用いて遠隔による授業を実用化するため

の手立てを示そうとしたものであった。しかしながら，画面の精細さに難があること，外部

講師と学生との双方向性を生かしたコミュニケーションの機会が設定しにくかったことが

課題として挙げられた。こうした双方向のコミュニケーションの重要性はこれまでも度々

指摘されており（大作 2005），遠隔による授業を実施する上においては配慮を要する大き

な課題でもあった。 

遠隔による授業は，初等中等教育の中でも取り組まれるようになった。丹野ほか（2003）

は，中学校の理科の授業で，天文に関する専門家を外部講師として招聘し，遠隔教育システ

ムによる eラーニングによって講義してもらう実践を行った。結果，宇宙科学の専門的な見

地から説明を受けることにより，生徒の興味・関心の高まりを確認した。しかしながら，打

ち合わせの時間に対する労力の課題や，十分なテストを重ねながらも，ハウリングや画像の

不鮮明さが解消されなかったといった課題が残されたままであった。 

このように先行研究で課題として示されている特徴として，画質や音声の聞き取りやす

さといった課題，双方向のコミュニケーション上の課題，打ち合わせなどの調整面での課題

などがみらえる。これまでの課題を踏まえながら，使用している機器やネットワークの情報

伝達速度との関係など，解決すべき要因の解明に力が注がれてきたのである。 

こうした先行研究の成果や課題が示される中，文部科学省は，遠隔教育システムの活用推

進のための施策を講じてきた。「人口減少社会における ICT の活用による教育の質の維持向

上に係る実証事業」（文部科学省 2017）や，「遠隔教育の推進に向けた施策方針」（文部科

学省 2018a）において，初等中等教育の場においても積極的な導入につなげるための基本

的な考え方を示してきたのである。さらに，「学校 ICT 環境整備促進実証研究事業（遠隔教
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育システム導入実証研究事業）」（文部科学省 2020c）では，KPI（重要業績評価指標）を設

定して導入のための基盤整備の必要性を示し，2023 年度までに全ての学校で遠隔による授

業が実施できるように整備することを求めてきたのである。 

こうした中，2020 年の新型コロナウイルス感染症の影響による小中高等学校等の臨時休

業期間中の学習指導において，遠隔による授業実践などの取組が見られるようになり，活用

事例も増え，広がりを見せてきた。2022 年の調査では調査対象となった学校の約 7 割が，

遠隔による e ラーニングを実施して授業などを行ったことが報告されている（文部科学省 

2022）。したがって，教員にとっても，遠隔教育システムの活用は身近なものになってきて

いるといえる。 

このように遠隔教育システムによる e ラーニングは，日本の教育の場においても広がり

を見せ始めている。ここで，遠隔についての研究を深める上で今でも広く活用されている理

論がある（鈴木・平岡 2021）ので，これに着目する。それは，アメリカの遠隔教育学者で

ある Michael G. Moore が提唱した交流距離理論（Theory of Transactional Distance）

（Moore 1972）である。Moore（1972）は，遠隔による教育は教授行為が学習行為から離れ

たところで行われたとしても，教員と学習者との間のコミュニケーションが，印刷，電子，

機械や他の装置によって促進されなければならないとし，単に教員と学習者が地理的に離

れているということではなく，より重要なのは，教員と学習者の関係性の世界を示す教育学

的な概念であるとしている。この概念について，鈴木（2012）は次のように解説している。 

 

心理的距離は，対話と構造の二次元で描かれ，学習者の自律性の高低によって適する度

合いがそれぞれ異なることがモデル化されている。すなわち，遠隔教育にあっても（あ

るいは対面教育でも），自律性が低い学習者には教師からの励ましやタイムリーなアド

バイスなどの「対話」が豊富に用意されているのが望ましい。一方で，徐々に学習者の

自律性が養われていけば，選択の自由が許容され（構造化が低い），求めない限りはア

ドバイスが与えられない（対話が低い）ような学習環境が心理的に適している。 

（鈴木 2012,p.28） 

 

この関係を鈴木（2012）は，図 1-2 のように示している。遠隔による教育であっても，対

話が豊富に用意されることが望ましく，学習の目標や課題，使用する教材に対して十分な準

備が求められることを示している。このことは，先行研究の課題として述べられてきた，画
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面の不鮮明さやハウリング，双方向のコミュニケーションがとりづらいといった課題に直

面した場合の対応にも関連があると考えられる。 

 

 

図 1-2 交流距離理論による対話・構造・自律性の関係 

（鈴木 2012 の「遠隔教育者を支える同価値理論と交流距離理論」，第 61 回 

全通研滋賀大会放送分科会資料をもとに筆者作成） 

このように，心理的距離を対話と構造の二次元で描いた Moore のモデルについて鈴木ほ

か（2020）は，「学習構造をしっかり準備しつつも，個々の学習者の自律性に委ねる仕組み

を同時に用意することの現代的意義は大きい」（鈴木ほか 2020,p.140）ことを示している。

ここに示された現代的意義を教員研修に当てはめて整理すると次のようになる。教員研修

を遠隔教育システムによる e ラーニングによって実施するのであれば，研修を受講する教

員が，遠隔地にいるといった物理的距離だけではなく，教員の心理的距離についても考慮し

て研修体制を整える必要があること，たとえば，知識・技能の差，研修に対する自信，ある

いは不安感などの心情面にも配慮した研修にしていく必要があると捉えることができる。

そのためには，研修の中で質疑応答の時間を確保したり，個々の教員の進捗状況を把握しな

がら言葉を掛けたりするなど，参加者に寄り添う対応や，学習者の状況や興味・関心，学び

を深めたい教科などの希望に応じて，いくつかの課題を選択して実施できるような個別化

を図ることが必要であることを示している。したがって，遠隔教育システムを活用した教員

研修においては，対話，構造，自律性などを考慮するとともに，創意工夫を図りながら心理

的距離に配慮することが必要であると考えることができる。 
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1.3. 教員の個別学習を促進するマイクロラーニ

ングによる eラーニング 

  

本節では，前節で示した eラーニングの実態と課題をふまえ，動画教材を用いることによ

って，教員の個別学習を促進するための eラーニングを取り上げ，その具体的な方法につい

ての検討を行う。 

近年のインターネットの通信速度は劇的な進化を遂げている。したがって，eラーニング

の実施にあたっては，これまでの先行研究や実践の成果を活かすとともに環境の変化に対

応する創意工夫が求められる。2022 年現在の学校教育においては，GIGA スクール構想によ

って高速ネットワークや児童生徒 1 人 1 台端末の整備が行われ，学習環境，学習内容など

が変化してきているため，教員は，これらの新しい環境の下で授業を展開している。したが

って，e ラーニングを実施する上においては，これらの状況に配慮した柔軟な対応が求めら

れる。一方で，先に述べたように，教員には OJT による ICT 活用研修による知識・技能の伝

承が機能しづらい状況があるといった課題や，Off-JT の研修への参加の障壁，研修の時間

確保に対する課題がある。したがって，研修を実施する側が，教員を取り巻くこれらの状況

を考慮していく必要がある。 

これまでの動画教材を用いた研究として，1章 2節 2項で示した高橋ほか（2016）や小川

ほか（2017）のように，教科教育の目標を達成させるための実践がある。これらに共通する

成果として，提供した動画教材を自身のペースで再生や停止を繰り返して視聴することに

よる学習効果を実証している点が挙げられる。また，香取（2020）は，授業の録画映像を視

聴することによる授業参観，協議による校内研究の方法を提案し，これらを活用した日常的

な取組によって，授業づくりに対する意識の向上とともに，教員が子供と向き合う時間の確

保につながったといった成果を導いている。 

研修を主管する教育委員会や教育研修センターにおける動画教材の提供の取組も見られ

る。東京都教育委員会では，2019 年度から，これまでの対面による教員研修を動画視聴で

代替したり，事前視聴で対面による研修時間を短くしたりするなどの工夫を行っている。こ

のような先進事例を背景としながら，動画教材へのリンクを添付している自治体のホーム

ページも増え始めている（e.g., 大分県 2022，和歌山県 2022，岡山県 2022）。しかしな
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がら，このように研修を実施する主体となる教育委員会などによる動画教材の提供は，まだ

限定的で少ない傾向にあることが指摘されており（龍・山本 2022），資料提供の形態は Web

への外部リンクが最も高く，ほとんどが文部科学省の情報へリンクを添付する方法で行わ

れていたとされる。すなわち，詳細な内容等に関しては，文部科学省の情報を基本として参

照してほしいとする様子が見て取れ，動画の閲覧による学習活動が中心となっている。 

独立行政法人教職員支援機構（通称：NITS，以下 NITS と表記）は，教職員に対する総合

的支援を行う全国拠点として，国の教育政策上必要とする研修の効果的な実施や調査研究

等を行う組織であり（NITS 2018），資質・能力の向上に寄与している。NITS では，講義動

画などの動画教材をホームページから配信し，とりわけ，教員のあらゆる利用場面を想定し

た支援を行っている。ここには，2021 年度現在で 152 本の動画教材があり，このうち ICT

活用研修に関連する動画教材が，2018 年度に 1 本，2019 年度に 2 本，2020 年度に 2 本，

2021 年度に 2 本が掲載され，合計 7 本の全てが視聴可能となっている。また，これらの動

画教材は，校外，校内，自己研修を問わず，いつでも学ぶ機会を提供できるという点を強調

している。しかしながら，NITS の講義動画における ICT 活用研修の割合は，全体の 5%弱に

とどまっている状況である。 

一方，これらの動画教材を視聴する上においては，提供している教材の内容について，そ

の詳細を説明したり，あるいは，関連する内容を提示したりするための教材も必要になる。

すなわち，教材をアップロードしたり，必要とする学習者にダウンロードさせたりするとい

った共有機能も必要である。しかしながら，これまで事例として示した動画教材は，必ずし

もこれらの機能を有しているとは限らず，とりわけ教員研修においては，経験年数や専門教

科の違いから課題意識も幅広く，求めるニーズの違いもあるため，全ての課題に対応できな

いことも危惧される。ICT 活用研修においては，GIGA スクール構想に向けた先端技術の活用

など，更新された知見を取り入れた情報も必要となる。動画教材の閲覧だけでなく，活用が

想定される資料を共有できるようにしたり，状況に応じて差し替えたりすることができる

ような柔軟性のある機能が必要である。加えて，教員の働き方改革が指摘される中，教員は，

研修にじっくりと向き合う時間が取れない状況がある。教員の実状を考慮すれば，教員が，

スマートフォンなどの身近なデバイスを用いて e ラーニングを実施できるようにするとい

った配慮が求められる。しかしながら，これらの議論が十分になされてこなかったのである。

したがって，研修を提供する側には，教員の学び方に寄り添った動画教材の提供のしかたに

工夫が必要であるといえる。 
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そこで，教員が動画教材を用いた eラーニングによって，限られた時間を効率的に活かし

て研修を受講できるようにする方法として，マイクロラーニングに着目する。マイクロラー

ニングは，Theo Hug ほか（2005）によって提唱された学習方法である。学習者が，スマー

トフォンなどを用いて，動画教材を都合のよい時間に，短時間で視聴して学ぶことができる。

近年では，スマートフォンの活用が広がったことを受け，マイクロラーニングによる特性が

さらに活かせるのではないかとの理由から，企業等を対象とした人財育成団体の ATD

（Association for Talent Development）で注目されるようになった（ATD 2017）。ATD は，

アメリカのバージニア州に本部を構える機関で，その代表を務める Tony Bingham が 2017 年

の国際会議(ATD2017，International Conference & Expo)のプレゼンテーションで，マイク

ロラーニングの必要性と実際の効果を唱えたことから，企業内研修等で用いられるように

なり，事例が増えつつある。しかしながら，教員研修におけるマイクロラーニングの活用は

浸透しておらず，そもそもスマートフォンを用いながら教員研修を受講するといった方法

は，これまで採用されてこなかった。一方で，教員にとって身近なデバイスであるスマート

フォンなどを用いたマイクロラーニングは，都合のよい時間に，短時間で学ぶことができる

ので，教員の学びの一助になることが期待できる。マイクロラーニングは，動画教材ととも

に関連する資料のデータをアップロードして共有したり，必要に応じて書き換えたりする

ことができるといった点において，研修を実施する側，学習者の双方に対して導入効果が期

待できる。そこで，研究を進めるにあたっては，教員の個別学習を促進するマイクロラーニ

ングによる eラーニングを取り上げる。 
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1.4. 時間的・距離的制限を超える遠隔教育シス

テムによる eラーニング 

 

本節では，職場外で実施される Off-JT による教員の ICT 活用研修について，研修を実施

する側が，受講する教員の主体的な参加を促進できるようにするため，時間的・距離的制限

を超える遠隔教育システムによる e ラーニングを取り上げ，その具体的な方法についての

検討を行う。 

遠隔教育システムの活用については，藤木ほか（2008）の複式学級を結んだ交流学習に関

する実践や，森本ほか（2010）の小学校外国語活動の実践，鈴木ほか（2013）の遠隔日本語

教育を支援するツールとしての導入などがある。いずれも遠隔地間をリアルタイムに結ん

で学習を展開し，成果を上げている。これらの先行研究を自治体としての取組に活かし，こ

れまで伝統的に行われてきた一箇所に参集して行う教員研修のスタイルを変更するための

手続きや方法について，小林（2016）は，実践を推進している自治体（e.g., 鹿児島県総合教

育センター，岐阜県総合教育センター）の聞き取りや視察を行ってその知見をまとめている。

また，小林（2016）は，遠隔教育システムによる教員研修を実施するまでの手続きを整理す

るとともに，校内研修の支援や教職経験 10年経過研修に遠隔教育システムを活用して，次

の 3つの成果を示している。 

(1) OJT・校内研修の支援に対する日程調整の容易さ 

(2) Off-JT・校外研修の参加に対する時間の効率化，経費削減の効果 

(3) 研修による学びに対する質的効果 

Off-JT の事例として取り上げられている教職経験 10 年経過研修は，伝統的に県央の会場

（研修センター本会場）に参集させて行われていたが，本会場から約 100km 離れた県北部で

設営した延岡サテライト会場でも受講可能としており，結果，69 名が延岡サテライト会場

で遠隔により受講した。図 1-3 は，延岡サテライト会場で遠隔により受講した教員が，研修

センター本会場で受講していたと仮定した場合の自宅などの出発地との往復に要する時間

（点線で表示）と，実際の延岡サテライト会場までの往復に要した時間（実線で表示）につ

いてグラフ化し，節約された時間の比較を可視化できるようにしたものである。 
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図 1-3 教職経験 10年経過研修を県北（延岡サテライト会場）で受講した教員が 

自宅と会場の往復に要する時間の比較（小林，2016 をもとに筆者作成） 

 

結果から，会場までの往復にかかった時間の効率化が図られるなど，遠隔教育システムに

よる eラーニングは，時間的・距離的制限を超える学びにつながることを示唆している。一

方で，教員の学びの場が同システムを活用している間に限られるため，個々のペースに応じ

ながら繰り返し学ぶことができる場や，研修内容を改めて振り返る場の設定が必要である

といった課題が示されている。したがって，遠隔教育システムを導入するにあたっては，e

ラーニングによる研修そのものを補完する仕組みが求められる。 

一方で，単にこうした仕組みを構築するだけでなく，1章 2節 3項で示したように，遠隔

であっても，学習者の心理的距離について考慮した研修体制として整備する必要がある。す

なわち，知識・技能の差，研修に対する自信，あるいは不安感などの心情面にも配慮した研

修にするとともに，豊富な対話を用意してコミュニケーションを活性化させるなど，双方向

的に関わる体制になるように留意する必要があるといえる。 
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1.5. ICT 活用研修における問題の所在 

 

本節では，これまで述べてきた実態と課題をもとに，教員の ICT 活用指導力の向上を目指

すために実施されている ICT 活用研修における問題の所在について述べる。 

これまで，第 1章 1節で述べてきたように，教師教育分野における課題については，次の

3 つに整理された。 

 

1 個々の教員の自律性を支えるために必要なリソースのスムーズな提供。 

2 教員研修の形態の工夫による参加型の学びの提供。 

3 教員の ICT 活用研修に関する研究環境の整備。 

 

また，第 1 章 2 節で述べてきたように，教育工学分野における e ラーニングの課題につ

いては，次の 5つに整理された。 

 

1 学習者の集中力が持続できる eラーニングの提供。 

2  双方向のコミュニケーションに配慮した eラーニングの提供。 

3 e ラーニングを実施する上で必要となる操作方法などに対する支援。 

4 動画教材の効率的な提供など学習者の活用環境への配慮。 

5 遠隔教育システムを活用する際の心理的距離に配慮した創意工夫。 

 

これらの課題を踏まえると，ICT 活用研修における問題の所在は次の点にあると考えられ

る。それは，eラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的

に関わるにはどうしたらよいか,ということである。 

 

1 章 1 節では，「自律性
．．．

を促された専門家としての『教師の学び』を出発点とし中軸とす

ることによって，教師教育改革は，その活力を生み出し，質の高い学びを実現する」（佐藤 

2016,p.15，傍点引用者）ことについて示した。学習者が，研修によって，ICT を効果的に授

業に取り入れたい，あるいは，もっと使えるようになりたいという目標の達成や課題の解決
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を図るためには，研修を提供する側が，学習者それぞれの願いに応え，思いに寄り添う手立

てを創意工夫することが求められる。すなわち，教員の職能開発としての eラーニングを介

した ICT 活用研修において，学習者の自律性
．．．

を支えていくとともに，研修の実施において

は，研修が日々の授業を省察した学びを保障し，学習者の自律性を支えることができる場で

ある必要がある。学習者の自律性を支えることによって，専門家としての学びが深まり，

日々の実践化（坂本 2007）を通した他者との学び合いをはじめ，同僚性を発揮し教師集団

全体の力量を向上させる（土屋 2005）など，組織全体の成長にもつながることが期待され

る。 

また，1 章 3 節では，動画教材を効率的に提供できる方法を創意工夫することや，1 章 4

節では，研修を受講する方法として一堂に会場に参集する形態を見直し，研修への参加に対

する障壁を乗り越える必要があること（小林 2016）について述べた。そこで，e ラーニン

グを介した ICT 活用研修においては，これらの課題を乗り越えるためにどうしたらよいか

を明確に示していく必要がある。 

一方で，eラーニングを実施するにあたっては，1 章 2節で示したように，集中力の持続

が課題とされ（大久保 2003），双方向のコミュニケーションで信頼関係を築くこと（松田 

2004），相互作用のあるリソースで個別化を防ぐこと（戸田・益子 2006）が必要であるこ

とを述べた。さらに，教員と学習者との間のコミュニケーションが促進されなければならな

いこと（Moore 1972），学習者の参加意欲を醸成させること（加藤 1998，村瀬 1998），対

話が豊富に用意されていることが望ましいこと（鈴木 2012）など，研修を実施する側と学

習者，あるいは学習者相互のやり取りができるような体制を整備する必要があることにつ

いて述べた。そのためには，eラーニングを介した ICT 活用研修において，双方向的
．．．．

に関わ

る必要があると考えられる。 

そこで本研究は，eラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双

方向的に関わるにはどうしたらよいか，について追究していくこととした。 
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1.6. 本研究の目的と意義 

1.6.1. 本研究の目的 

本研究の目的は，eラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双

方向的に関わるための研修モデルを構築することである。そのためには，学習者の実状を的

確に捉え，それぞれが抱えている問題意識やニーズに対し，如何に対応できるかが課題とな

る。そこで，研修システム全体を俯瞰して捉えることができる枠組みについて追究する視点

も含める。 

本研究では，マイクロラーニングによる e ラーニングと，遠隔教育システムによる e ラ

ーニングに着目する。マイクロラーニングによる eラーニングでは，動画教材を都合のよい

時間に短時間で学ぶことができるといった特性を活かし，スマートフォンなどの身近なデ

バイスの活用を想定する。これにより，個々のニーズに合わせられるようになるため，学習

者の個別学習を促す効率的な研修の一つの手法となり得るのではないかと考えたからであ

る。また，マイクロラーニングによる eラーニングは，動画教材の視聴だけに限らず，関連

する資料のデータをアップロードして共有したり，必要に応じて書き換えたりすることが

できるといった点においても導入効果に期待できる。 

遠隔教育システムによる e ラーニングは，離れた場所同士で映像や音声などのやり取り

を行うため，ICT 機器，通信ネットワーク，カメラ，マイクなどの機材に加え，Zoom などの

アプリケーションも含めたシステムの活用を想定する。学習者は，これらの活用によって職

場外で実施される Off-JT への参加も容易になると考えたからである。1 章 4 節で議論した

ように，校外で実施される研修は，積極的な受講が促される一方で参加に対する障壁が問題

視されてきたが，遠隔教育システムを活用すればこれらの問題を払拭できる。すなわち，必

ずしも対面でなくても学ぶ機会が保障されるのである。受講がスムーズにできるようにな

れば，研修目標のひとつとされてきた，各学校への成果の還元をはじめ，推進リーダーの育

成など，学びを校内研修の充実へと広げられる点にも期待できる。 

一方，eラーニングを介した ICT 活用研修を行うにあたっては，研修の目的・方法・評価

の一貫性がとられ，その結果を用いて次の研修で改善策を示すことができたかどうかなど，

研修自体の成果や課題を評価する仕組みを築く必要がある。そこで，本研究においては，ICT

活用研修のシステム全体を俯瞰して捉える枠組みについても追究していくこととする。 
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1.6.2. 本研究の意義 

 教員の ICT 活用についての研修は，これまでにも動画教材を用いた方法によって実施さ

れることがあり，教員の学びの一助になり得る一方で，1章 3節で議論したように，スマー

トフォンなどの身近なデバイスによって，資料を共有しながら効率的に学べるように改善

を図ることが必要であるとの認識を示した。改善の具体的な実施方法として，本研究では，

マイクロラーニングを取り上げた。マイクロラーニングは，研修を実施する側が身近な機材

や端末を用いて撮影・編集・提供することができるだけでなく，学習者にとっても，自分の

都合に合わせて短時間で学ぶことができるといった効率的な学びが可能となる。さらに，資

料の共有が容易にできるなど，実用に適する eラーニングであることから，学習者の個別学

習を促進させることが期待できる。 

また，教員の ICT 活用についての研修は，これまでにも遠隔で実施されることがあり，効

率的な学びにつながるなどの成果を得られたものの，1章 2節 3項で議論したように，画質

や音声についての課題，インフラやハード面に対する課題，機器のスペックについての課題

などが存在していた。一方で，ネットワークなどの環境は整ってきており，2020 年以降の

新型コロナウイルス感染症対策においては，環境整備も加速する状況が見られるようにな

った。したがって，遠隔による教員の ICT 活用についての研修は，Society5.0 時代を見据

えながら実施方法を再考し，創意工夫を図ることによって，双方向的に関わる研修へと導く

ことが期待できる。 

そこで本研究では，マイクロラーニングによる eラーニングと，遠隔教育システムによる

e ラーニングを「融合」する。融合した研修を実施することによって，これまで抱えてきた

コミュニケーション上の課題に対し，1章 4節で議論したように，心理的距離を縮めて参加

型の e ラーニングになるように配慮したり，遠隔での研修を実施する前後にマイクロラー

ニングによる自律的な学びの場を提供したりして，課題解決につなげようと考えたのであ

る。このように，本研究は，両者を融合する点に独自性があるといえる。さらに，学習環境

をどのようにデザインしていけば良いのか，あるいは，デザインされた研修をどのように改

善すれば実効性の高い研修となるのかなど，教師教育分野と教育工学分野の e ラーニング

が重なる部分へ焦点を当てながら研究を進め，研修システム全体を俯瞰して捉える枠組み

を追究する点に，本研究の意義があるといえる。 

本研究によって，日本の ICT 活用研修が直面する課題を乗り越えるためには何ができる
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のか明らかにすることができ，従来の ICT を活用した研修自体を改善していくためには何

が必要かを提示することが可能である。しかし，これらは本研究の副次的産物に過ぎない。

本研究は，先哲がこれまで築き上げてきた教師教育について，学校が求める学びに柔軟に対

応し得る環境，個々の教師の自律性を支えるために必要なリソースを効率的に提供できる

仕組みを構築して，多忙化が指摘されている教育現場の実態を考慮し，eラーニングを介し

た ICT 活用研修において，「いつでも」，「どこでも」，「誰でも」，双方向的に関わる学びを保

障するものである。研究を進める上においては，新型コロナウイルス感染症対策時の教訓と

して得た一新を画す学び方としての eラーニングについても包含する。したがって，本研究

は，教員にとって実効性のある教育実践を推進する知見となり，校内外の研究活動に新たな

示唆を与えることができる。 
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第 2 章 インストラクショナルデザイン

理論 
  

1 章では，研究の背景と問題の所在を示し，本研究の目的と意義を示した。本研究の目的

は，eラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的に関わる

ための研修モデルを構築することである。一方で，研修の目的・方法・評価の一貫性がとら

れ，その結果を用いて次の研修で改善策を示すことができたかどうかについて，ICT 活用研

修のシステム全体を俯瞰して捉えることができる枠組みが必要であることについて示した。 

そこで本章では，ICT 活用研修全体を俯瞰して捉え，研修自体の成果や課題を評価する仕

組みを築くための理論として，インストラクショナルデザイン理論に着目する。はじめに，

インストラクショナルデザイン理論に対する検討を行い，本研究で導入するデザインの理

論構築を行う。 

 

2.1. インストラクショナルデザイン理論による

システムの運用と評価の検討 

 

本節では，ICT 活用研修全体を俯瞰して捉え，研修自体の成果や課題を評価する仕組みを

築くための理論として，インストラクショナルデザイン（Instructional Design，以下 ID

と表記）理論に着目し，本研究で導入するための検討を行う。 

e ラーニングの導入から運用，評価にあたり，ID 理論がある。ID は，アメリカで発達し

た研究や実践であり，古くから教育工学の分野において用いられてきた中心的概念である

（鈴木 1989）。日本語訳として，これまで，例えば授業設計（水越 1976）などがあてら

れてきた（稲垣 2019）。 

アメリカの ID理論に関する研究者の一人，Reigeluth（1983）は，教育の課題を 5つの領

域に分け，そのうちの一つをインストラクション（教授）と定義した。また，インストラク

ションには，「設計」，「開発」，「実行」，「運営」，「評価」の 5つの活動があることを示して
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いる。Reigeluth にとっての IDは，「建物の設計図」を作ることに例えられ，学習者の状況

や学習内容の分析を十分に行った上で，学習者に対して最適な教授法を設計することが重

要とされる（鄭ほか 2008）。 

ID における 5つの活動を，日本の教員研修に置き換えて考えてみる。教員研修において，

「設計」は，研修を計画する活動であると考えることができる。研修を計画する上では，対

象者，目的，会場，タイムスケジュールなどの整理が必要となる。また，研修の目標に基づ

いて，どんな内容を盛り込んでいくのかを十分に吟味していくこととなり，この活動が「設

計」にあたるといえる。「実行」は，計画された研修を実施する活動を示し，「運営」は，実

施される研修を円滑に進めるための，例えば自治体等の組織による活動と捉えることがで

きる。「評価」は，研修の成果を測る活動であると考えることができ，その方法は多岐にわ

たる。このように，ID における 5 つの活動は，教員研修に置き換えられ，さらには，研修

を行う上で，それぞれが重視しなくてはならない活動であると考えることができる。 

Reigeluth（1983）が示したインストラクションの 5 つの活動の「設計」，「開発」，「実行」，

「運営」，「評価」を行う 5つのサイクルをもとに，Kemp・Rose（1994）や Morrison ほか（2006）

は，次のような ID 理論を展開している。まず，IDを「学習者の能力を確かなものにしてい

くために，教授過程を効果的に計画・開発・評価そして運用するためのシステム的な方法で

ある」と定義し，Reigeluth（1983）の 5 つの活動以外の幅広い活動までもカバーするよう

に，図 2-1 のモデルを示している。モデルには内側に次の 9つの活動が示されており，これ

ら 9つの活動を，Revision（修正）や Formative Evaluation（形成的評価）が取り囲んで

おり，さらに外側から大きな楕円形で，Summative Evaluation（総括的評価）などのフィー

ドバックの機能で取り囲んでいる。 

① Instructional Problems（教授活動における問題） 

② Learners Characteristics（学習者の特性） 

③ Task Analysis（作業分析） 

④ Instructional Objectives（教育目標） 

⑤ Content Sequencing （内容配列） 

⑥ Instructional Strategies（教授方略） 

⑦ Designing the Message（メッセージデザイン）  

⑧ Instructional Delivery（配信） 

⑨ Evaluation Instruments（評価） 
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図 2-1 Kemp の ID モデル（Morrison et al.2006 をもとに筆者作成） 

 

Kemp の ID モデルでは，まず，①Instructional Problems（教授活動における問題）で問

題を明らかにして解決のための目標を設定し，②Learners Characteristics（学習者の特性）

で考慮すべき学習者の特性を詳細に調べている。また，③Task Analysis（作業分析）で，

内容を特定し，④Instructional Objectives（教育目標）を学習者へ提示している。さらに，

⑤Content Sequencing（内容配列）で学習内容を配列させ，⑥Instructional Strategies

（教授方略）で教授方略を設計している。その上で，⑦Designing the Message（メッセー

ジデザイン），⑧Instructional Delivery（配信）で教授メッセージと配信方法をデザイン

している。このように，「実行」する前の「設計」，「開発」の活動を，より詳細に行ってい

るのである。Kemp の ID モデルの特徴として，Evaluation（評価）がモデルの内側の活動だ

けに留まらず，全体を取り囲む「形成的評価」や「総括的評価」にも示されている点を挙げ

ることができる。日本の教員研修においても，研修の実施そのものが目的であってはならず，

目標が十分に達成できたか，研修の内容や進め方は適切だったかなど，研修全体の評価を丁

寧に行うことが極めて重要であると考える。実際に，教員研修においても，研修を実施する

前で行われる「診断的評価」や，研修中に行われる「形成的評価」，研修後に行われる「総

括的評価」に加え，「自己評価」や「相互評価」など，様々な方法を用いることが可能であ

る。Kemp の ID モデルは，これらの研修の成果を測るための評価の方法や，具体的な指標を

追究していく上において，参考になるモデルでもある。日本で行われてきた実際の教員研修
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においては，こうした ID理論に基づく評価は積極的に用いられているとはいえない。研修

のデザイン，評価の妥当性などに対する十分な議論が必要であったと考えることができる。 

ここで，Kemp と同じ頃のアメリカの研究者である Dick ほか（2004）の ID理論を挙げる。

Dick ほか（2004）は，IDの流れを次の 10 段階に分けたモデルを提示している（図 2-2）。 

 

 

図 2-2 Dick ほかの IDモデル（Dick ほか，2004 をもとに筆者作成） 

 

Dick ほか（2004）の ID モデルは，「教育目標を明確にするためのニーズアセスメント」

を出発点にしている。はじめに学習者のニーズを明らかにした上で，教育目標及び学習者の

分析などを入念に行う。その上で，「設計」，「開発」，「実行」，「運営」，「評価」する過程を

ID と捉えているのである。Dick ほか（2004）の ID理論を日本の教員研修に置き換えて考え

てみる。教員研修におけるニーズアセスメントでは，一般的に次のような点を考慮している

ことが多い。まず，「学校種」や「専門教科」，「教職経験年数」といった違いや，研修内容

に対する「技能差」あるいは「習熟の差」などである。実際に，こうした面に配慮しながら

研修を「設計」，「開発」していると考えることはできる。一方で，研修に対するニーズは個々

の実態に応じて違ってくるため，研修計画を立てる前提として，ニーズアセスメントの視点

を重視した IDを模索することには意義があるといえる。 

同じアメリカの IDの研究者である Kirkpatrick（1998）は，4段階評価法のモデルを提唱

し，このモデルは日本の企業研修部門のモデルとして注目されている（鈴木 2015）。そこ

で，このモデルを教員研修に当てはめて考えてみる。4段階は，「反応」「学習」「行動」「結

果」の各段階として示されている。それぞれの段階で示された内容をもとに，教員研修での

評価例をまとめて表 2-1 に示す。 
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表 2-1  Kirkpatrick の 4 段階評価法のモデルで考えられる評価例 

（Kirkpatrick，2006 をもとに筆者作成） 

段階 教員研修の評価例 

反応（Reaction） 学習者は，どのような反応を示したか。 

学習（Learning） 学習者は，どのような知識・技能を習得したか。 

行動（Behavior） 学習者は，知識・技能をどのように活かしたか。 

結果（Results） 研修は，組織にどのような効果をもたらしたか。 

 

Kirkpatrick（1998）の 4段階評価法のモデルで特徴的なのは，第三段階の「行動」（Behavior）

と最終段階の「結果」（Results）であると考えられる。すなわち，研修成果をどのように活

かし，受講後に自身の行動をどのように改善できたか，あるいは，改善したことで他に影響

を与えることができたのかといった視点を重視しているのである。研修の効果を検討する

場合には，このように実際の授業改善につなげた視点で考察することは重要であり，長期的

なスパンの評価も交えて，児童生徒や学校に対して還元できたことを評価することも意義

があると考えることができる。これまでの慣例として実施してきた研修内容を見直したり，

改善したりする方法としても参考になるモデルであるといえる。しかしながら，これらの指

標で実際に調査するためには一定の期間を隔てる必要があり，研修直後に確認できるもの

ではない。習得したことをどのように活かしたのか，学習者の成長が組織全体へどのような

影響を与えたかについて，具体的な測定方法に対しても工夫が求められる。したがって，評

価の実施には困難さが予想される。特に最終段階の結果（Results）については，教員研修

の効果として発現したものなのかどうかを判断することは容易ではなく，別の要因が影響

を与えている可能性も否めない。 

これらのアメリカにおける IDの捉え方に対して，鄭ほか（2008）は，システム的アプロ

ーチに基づいている点に共通点があるとしている。システム的アプローチでは，それぞれの

構成要素ではなく，各要素がシステムとして有機的に機能していることを重視し，つながり

や関係性，相互作用に焦点を当てる。解決したい課題に対し，事前にニーズ分析を行った上

で目標設定を行い，目標達成に必要な要素を決定し，実践，評価するといった一連の流れと

なる。日本の ICT 活用研修については，こうしたシステム的アプローチによる研修の構築が

十分でなかったのではないかと考えられる。新たな教育課題に対応していくための研修プ

ログラムを開発する上においては，システムそのものを評価していくための仕組みづくり
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が重要である。 

そこで，日本の ID研究の第一人者である鈴木克明の研究を取り上げる。鈴木（2006）は，

ID を，「教育活動の効果・効率・魅力を高めるための手法を集大成したモデルや研究分野，

またはそれを応用して学習支援環境を実現するプロセス」（鈴木 2006,p.197）とし，「効果」，

「効率」，「魅力」で捉えることが ID で目指す学びに必須であるとし，次のように示してい

る（表 2-2）。 

表 2-2 ID における効果・効率・魅力の整理 

（鈴木，2006 をもとに筆者作成） 

効果 対象とする学習者たちが一定の成果を出すことへの期待。 

効率 学びの場を提供する人とそれを受ける側の両方の立場から，時間的にも

物理的にも無駄や手間をかけすぎないような工夫をすること。 

魅力 もっと学びたいと思わせる継続動機を与え，達成感を実感させること。 

 

このことを，第 1章で述べた ICT 活用研修における問題の所在をもとに整理すると，表

2-3 のように整理することができる。 

 

表 2-3 ICT 活用研修における効果・効率・魅力の整理 

効果 学習者の自律性を支えることができ，双方向的な関わりによって，研修

後に獲得した知見を活かして授業改善につなげたいといった意欲を示す

などの成果を導くことへの期待。 

効率 学習者をはじめ，研修を実施する側においても，双方が効率的な研修と

なるように工夫すること。 

魅力 「学び続ける教員像」に関連させ，さらに学びたいという継続動機を与

え，達成感を実感させること。 

 

さらに，鈴木（2008）は，ID の基本形を図 2-3 として示している。ここでは，「学習目標」，

「評価方法」，「教育内容」の 3つを確認しながら教育活動を改善・向上していくこと，すな

わち 3つの要素がバランスよく計画され，整合性がとれていることを重視し，システム的ア

プローチとしての ID の特徴を示しているのである。 
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図 2-3 ID の 3要素（鈴木，2008 をもとに筆者作成） 

 

鈴木（2006）が示す，IDを「効果」，「効率」，「魅力」で捉えること，鈴木（2008）にある

「学習目標」，「評価方法」，「教育内容」の 3要素のバランス，整合性を重視した ID とする

ことなど，ICT 活用研修の e ラーニングの運用や評価を検討する上で，関連性も深いのでは

ないかと考えることができる。 

しかしながら，鈴木（2019）は，これまでの初等中等教育においては，日本における伝統

的な授業づくりのノウハウと ID が融合することはなかったため，欧米流の ID 研究の成果

は，教員養成や教員研修に組織的に取り入れられることはなかったことを示している。鄭ほ

か（2008）は，この理由として，日本における学校教育の目的と学習内容は，学習指導要領

によって決められており，検定を受けた教科書には教師用指導書が添えられていることか

ら，ID による学習者のニーズ，目標等の分析を行ったり，評価や改善などをシステムとし

て考えたりする必要性がなかったことを挙げている。また，ID の考え方が日本に広がった

のは，ICT の環境整備が進み，e ラーニングが盛んになり始めた 21 世紀に入ってからとさ

れるが，企業内の研修への導入が中心であったとされており，そのため，企業内で eラーニ

ングを実施するには IDの考えが必要不可欠であるとの意識が生まれたが，学校教育への導

入には至らなかったことを挙げている。 

一方，Society5.0 時代の到来による転換期とされる時代に突入し，日本においても，生

活のあらゆる場において ICT を活用することが当たり前となった。GIGA スクール構想の実
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現に期待が寄せられ，最先端の ICT 教育によって，令和のスタンダードな学校を目指す取組

が展開されている。高速ネットワークを利用した eラーニングも，さらに加速化していく状

況も予測されている。したがって，ICT 活用研修に対しても，これまでの伝統的な研修に対

する考え方や方法を見直していくとともに，システム全体を IDにより再構築する必要があ

る。そこで，本研究においては，従来の ICT を活用した研修自体を改善していくために，教

授設計理論の ID のシステム的アプローチの観点から捉えていくこととした。 

 

2.2. ADDIE モデルの ICT 活用研修への導入 

  

本節では，ID のうち，ADDIE モデルに着目し，ICT 活用研修全体を俯瞰して捉え，研修自

体の成果や課題を評価する仕組みを築くための理論の導入について検討を行う。 

ID は，システム的アプローチであり，「Plan（計画する）-Do（実践する）-See（評価す

る）サイクル」のプロセスと基本的には同じ考え方であるとされる（鄭ほか 2008）。「Plan-

Do-See サイクル」をさらに精緻化した ID モデルの一つに，Gagné ほか（2007）による，ADDIE

モデルがある（図 2-4）。ADDIE モデルは，多くの ID の基本的なモデルとされている（鄭ほ

か 2008）。5つのプロセスが，ADDIE の頭文字で示されており，具体的な内容については以

下のとおり整理されている（玉木 2006）。 

 

 「A」 Analyze（分析する） 学習活動の現状や学習環境，学習内容について分析。 

 「D」 Design （設計する） 分析結果をもとに，具体的な教材の設計図を作成。 

 「D」 Develop（開発する） 設計図に基づき，具体的な教材を開発。 

 「I」 Implement（実施する）教材をもとに授業や研修を実施。 

 「E」 Evaluate（評価する） 学習活動全体や教材などの問題点の洗い出しと改善。 

（常に前の工程へのフィードバックや次の工程への情報提供により，改善を目指す。） 
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図 2-4 ADDIE モデル（Gagné ほか，2007 をもとに筆者作成） 

 

ADDIE モデルでは，Evaluate（評価）から他のプロセス全てに矢印が伸びている。常に目

標に立ち返りながら，その効果について，各プロセスに対する評価を繰り返し実施していく。

教員研修を実施する上において，ADDIE モデルで考えると，学習者のニーズを掌握し，必要

となる研修内容を設計，開発，実施するとともに，各プロセスを常に評価し，推進していく

流れになることが想定される。 

日本の教師教育において，ADDIE モデルを活用した実践研究がある。米沢・中井（2019）

は，企業内人材育成における研修モデル（中原ほか 2006）をもとに，ADDIE モデルを大学

院の授業科目に導入し，プログラムを試行している。ここでは，各プロセスについて次のよ

うに例示している。 

「A」 研修プログラムの目標や学習者（教師）の課題から，目的や要件の洗い出し。 

「D」 分析結果にもとづき，研修プログラムで用いる内容や教材・ツールを設計。 

「D」 研修プログラムに用いる教材やツールの開発。 

「I」 研修プログラムの実施。 

「E」 研修プログラム全体や教材の問題点の洗い出し，改善。 

本研究は，教員研修プログラムの開発・実施を，ADDIE モデルのプロセスに沿って分析を

進めており，研修そのものを ID のシステム的アプローチで捉え，あくまでも，現職経験の
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ない大学院生を対象とした試行となっている。本研究で展開された ADDIE モデルのプロセ

スの中で着目したいことのひとつに，研修プログラムを Design （設計する）・Develop（開

発する）までに行った事前の Analyze（分析する）の手続きを入念に行っている点を挙げる

ことができる。研修を受講する教員の課題意識を具体的に把握し，問題の所在を明らかにし

たうえで研修の目標を立てることによって，参加した教員は課題の解決（効果）や充実感を

感じる（魅力）などの成果を導くことが期待できるからである。 

日本の教育においては，学校評価が重視されており，文部科学省（2016）が示す学校評価

ガイドラインの中では，「学校が、教育活動その他の学校運営について，目標(Plan)－実行

(Do)－評価(Check)－改善(Action)という PDCA サイクルに基づき継続的に改善していく」

とし，PDCA サイクルによる評価が基本として示されている。独立行政法人教職員支援機構

（NITS 2018）は，校内研修計画を策定する上では，PDCA サイクルを意識した校内研修計

画のイメージによって振り返ることが重要であるとしている。しかしながら，PDCA サイク

ルでは，研修に参加する教員の実態や課題を把握し，分析を加えていくといった目標(Plan)

を立てる前の手続きとしての Analyze（分析する）や，事前に確認された研修に参加する教

員の課題解決のための Design （設計する）や，Develop（開発する）の段階が十分には示

されていない。教員研修を計画するのに先立って，学習者のニーズや実態などを明らかにし

た上で研修を構築していくのであれば，PDCA サイクルをさらに詳らかにして進める必要が

あると考えることができる。したがって，ADDIE モデルを用いれば，これらの課題を解決で

きるのではないかと考えることができる。 

ADDIE モデルに着目した研究のうち，教員が学習者のニーズや実態に対する分析に力を入

れることで，教員にとって生産的なアプローチを提供できたとする研究がある。Liangyue

（2022）は，中等教育後の学習や社会人教育・研修の場で ADDIE モデルを用いて，学習者分

析をもとに指導目標を立てた。最初のステップである Analyze（分析する）の段階で，指導

上の問題点を明確にするとともに，これを指導上のギャップとして配慮の必要性を示した。

結果，教員は学習者に対して，効果的かつ効率的な学習体験を作り出すことを支援すること

ができたことを示している。一方，ADDIE モデルはあくまでも設計のためのガイドラインで

あることを念頭に置くことが重要であり，学習成果を保証するものではないといった限界

があることを示唆している。このことは，Reinbold（2013）においても同様に，ADDIE モデ

ルは研修の道筋について指示するが，上手く行う方法まで教えてくれるわけではないこと

を示している。したがって，ADDIE モデルに当てはめれば直ちに効果が出るわけではなく，
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十分な分析のもとで効果的な指導方法をデザインしていくことが重要であるといえる。 

そこで本研究においては，研修を受講する教員の研修に対するニーズや実態を掌握し，必

要となる研修内容の設計，開発，実施，評価するといったプロセスを重視したいと考えるた

め，ADDIE モデルによって研修のシステム全体を俯瞰的に捉えていく。しかしながら，モデ

ルに当てはめるだけでは効果が期待できないことから，研修の目的を明確化するための方

法として活用する。 

なお，ADDIE モデルについて，インストラクションを改善するための着実なアプローチで

あるとされている一方で，そのサイクルに時間がかかることが欠点であるとする研究があ

り（向後 2015），Gordon and Zemke（2000）や鈴木（2006）も同様の指摘をしている。こ

うした時間的な課題がある場合には，「実施できるものを作り，使いながらフィードバック

を得て改善する」といった，Dorsey ほか（1997）によるラピッド・プロトタイピング（Rapid 

Prototyping）の ID を用いる方法もある（向後 2015）。このように，ID には，様々なモデ

ルが存在するため，１つの理論に依存していても全てをカバーし切れない点から，「ID は常

にいくつかの理論を折衷，混合した上でデザインと開発を進めることになる」といった「積

極的折衷主義」の議論もあり（向後 2012），鈴木（2016）は，100 を超える ID理論をまと

めている。したがって，ID を用いる際には，採用するモデルの妥当性を含めて評価する必

要があると考えることができるため，この点は考察に加えて議論していくことにする。 
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第 3 章 研究方法 
 

本研究の目的は，eラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双

方向的に関わるための研修モデルを構築することである。そのためには，学習者の研修に対

するニーズや実態を掌握し，必要となる研修内容の設計，開発，実施，評価するといったプ

ロセスを重視したいと考え，ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから

捉えていく。そこで本章では，はじめに，研修システムに導入する eラーニングと研究の方

法について述べる。次に，対象として取り上げる事例の概要とその選定理由について述べ，

それぞれの研究対象に対する筆者の立場との関係を明らかにする。さらに，それぞれの研究

フィールドにおけるデータ収集とデータ処理の方法，分析の視点について示す。 

 

3.1. 研修システムに導入する e ラーニングと研

究の方法 

 

本節では，研修システムに導入する eラーニングと研究の方法について述べる。 

はじめに，マイクロラーニングによる eラーニングについて考えてみる。学習者は，動画

教材を用いることによって，ICT 活用の際に必要となる操作方法に対する技術的な支援を得

ることができるなど，必要となる動画教材を自分のペースで繰り返し視聴するといった学

びの場が保障される。一方で，1章 3節で議論したように，集中力の持続や動画を視聴する

場所や時間などに対する効率化の視点では，さらなる工夫が必要である。具体的には，単に

動画を視聴できるようにするだけではなく，学習者の集中力が維持できるように配慮し，学

習者にとって都合の良い時間に短時間で学ぶことができるようにするとともに，必要な教

材などをダウンロードして利用できる環境の構築が必要なのである。すなわち，学習者の自

律性を支えるには，マイクロラーニングによって個別学習を促進するための効率化した eラ

ーニングを提供できるようにする必要があるといえる（図 3-1）。 
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図 3-1 マイクロラーニングによる eラーニング 

 

 次に，遠隔教育システムによる eラーニングについて考えてみる。学習者は，遠隔教育シ

ステムによって，一堂に参集することなく，研修に参加することができる。遠隔教育システ

ムによって研修に参加できれば，時間的・距離的な制限を超えて学ぶことが可能となる。一

方で，1章 4節で議論したように，学習者には，物理的距離だけでなく，心理的距離を縮め

られるような配慮が求められる。したがって，研修を提供する側と学習者が双方向的に関わ

るには，遠隔教育システムによる eラーニングにおいて，対話を交わしたり，双方向のコミ

ュニケーションを活性化させたりするなど，学習者に参加型の学びを提供できるようにす

る必要があるといえる（図 3-2）。 

 

図 3-2 遠隔教育システムによる eラーニング 
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 このように，マイクロラーニングと遠隔教育システムによる e ラーニングを用いること

によって，課題解決に迫ることはできる。しかしながら，それぞれの eラーニングを別々に

実施したとしても，全ての課題に応えることはできない。マイクロラーニングと遠隔教育シ

ステムによる eラーニングを同時に導入して研修を実施できるようにすること，すなわち，

これらを「融合」した eラーニングを実施する必要がある。 

それでは，これまでの ICT 活用研修では，融合させてできなかったそもそもの要因は何だ

ったのであろうか。それは，1 章 2節の eラーニングにおける先行研究の課題として議論し

たように，画質・音声についての課題，インフラやハード面に対する課題，機器のスペック

に関する課題などが考えられる。これらの課題によって，研修として成立させることが難し

かったことが考えられる。しかしながら，社会事象も変化してきており，Society5.0 に対

応した環境の整備が行われるとともに，使用されてきた機器についても改善が図られてい

る。また，新型コロナウイルス感染症対策で実施されてきた遠隔による学習方法が広がりを

見せている。したがって，これらの環境を活かすことによって，マイクロラーニングと遠隔

教育システムによる eラーニングを融合させることが可能であると考えることができる（図

3-3）。これらを融合させた ICT 活用研修は，学習者の自律性を支え，双方向的に関わるため

の課題の解決を図る方策となり得ると考えられる（図 3-3）。 

 

図 3-3 マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した eラーニング 
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一方で，ICT 活用研修の参加者が，知識・技能を確実に習得できるようにするとともに，

研修内容や方法は，目標達成に向けて適切だったか，成果に対する評価は十分か，改善策を

適切に講じられたかなど，研修の目的・方法・評価の一貫性がとられ，その結果を用いて次

の研修で改善策を示すことが重要である。そこで，本研究では，2 章で示した ID の ADDIE

モデルを導入し，研修システム全体を俯瞰して捉えることができる枠組みについても追究

していく。  

 

3.2. 事例の概要とその選定理由 

 

本節では，第 4 章から第 6 章までで取り上げた事例の概要とその選定理由について述べ

る。 

まず，第 4章では，5つの小学校で実施したプログラミング教育についてのマイクロラー

ニングによる eラーニングを事例として取り上げる。プログラミング教育に関しては，2020

年度から小学校で本格実施されており，実施の前に様々な研修等が企画・実施されてきたに

も関わらず依然として教員の指導力の向上には不安が高い傾向があった（e.g., 黒田・森山 

2018，大島・大島 2020，山本・堀田 2020）。5つの小学校の教員も同様に，指導方法に困

難さを抱えるなど，具体的な実践に苦慮しているといった実態を有していた。こうした状況

から，筆者に研修講師としての依頼があり，マイクロラーニングによる eラーニングを用い

て校内研修を行うことに至った。それぞれの学校では，これまで，プログラミング教育に関

する校内研修を実施していたにもかかわらず，なかなか指導力の向上までには至っていな

い様子だった。課題として，教員自身がプログラミングを学んだ経験がないことに起因し，

理論に対する理解ができないこと，具体的な実践に繋げられないことなどが示されていた。

それぞれの学校の特徴として，教員数が 10名以下の小規模校 4校と 20 名程度の中規模校 1

校であり，課題解決を図るための研修に対しては前向きに取り組んでいこうとする集団で

あることが挙げられる。そこで，第 4章では，プログラミング教育の実践に向けた職能開発

を図るための対面研修を行い，マイクロラーニングによる eラーニングを実施して，対面研

修で行った研修を補完できるようにし，学習者である教員の自律性を支えることとした。こ

れによって学習者が，プログラミング教育に対する不安感を解消することができ，ICT 活用

指導力を向上させ，集団としての同僚性の形成や学校における教師集団全体の成長にもつ
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なげられるようにすることを目指したいと考え，本事例を選定した。 

次に，第 5 章では，教職大学院新入生を対象に実施したマイクロラーニングによる e ラ

ーニングを事例として取り上げる。2020 年初頭，新型コロナウイルス感染症の感染拡大と

いった未曽有の危機が世界中に広がり，教育の場では，eラーニングによる授業の実施が早

急に求められる事態に直面した。本章の研究で対象とした教職大学院の新入生は，入学直後，

直ちに遠隔による授業が始まるといった状況になったため，その準備と対応に迫られた。し

かしながら，学生にとっては，遠隔での授業を受けた経験も乏しいのではないかとの課題が

示された。こうした中で，筆者は，対象となる新入生に対して必修科目の情報メディアに関

する授業の教鞭を執ることになっていた。そこで，遠隔による授業が円滑に受講できるよう

にするための支援を行うこととした。一方，新入生にとっては，将来的に教員として遠隔に

よる授業を実施する側に立つことが想定された。そこで，遠隔で授業を受講する経験だけで

なく，授業実践のしかたについての指導技術を習得させる必要があると考えられた。一方で，

今回対象となる学生は，第 4章の事例とは違い，対面での授業を実施したこともない状況で

あった。そこで，第 5章の事例では，対面による受講が困難な状況においても，マイクロラ

ーニングによる eラーニングによって，学習者である教職大学院の新入生の自律性を支え，

確かな学びを保障するための学習活動を展開ていくことを目指し，本事例を選定した。 

 最後に，第 6章では，授業支援システムを活用した教員研修として実施した，マイクロラ

ーニングによる e ラーニングと，遠隔教育システムによる e ラーニングを融合した事例を

取り上げる。本章に着手した 2021 年度は GIGA スクール構想による環境の下で，様々な ICT

関連の教育機器の導入やアプリケーションの活用が始まったところであり，ICT 活用研修へ

のニーズが高まっている中，筆者の元へ複数の研修支援要請があった。操作技能の習得を目

指そうとするこれまでの一般的な研修では，一箇所の研修会場に参集して行われることが

多かった。しかしながら，このように参集して実施する研修は，受講希望者との日程を調整

することが困難であることに加え，中山間地を含め県内各地に希望者が点在しており，研修

の受講のために参集するには，時間的・距離的にも厳しい状況があった。そこで，第 6章で

は，時間的・距離的制限を超える遠隔教育システムによる eラーニングで学ぶ機会を設定す

るとともに，第 4 章と第 5 章では応えられていなかった，学習者と双方向的に関わるには

どうしたらよいかの問いを追究することとした。さらに，第 4 章と第 5 章で取り上げてき

たマイクロラーニングによる eラーニングによって，研修内容の予習・復習を可能とし，学

習者の自律性を支えながら研修を進められるようにした。このように，マイクロラーニング
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と遠隔教育システムの両者を融合させた e ラーニングを実施することに至り，本事例を選

定した。 

 

3.3. 研究フィールドにおける筆者の立場及び研

究対象との関係  

   

 本節では，研修を実施したそれぞれの研究フィールドにおける筆者の立場及び研究対象

との関係について示す。 

第 4 章では，公立小学校 5 校の各学校単位で実施したプログラミングに関する校内研修

に参加した教員を対象に，筆者は研修講師という立場で関わった。各小学校の校長からの依

頼を受けた際に，対面による研修に加え，マイクロラーニングによる eラーニングを実施す

ることを提案し，全ての学校から同意が得られた。 

第 5章では，宮崎大学教職大学院の授業を受講する新入生の学生を対象に，筆者は情報メ

ディアに関する科目の授業を担当する教員という立場で関わった。マイクロラーニングに

よる eラーニングは授業の一環として実施した。 

第 6 章では，研修の依頼があった県内各地に点在する公立小中学校の教員と教職大学院

生の希望者を対象に，筆者は研修講師という立場で関わった。マイクロラーニングによる e

ラーニングと遠隔教育システムによる e ラーニングのどちらも実施して研修を受講しても

らうことを示し，全員がこれに同意した。 

 

3.4. データ収集とデータ処理，分析方法 

  

本節では，データ収集とデータ処理および分析方法について示す。 

本研究は，導入した eラーニングに対する評価とともに，学習者の実状を的確に把握し，

それぞれが抱えている問題意識やニーズに対し，如何に対応できるかが課題となる。そこで，

ID の ADIIE モデルによって研修全体を俯瞰して捉えていく。筆者は，いずれの事例におい

ても，研修の講師や授業担当者としての立場であるため，筆者の存在そのものが，収集する
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データに影響を与えないように注意する必要がある。一方で，第 4 章や第 6 章での学習者

は，いずれも研修受講の希望者である。したがって，筆者が研究フィールド内で，研究対象

者である学習者とのふれあい，関わり合いの中で研究を進めていくことが考えられる。そこ

で，データ収集の際には，質的な分析が加えられるように配慮する必要がある。以下に具体

的なデータの収集・処理，分析の方法について示す。 

 

3.4.1. データ収集 

データ収集の際には，筆者と研究対象者との間に距離を置きながら進めていく必要があ

る。そこで本研究では，いずれの事例においても質問紙調査を用いてデータを収集する。調

査は，構築したeラーニングに対する評価とともに研修システム全体を俯瞰してIDのADIIE

モデルで捉えるため，e ラーニング実施前と実施後に，学習者全員に実施する。選択肢によ

る単数回答法にて調査を行い，選択された数値を得点化して量的データとして扱う。また，

第 4 章と第 6 章においては，筆者が研究フィールド内で，研究対象者である学習者とのふ

れあい，関わり合いの中で研究を進めていくことが想定されるため，質的な分析が加えられ

るようにする。具体的には，研修実施後に研修全般に対する意見を把握するため，自由回答

欄を設けて統計的な方法では表明しきれなかった意見を自由に述べてもらい，得られた記

述内容を質的データとして取り扱う。 

 

(1) 第 4章の事例で収集したデータ 

第 4章で収集したデータは，5件法による事前・事後調査のデータと，自由記述によるデ

ータである（表 3-1）。事前・事後調査の質問項目は，各学校との事前打ち合わせと校長へ

のヒアリングをもとに，共通した課題として表出した事項に焦点化して作成するとともに，

研修を受講する教員に対する負担を抑えるため，質問項目の絞り込みを行って実施する。自

由記述では，5件法では伝えられない意見について自由に記述させる。 
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表 3-1 収集したデータ（第 4章の事例） 

対象 データ量 データの種類 データの内容 

A 小学校 10 名分 質問紙調査 

1)事前・事後調査 

 5 件法によるデータ 

2)自由記述のデータ 

1)事前打ち合わせ・校長へのヒアリング

で共通した課題として表出された4つの

カテゴリー（計 8問） 

2)「今回の研修を受けた感想を自由にお

書きください」に対する自由回答文 

B 小学校 7 名分 

C 小学校 9 名分 

D 小学校 8 名分 

E 小学校 24 名分 

質問紙調査（事前）：2019 年 12 月 24 日から 2020 年 2月 10 日の対面研修時に実施 

質問紙調査（事後）：対面研修から約 1カ月後（マイクロラーニング実施後）に実施 

 

(2) 第 5章の事例で収集したデータ 

第 5章の事例で収集したデータは，7件法による実態を把握するための授業の経験・準備

に関する事前調査のデータと，遠隔教育システムの活用に関する調査（事前調査，授業開始

1 か月後，マイクロラーニング実施後）それぞれで実施した 7 カテゴリー（計 25 問）によ

るデータである（表 3-2）。遠隔教育システムの活用に関する調査は，櫻井ほか（2011）の尺

度を参考に作成した。 

表 3-2 収集したデータ（第 5章の事例） 

対象 データ量 データの種類 データの内容 

教職大学 

院新入生 

25 名分 1)質問紙調査（事前のみ） 

（7件法によるデータ） 

実態を把握するための授

業の経験・準備に関する事

前調査（計 5問） 

2)質問紙調査 

（7件法によるデータ） 

・事前調査 

・授業開始 1か月後の調査 

・マイクロラーニング実施後の調査  

遠隔教育システムの活用

に関する調査（計 3回分） 

櫻井ほか（2011）の尺度を

参考に作成，7 カテゴリー

（計 25 問） 

質問紙調査 1)：2020 年 5月 1 日から 2020 年 5 月 7日で実施 

質問紙調査 2)：2020 年 6月 11 日から 2020 年 6月 18 日で実施 
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(3) 第 6章で収集したデータ 

第 6章の事例で収集したデータは，5件法による事前・事後調査のデータと，自由記述に

よるデータである（表 3-3）。 

表 3-3 収集したデータ（第 6章の事例） 

対象 データ量 データの種類 データの内容 

現職教員 21 名分 質問紙調査 

1)事前・事後調査 

 5 件法によるデータ 

2)自由記述のデータ 

1)研修内容に対する習得状況，6つの

カテゴリー（計 12問） 

2)研修の総括的評価，3つのカテゴリ

ー（計 13問） 

3)「最後に，本研修に関して何かござ

いましたらご記入ください」に対す

る自由回答文 

教職大学院

生 

8 名分 

質問紙調査（事前）：研修開始日（2021 年 7月 1日）の 1週間前までに実施 

質問紙調査（事後）：研修終了日（2021 年 7月 7日，一部の学習者は 7月 19日）に実施 

 

事前・事後調査の質問項目は，教育 ICT ガイドブック（総務省 2017）をもとにした研修

内容に対する習得状況 12 問と，研修の総括的評価 13 問の計 25 問とした。自由記述では，

5 件法では伝えられない意見について自由に記述させたものである。 

 

3.4.2. データ処理 

 本研究で収集されたデータのうち単数回答法で得られたデータについては，eラーニング

を実施する前と実施した後を比較するため，統計解析ソフト（IBM SPSS Statistics 27）を

用いて，統計的仮説検定の t 検定でデータ処理を行う（4章，5章，6章）。第 5章の事前調

査では，援用した櫻井ほか（2011）の ICT 活用態度尺度とは異なった認識を示している可能

性があるため，因子分析を行って，因子の抽出を試みる。本研究では，いずれの章の事例に

おいても，研修システム全体を俯瞰して捉える枠組みとしての ID の ADIIE モデルに基づく

評価を行うため，事前調査によって得られたデータを Analyze（分析する）の段階に位置付

けた上で，学習者のニーズや実態を把握する。そのうえで，研修内容の Design（設計する），

Develop（開発する）に創意工夫ができないかの検討を行うためのデータとして扱う。 
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第 4章と第 6章の自由回答によって得られた記述については，eラーニングに対する評価

を行う観点から，成果と課題が項目ごとに明確になるようにするため，記述内容の分類を行

う。なお，自由記述の分類の際には，共同研究者と合意形成を図り，客観性を担保する。 

 

3.4.3. 分析の視点 

 単数回答法で得られたデータについては，統計解析を行って，eラーニングのどのような

要素が結果に影響を及ぼしたのか，あるいは，足りなかった要素は何かといった視点で分析

する。また，自由記述の回答結果から得られた質的データについては，導入した eラーニン

グの内容や方法に対する評価について，議論を展開する。さらに，本研究では，研修の目的・

方法・評価についての一貫性について研修システム全体を俯瞰して捉える枠組みとして，ID

の ADIIE モデルを用い，考察する（図 3-4）。以下，具体的な視点を示す。 

 
 

 

図 3-4 本研究における ADDIE モデルによる分析の視点 

（Gagné ほか，2007 をもとに筆者作成） 
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研究を進める上では，はじめにそれぞれの事例において，事前に収集したデータについて，

研修実施前の調査結果を把握し，課題とされる点は何かなど，学習者が置かれている状況に

ついて分析 （Analyze）する。これらの課題の洗い出しを行って，研修を設計する上で必要

となる要件を整理する。次に，事前調査の分析結果をもとに，使用する教材や実施する内容，

方法など，学習者に供与する事項に検討を加えながら設計（Design）に必要な要件を確定す

る。続いて，得られたデータの分析結果から，マイクロラーニングの開発（Develop）を進

める。特に，事前に把握できた学習者の抱えている困り感や不安感などのネガティブな状況

を掌握し，学習者の研修に対するニーズを明らかにして，マイクロラーニングによる教材や

共有する資料を検討する。研修の実施（Implement）の際には，学習者の集中力の持続や双

方向のコミュニケーションにも配慮するとともに，効率的に研修を展開できるようする。こ

れらの研修全体を通して，学習者の自律性を支え，双方向的に関わるための研修となるため

の創意工夫を図りながら展開し，各章の事例で得られた知見から，プログラム全体の改善

点・問題点などを評価（Evaluate）する。また，自由記述によって得られたデータを成果と

課題を中心にカテゴリー化して質的データとしてまとめ，量的データでは導くことができ

ない視点を明白化して活かす。なお，評価（Evaluate）は，全てが終了した後の 1回限りで

はなく，図 3-4 に示すように，それぞれの段階ごとに実施していくこととする。したがっ

て，例えば，マイクロラーニングの内容に改善が必要であったり，資料の追加掲載が求めら

れたりした場合など，途中の段階で問題点が見出された場合は，必要に応じて設計・開発し

た内容の修正を行う。 
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第 4 章 プログラミング教育の対面研修

におけるマイクロラーニングによる 

e ラーニング1 
  

本章の事例では，プログラミング教育における教員の対面研修に対してマイクロラーニ

ングによる e ラーニングを導入した。本章は，導入した e ラーニングによる研修を ID の

ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，eラーニングを介した ICT 活

用研修において，学習者の自律性を支えるための研修の効果を示すことを目的とした。結果，

マイクロラーニングによる eラーニングによって，学習者は，基本的な知識の習得，授業構

想力，不安感の解消について有意な向上が見られるとともに，対面研修で実施した学習の学

び直しができる，必要な資料が互いに共有できる，繰り返しの視聴で自分のペースで効率的

に学ぶことができるなど，自律性を支えるための研修の効果を示すことができた。さらに波

及効果として，同僚性の形成を促すことができるなど，組織の成長につながる成果が示唆さ

れた。一方で，マイクロラーニングのコンテンツ内容の検討と閲覧履歴の把握に関する課題

が示された。以下に詳細を示す。 

 

序章で議論してきたように，教員の ICT 活用指導力の向上を目指すには，教員研修が重視

されてきたものの，ICT 活用指導力が伸び悩んでいる現状がある（文部科学省 2021）。OJT

による校内での ICT 活用研修も行われているが，校内での OJT による授業力形成に対する

課題があることや（大原・藤村 2022），学校で組織を牽引する人材が不在であるといった

調査結果（国立教育政策研究所 2022）からも，校内研修による支援体制は逼迫した状況で

あると捉えることができる。したがって，これらの課題に取り組むためには，校内での ICT

活用研修を支えるための具体的な方策が示される必要がある。また，1章 1節の教師教育分

                                                      

1 第 4 章は，小林博典・新地辰朗，「プログラミング教育における対面研修とマイクロラーニン

グを融合した教員研修の開発と効果の検証」，臨床教科教育学会誌，2021，第 20 巻，第２号，

pp.61-68 を加筆修正した。 

付記 本研究の一部は，科学研究費 基盤(C)(研究課題番号：17K01138)の助成を受けた。 
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野における課題として示したように，個々の教員の自律性を支えるために必要なリソース

がスムーズに提供できていない現状がある。校内での ICT 活用研修に，これらを効率的に届

けられる仕組みが必要であるとともに，教員にとって身近なものを使って，自身のニーズに

合わせながら，これらのリソースを利用できるようにすることが求められる。 

そこで本事例では，プログラミング教育の対面研修に，教員にとって身近なデバイスであ

るスマートフォンなどを用いて，動画教材を視聴しながら学ぶ機会を e ラーニングとして

提供することにより，教員の個別学習が促進されるのではないかと考え，マイクロラーニン

グによる eラーニングを導入した。本事例では，研修全体を IDの ADDIE モデルによるシス

テム的アプローチの枠組みから捉え，eラーニングを介した ICT 活用研修において，学習者

の自律性を支えるための研修の効果を明らかにする。 

 

4.1. 本章の課題と背景 

  

小学校プログラミング教育は，2020 年度から本格実施となっている。各自治体や学校に

おいては，これまで創意工夫を図った研修などが行われてきた。しかしながら，2022 年度

現在においてもなお，授業に対する不安感などが示されている。本節では，こうした課題と

背景について示すとともに，本章で取り上げるマイクロラーニングについて述べるととも

に，研究対象が抱えていた課題について示す。 

 

4.1.1. プログラミング教育におけるマイクロラー

ニング  

小学校で取り組まれているプログラミング教育については，「小学校プログラミング教育

の手引（第三版）」（文部科学省 2020d）を活用した研修が進められてきた。2022 年度現在

では，例えば，文部科学省が様々なコンテンツを集約した StuDX Style（スタディーエック

ススタイル）HP で更新され続けている実践事例などをもとにした校内研修が推進されてい

る（文部科学省 2022c）。 

プログラミング教育については，これまで，意識調査などをもとにした先行研究が行われ，
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研修の必要性に対する認識が示されてきた。黒田・森山（2018）は，プログラミング教育の

課題や教員研修に対する意識調査を行い，教員は，プログラミング教育に対する知識・理解

の不足を課題として掲げている一方で，モデル授業などの実践事例を通した教授法の習得

に対するニーズが高い傾向にあることを述べている。しかしながら，プログラミング教育は，

全面実施となって間もないことから，教員は，指導に対する不安感を未だに示している。西

川ほか（2021）は，プログラミング教育の懸案と不安がますます高まっていることから，継

続的な支援が必要であることを指摘している。中村ほか（2022）は，教員養成の学生の意識

調査の結果から，学生が抱くプログラミング教育に対する不安要因の分析を進めている。こ

のように，教員はプログラミング教育についての研修などの支援を得ることによって，指導

上の不安感解消に向けた体制を構築していく必要性が高まっているといえる。 

そこで，対面で実施するプログラミング教育の研修内容を補完できる方法として，動画教

材を用いることを検討した。動画教材を用いた研究として，高橋ほか（2016）は，製作学習

において，教員養成系学部に在籍する大学生の製作技能の定着や興味・関心を高めるための

開発を行い，小川ほか（2017）は，学生だけでなく，教職大学院の現職教員も対象として，

動画教材の作成と閲覧による学習モデルを構築している。一方で，これらは動画の閲覧に限

定した学習となっており，その他の資料を共有して，学習者がダウンロードできるような仕

組みまでには至っていない。また，プログラミング教育の展開には，教師自身が最低限の知

識やスキルを身に付けることから始める必要がある（中村ほか 2022）などの指摘がある。

教員が個別学習の中で自律性のもとに学びを深めるには，幅広く情報を得ることができる

仕組みが求められ，関係する資料のデータをいつでも共有できる学習方法が必要であると

考えることができる。 

以上の理由から，本章においては，マイクロラーニングによる eラーニングに着目する。

マイクロラーニングは，スマートフォンやタブレットなどの学習者にとって身近なデバイ

スを用いて，勤務時間の合間などの都合のよい時間を活用し，短い動画を閲覧しながら学ぶ

ことができ，必要となる資料や教材をデータとして共有できる。研修を受講する教員の個別

学習を支え続けていくといった観点から，研修資料のデータを活かす取組は研修の学びを

深め，教員相互の学び合いが広がる機会にもなり得ると考えることができる。したがって，

マイクロラーニングによる e ラーニングを実施することによって，学習者である教員の自

律性を支える方策としての成果を示すことが期待できる。 
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4.1.2. マイクロラーニングについての先行研究 

マイクロラーニングは，Theo Hug ほか（2005）によって提唱された学習の方法である。

Ilona Buchem ほか（2010）は，個々のニーズに応じたマイクロラーニングによるスモール

ステップとスモールユニットによる学習は，生涯学習の観点からも，継続的な専門能力の開

発をサポートするとしている。すなわち，分割された学習の積み重ねによる効果を示唆して

いる。企業教育に関する研究も展開されており，京谷（2018）は，企業で求められる知識に

ついて社員などが段階的に学ぶことができる点に，マイクロラーニングの有効性を述べて

いる。企業の社内研修においては，近年，フレックスタイムやテレワークの導入といった働

き方の多様化の中で，社員を集めて行う集合研修を見直す動きがある。このように，コンピ

ュータやインターネットなどの情報技術を活用した学習形態，いわゆる e ラーニングによ

る社員研修が実施されるようになり，マイクロラーニングの導入事例も増えている（eラー

ニングアワードフォーラム，2019）。また，趙ほか（2019）は，インターネット接続端末と

してのスマートフォンの活用（10～50 代）は，他の端末と比較して最も多い（総務省，2018）

ことから，これまでのパソコンを利用した e ラーニングからスマートフォンを利用した方

法への転換の必要性を述べている。  

しかしながら，マイクロラーニングについてのこれらの研究は，企業向けの開発が中心で

あり，教員研修へ活かされた事例は少ない。また，動画教材を活用した事例はこれまでにも

見られたが，関連した資料をアップロードしたり，ダウンロードさせたりして共有できる機

能についても，必ずしも備わっているとは限らない。とりわけ教員研修では，経験年数や専

門教科の違いから，課題や求めるニーズに違いもあるため，本格実施から間もないプログラ

ミング教育での研修では，その必要性が高いと考えられる。また，働き方改革の観点でも，

教員には，限られた時間内に実施できる，より効率的な学びが必要とされており，こうした

学習が展開できる時間や場所，使用できるデバイスなどにも配慮が求められている。そこで，

本章の研究では，対面研修を補完するためのマイクロラーニングによる e ラーニングの導

入を検討することとした。 

 

4.1.3. 研究対象の学校が抱えていた課題 

5 つの小学校では，プログラミング教育に対する指導方法に困難さを抱えていた。各学校
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の校長から，筆者に研修講師としての依頼があり，対面研修としてこれを受けることになっ

たが，困難さの状況からは，1回の訪問で改善を図ることは厳しいことが想定された。そこ

で，マイクロラーニングによる eラーニングを提案することに至った。 

それぞれの学校では，校内研修でプログラミング教育に関する学び合いを展開していた

が，授業改善にはつながっていないことが指摘されていた。管理職の事前の聞き取りから，

主な課題として次の 4点が示された（表 4-1）。 

表 4-1 研究対象の学校が抱えていた課題 

番号 事項 内容 

(1) 基本的な知識の習得 プログラミング教育に対する基本的な知識全般の習得

が十分でないこと。 

(2) 授業構想力 フローチャートなどコンピュータを用いない「アンプラ

グド・プログラミング」，スクラッチなどコンピュータ

を用いた「ビジュアル・プログラミング」，ロボットな

どを用いた「フィジカル・プログラミング」について，

具体的な授業を構想できないこと。 

(3) 期待感・意欲 研修意欲は高いと思われるが，組織としての継続が課題

であること。 

(4) 不安感 指導上の不安感が多くの職員から示されており，今後も

懸念されること。 

 本章の事例では，学校が抱えるこれらの課題を払拭できるようにするための研修への取

組が求められた。研修全体を ADDIE モデルから捉えていく観点から，(1)から(4)のそれぞれ

の課題を分析（Analyze）し，学校が抱える課題を解決するための具体的な研修の内容や方

法を設計・開発（Design・Develop）することが求められたので，これを踏まえて研修計画

を立てて臨むこととした。 

 

4.2. 本章の研究目的，実践概要と研究方法 

  

本節では，はじめに本章で行った研究の目的について述べ，次に，本章で取り扱った事例

の実践概要と研究方法について述べる。 
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4.2.1. 本章の研究目的 

本章の事例では，プログラミング教育における教員の対面研修に対してマイクロラーニ

ングによる e ラーニングを導入した。本章は，導入した e ラーニングによる研修を ID の

ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，eラーニングを介した ICT 活

用研修において，学習者の自律性を支えるための研修の効果を示すことを目的とした。 

 

4.2.2. 本章の実践概要 

宮崎県内4つの自治体にある5校の公立小学校教員 60名に対し，2019年 12月 24日（火）

から 2020 年 2月 10 日（月）の期間で，プログラミング教育についての体験型を中心とした

対面研修を実施した（図 4-1）。 

図 4-1 体験型の研修風景 

対面研修は，いずれも約 90 分間であった。基本的な研修の構成は次の通りとした。 

(1) プログラミング教育の導入背景や基本的な知識を中心とした講義。 

(2) 先進事例の紹介。 

(3) ノートパソコンまたはタブレットを実際に操作しながら行うビジュアル・プログラミ

ング体験として，スクラッチや，「動かしてみよう! 」for school（株式会社 アバロンテ

クノロジーズ），プログラミングスイッチ（株式会社 内田洋行）等を活用。 
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(4) 作成したプログラムをもとに，コンピュータ上でシミュレーションして動作確認。 

(5) フィジカル・プログラミング教材へプログラムを転送し，会場で実走させて確認。 

(6) 研修による学びの共有化と質疑応答。 

(7) マイクロラーニング実施方法についての説明。  

 なお，内容が多岐にわたるため，時間配分に留意し，(3)～(5)の体験活動に十分な時間を

確保するように努めた。また，研修時間内に困難さが見られた活動や，関連する資料の提示

が必要な事項については，マイクロラーニングでこれらを補完できるように留意した。 

 

続いて対面研修を実施したのちに，研修内容に関連した動画教材により，マイクロラーニ

ングを実施した。まず，閲覧方法について，各自に振り分けられた ID とパスワードを用い

てログインすることにより利用できることについて説明し，操作方法を確認した。図 4-2（左）

はスマートフォンによるログイン画面，図 4-2（右）はログイン後の実際のコンテンツの画

面の一例である。教員各々に個別に割り振られた ID とパスワードにより，セキュリティも

担保されている。 

 

図 4-2 スマートフォンによるログイン画面（左）とコンテンツの一例（右） 
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ログイン後は，コンテンツの一覧から，学びたい内容が直観的にわかるように，イラス

トや写真を活用した(図 4-3)。また，利用の際には，スマートフォンなどの身近なデバイ

スを活用して学べること（パソコンも可），学習者の都合のよい時間に学べること，短い

動画となっていることを伝え，気軽に取り組める内容であることを強調した。なお，配信

及び管理は，KIYO ラーニング株式会社の Air Course(エアコース）を利用した。 

 

 

図 4-3 コンテンツの一覧 

 

マイクロラーニングのコンテンツを作成する際には，対面研修を補完する個別学習であ

ることを見据え，関連資料をダウンロードして利用できるように配慮して行った。図 4-4 の

ように，コンテンツ内に，関連する資料をアップロードして，ニーズに応じて当該箇所（画

面の右下矢印）をタップ（クリック）することにより，ダウンロードを可能とした。その際，

スマートフォンをはじめ，どのデバイスを用いても閲覧が可能となるよう，ファイル形式に

配慮するとともに，動画と資料が別ウィンドウに表示されるようにして，動画を視聴しなが

ら資料を閲覧できるようにした。 
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対面研修と e ラーニングを実施するにあたっては，学習者が研修に継続的に取り組んで

いくことが重要である。戸田・益子（2006）は，集合型研修と eラーニングを組み合わせた

教員研修プログラムの効果的な要件の一つに，複数の研修形態間の内容の連続性確保を掲

げている。本章においても，マイクロラーニングが有意義な学びとなるように，対面研修に

おける体験活動と内容がリンクするように配慮するとともに，対面研修終了後にリクエス

トがあった内容に関し，ニーズに応じたコンテンツを増やしたり，ダウンロード教材として

加えたりするなど柔軟に対応できるようにした。また，コンテンツについては，5～7 分の

短い時間で視聴できるようにコンパクトな内容にまとめた。具体的なコンテンツの内容例

は以下の通りである。 

・対面研修で活用した導入背景等の資料の解説。 

・対面研修で実施したスクラッチなどのビジュアル・プログラミングの操作方法の解説。   

・教科の指導イメージを描く参考となる県内外の先進地域における実践事例の具体的な紹

介（図 4-5）。 

 

 

 

図 4-4 関連資料のアップロード（画面右下矢印） 
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図 4-5 実践事例を具体的に紹介 

 

 

4.2.3. 本章の研究の方法 

本章の研究対象者は，対面での研修（90 分間）とマイクロラーニングによる研修を受講

した宮崎県内公立小学校 5校の教員 60名（男性 24 名，女性 36名）であった。また，各学

校の調査日については下記の通りであった。 

2019 年 12 月 24 日（火）Ａ小学校 

12 月 25 日（水）Ｂ小学校 

2020 年 １月 21 日（火）Ｃ小学校 

1 月 22 日（水）Ｄ小学校 

2 月 10 日（月）Ｅ小学校 

上記の日程で，小学校 5 校を対象に，対面における研修を実施した。事前の質問紙調査

は，研修開始時に実施し，回収した。実施する研修は，対象となる 5校の課題解決を目指す

ために行うものである。そこで，質問紙調査に用いる尺度は，前節 3項で示したそれぞれの

学校が抱えていた課題そのものを基本的な軸として設計していくことにした。具体的には，

表 4-1 で示した 4 つのカテゴリーをもとに，「基本的な知識の習得」についての問い 2 問，

「授業構想力」についての問い 3 問，「期待感・意欲」についての問い 2問，「不安感」につ

いての問い 1問を作成し，計 8問とした。 
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一方，質的データによって研修全般に対する意見を把握し，分析に加えることにより考察

を行っていくことを想定し，自由回答欄を設けて，統計的な方法では表明しきれなかった意

見を自由に述べてもらうことにした。 

なお，質問紙調査は事前と事後を比較する必要性から記名式としたが，倫理的配慮から，

質問紙調査の冒頭に，研究の趣旨を説明するとともに，個人や学校名を特定した公表をしな

いことについて明記し，同意が得られた教員のみを研究の対象者とした。結果，研修を受講

した全ての教員から同意が得られた。 

次に，マイクロラーニングを実施し始めてから約 1 か月が経過した後に，事後質問紙調査

として，事前と同じ質問紙を用いるとともに，「今回の研修を受けた感想を自由にお書きく

ださい」の問いを自由記述欄として加えて調査を行った。 

実施した事前と事後の質問紙調査については，5件法（5．非常に高い，4．高い，3．どち

らでもない，2．低い，1．非常に低い）で行い，それぞれの尺度を 5点から 1点と得点化し

て，研修の効果を確認するため，統計解析ソフト SPSS Statistics 27.0 を用いて，対応の

ある t検定により平均値の差異を比較した。これらの分析結果について，水本・竹内（2008）

によると，ｐ値だけでなく，効果量 rにも着目することが重視されていることから，水本ら

が示す効果量の指標（各効果量の指標の目安（小，中，大）は，（.10，.30，.50）とする）

を参考にした分析を行った。 

さらに，事後調査の自由記述で得られた回答に対して，記述内容についての分類を次の手

順で進めた。はじめに，回答結果で示された内容が似ている事項を一つに集約して整理した。

次に，具体的な記述内容を箇条書きにして記した。これらの一連の作業を共同研究者にも同

様に実施してもらい，観点の違いやずれがないかを確認することによって客観性を担保し

た。 

 

4.2.4. ADDIE モデルに基づく検討 

本章に導入した eラーニングによる研修を IDの ADDIE モデルによるシステム的アプロー

チの枠組みから捉えるため，次の検討を行った。 

はじめに，各学校が抱えていた課題について整理し，研修方法に対する検討を行った。さ

らに，研修で実施する内容を分析（Analyze）するとともに，各学校の研修環境の状況を整

理した。 
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次に，分析結果をもとに，具体的なプログラミングの教材の選定を行い，活用する資料や

プレゼンテーション，研修を補完するためのマイクロラーニングに用いる動画教材を設計

（Design）した。続いて，選定したプログラミングの教材をもとに，難易度を変えたプログ

ラムの課題を開発（Develop）した。また，活用する資料やプレゼンテーションをもとに，

マイクロラーニングに用いる動画教材を作成し，資料等が自由にダウンロードできるよう

に教材をアップロードした。なお，撮影用の機材は，既存のデジタルビデオカメラを用い，

編集は日常使用しているパソコンで行った。 

 このようにして設計・開発した研修を，各対象校で実施（Implement）した。選定したプ

ログラミングの教材を持ち込み，開発したプログラムを実行させた。研修の中で，マイクロ

ラーニングの活用方法の説明を行い，学習の進め方について確認した。研修時間内に困難さ

が見られた活動や，関連する資料の提示が必要な事項については，マイクロラーニングでこ

れらを補完できるように留意した。なお，対面研修終了後にリクエストがあった内容に関し

ては，ニーズに応じてコンテンツを増やしたり，ダウンロード教材として加えたりするなど

柔軟に対応できるようにした。 

評価（Evaluate）については，全ての研修が終了した際の 1回限りではなく，それぞれの

段階ごとに実施し，中でも，マイクロラーニングの内容の修正は必要に応じて随時行えるよ

うにした。研修の最後には，研修の事前と事後の量的・質的データの分析を行って，本章に

おける研修全体，教材などの問題点について評価した。 

 

4.3. 本章の結果 

結果については，質問紙調査に対し，事前と事後の両方，あるいはどちらか一方が未回答

であった 2 名を除く，58 名分の回答を対象に分析した。研修の参加者を対象に実施した質

問紙調査の事前と事後について，対応のある t検定を行った（表 4-2）。結果，8項目中，6

項目にて有意差が認められた。また，事後の質問紙調査の自由記述から読み取れる対面研修

とマイクロラーニングによる研修それぞれの成果と課題に対する分類を試みた結果，表 4-

3 のようにまとめられた。 
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表 4-2 事前・事後の調査結果 

 

表 4-3 受講した教員のアンケートにおける自由記述の分類 

 

4.4. 本章の考察 

4.4.1 基本的な知識の習得に対する効果 

 「1．プログラミング教育導入の背景に対する知識がある（t(57) = -4.22, p < .001, M

事前 = 2.02, M 事後 = 2.52，r = .49）」，「2．プログラミング教育の実践事例についての知識

がある（t(57) = -4.97, p < .001, M 事前 = 1.74, M 事後 = 2.33，r = .55）」について，有

主な具体的内容

基礎・基本の習得 導入背景が理解できたこと，学習指導要領の内容について整理できたこと

体験による学び 具体的なプログラミングの操作ができたこと，実際に体験できたこと

楽しさの実感 興味関心を高める方法を習得できたこと，できる喜びを実感したこと

機器の環境整備 ICT機器が未整備なこと，プログラミングの教材が整備されていないこと

用語の難解さ カタカナ表記が難しい印象であること，用語を覚えきれないこと

指導への不安 実際の授業を一人でできるか心配，子どもたちへ説明できるか不安なこと

対面時の復習が可能 学び直しができたこと，用語集など必要資料のダウンロードができたこと

操作スキル向上 何度も繰り返し閲覧して学べたこと，結果としてスキルが上がったこと

苦手部分の克服 一時停止と再生を繰り返すことができること，自身のペースでできたこと

授業計画立案 授業の計画が難しいこと，年間計画の立案ができないこと

コンテンツ内容の充実 即実践につながる内容やニーズに合ったコンテンツに期待したいこと

マ

イ

ク

ロ

ラ

ー

ニ

ン

グ

成果

課題

事　項

対
面
研
修

成果

課題

M SD M SD

１．プログラミング教育導入の背景に対する知識がある． 58 2.02 0.91 2.52 0.90 *** .49

２．プログラミング教育の実践事例についての知識がある． 58 1.74 0.76 2.33 0.80 *** .55

３．コンピュータを用いないアンプラグド・プログラミングに

　　関する授業を構想することができる．
58 1.52 0.86 1.88 0.84 * .33

４．コンピュータを活用したビジュアル・プログラミング（ス

　　クラッチなど）に関する授業を構想することができる．
58 1.59 0.75 1.93 0.81 ** .41

５．ロボットや機械等を活用したフィジカル・プログラミング

　　に関する授業を構想することができる．
58 1.38 0.59 1.78 0.73 *** .48

６．プログラミング教育を推進することに期待感がある． 58 3.19 0.96 3.26 0.98 .08

７．プログラミング教育に関する研修への意欲がある． 58 3.36 1.07 3.43 1.01 .08

不安感
８．プログラミング教育を推進することに不安感がある．

     （逆転項目として補正）
58 1.74 0.89 2.03 0.94 * .18

r

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

基本的な

知識の習得

授業構想力

事項

期待感

意欲

事前 事後
p項目 N
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意差が認められ，事後の平均値が有意に大きく，いずれも大の効果量が認められた。 

この知見は，対面での研修の導入部分で，プログラミング教育の導入背景を中心に，実際

の授業を展開する上で必要となる基本的な知識に対して焦点を当てた講義を実施したこと

に加え，具体的な先進事例を写真や動画を交えながら紹介する講義を展開したことが要因

の一つとして挙げられる。また，マイクロラーニングのコンテンツには，実践事例を意図的

に掲載してわかりやすく解説を加えたり，必要と思われる資料をアップロードして，参加者

のニーズに応じて資料をダウンロードできるようにしたりして，対面による研修の講義内

容と関連付けた。さらに，「基本的な用語の解説がほしい」といった教員の要望に応じるた

め，オリジナルの用語集の掲載も試みた。質問紙調査の自由記述では，基礎・基本の習得や

対面時の復習，学び直しができたとの成果が記述されていた。このように，基本的な知識の

習得についての効果が確認された。 

 

4.4.2 授業構想力に対する効果 

「3．コンピュータを用いないアンプラグド・プログラミングに関する授業を構想するこ

とができる（t(57) = -2.66, p < .05, M 事前 = 1.52, M 事後 = 1.88，r = .33）」，「4．コン

ピュータを活用したビジュアル・プログラミング（スクラッチなど）に関する授業を構想す

ることができる（t(57) = -3.35, p < .01, M 事前 = 1.59, M 事後 = 1.93，r = .41）」，「5．

ロボットや機械等を活用したフィジカル・プログラミングに関する授業を構想することが

できる（t(57) = -4.17, p < .001, M 事前 = 1.38, M 事後 = 1.78，r = .48）」に有意差が認

められ，事後の平均値の方がいずれも有意に大きく，中から大の効果量が認められた。 

プログラミング教育の研修では，「実際に触れる」，「プログラミングする」，「作品を作る」

などの活動が，教員に受け入れやすいとされる研究結果がある（赤堀 2018）。本実践にお

いても，対面での研修内容が，コンピュータやタブレットを操作したり，プログラミングの

教材を使用したり，実際にロボットを走らせたりするなどの，具体的な授業イメージを持ち

やすい体験活動をベースとした研修内容であり，参加した教員も，自由記述の中で，楽しさ

を実感したなどの好意的なコメントを寄せていた。加えて，マイクロラーニングのコンテン

ツは，対面時の体験活動を補完する内容で構成されており，自由記述においても，オリジナ

ルの用語集（図 4-6）で難解な言葉についての理解も進めながら，マイクロラーニングで繰

り返し閲覧したり，自身のペースで復習したりできるといった，授業実践におけるスキル面
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の向上，苦手部分の克服への成果が示された。以上のように，授業構想力に対する効果が確

認できた。 

一方，自由記述を見ると，授業計画立案に対する困難さや，即実践につながるコンテンツ

の充実に対する要求が述べられていた。これらの知見は，授業構想力の向上には，さらなる

研修の積み重ねが必要であることや，対面時の研修内容，マイクロラーニングのコンテンツ

の内容に，さらなる工夫・改善が必要なことを示唆している。 

 

図 4-6 用語集の一部 

 

4.4.3 期待感・意欲に対する効果 

「6．プログラミング教育を推進することに期待感がある」，「7．プログラミング教育に関

する研修への意欲がある」については，有意差が認められなかった。期待感・意欲について

は，研修実施前から高い傾向にあり，事前の平均値も，その他の項目よりも高かった。中で

も，意欲は顕著に高い。赤堀（2018）は，小学校の教員は，プログラムを書くという経験は

少ないが，やってみたいという意欲は大きく，一方で，自信がある教員とない教員に分かれ

たことを調査結果から明らかにしている。本章の事例においても，意欲を自信に変換できる

ような手立ての必要性が実感された。 

 

4.4.4 不安感の解消に対する効果 

不安感についての質問紙調査の質問は，他の質問とは逆転項目の内容，すなわちネガティ

か行 キーコンピテンシー OECD が定めたこれからの時代を生きるために重要な能力。異質な集団で交流する力（対話力、協
働力、問題解決力）・自律的に活動する力（展望力、物語力、表現力）・相互作用的に道具を用いる
力（言語力、科学的思考力、テクノロジー活用力）の 3 つと、その核となる考える力。 

繰り返し 

（ループ） 

プログラムの基本概念の一つ。特定の条件を満たすまで同じ処理を繰り返
すこと。「繰り返し」を活用すればプログラムを短くまとめることができる。
例えば、黒板掃除をする際に、掃除の手順を考え、それができていれば次の
行程に進み、できていなければ前の行程に戻り、できるまで繰り返す作業
の流れが繰り返し(ループ)であり、右図のようにフローチャートに表して
可視化することができる。 

計測・制御 センサで計測した情報により、コンピュータのプログラムで電気を光らせたり、物を動かしたりす
ること。例えば、6 年生の理科では、室内の明るさを照度センサで計測し、電灯の ON/OFF を制御
して電気を効率的に活用できることなどを学習する。 

コード/ 

コーディング 

コンピュータへの命令（コマンド）のため、プログラミング言語で記述された文章を「コード」、
または「ソースコード」と呼ぶ。また、プログラミングのためにコードを記述することを「コーデ
ィング」と呼ぶ。 
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ブな質問項目だったので，比較する際にこれを補正する必要があると考え，（不安感が）非

常に低いを 5点，（不安感が）低いを 4点，どちらでもないを 3点（補正なし），（不安感が）

高いを 2点，（不安感が）非常に高いを 1点とした。結果，「8．プログラミング教育を推進

することに不安感がある（t(57) = -2.66, p < .05, M 事前 = 1.74, M 事後 = 2.03，r = .18）」

について有意差が認められ，事後の平均値の方が有意に大きく，効果量は小であった。 

一方，事後の質問紙調査の自由記述では，「実際にふれる機会があって良かったが，まだ

不安でいっぱい」「自分のリテラシーでどこまでいけるだろうか」「子どもたちへ手順を説明

できるか自信がない」といった不安感を述べる具体的な記述も示されていた。 

これらの知見から，本章におけるマイクロラーニングを活用した取組は，本格実施に向け

て，教員がスムーズに授業計画を立てることができるようになったか，あるいは，自信をも

ってプログラミング教育の授業実践に臨み，子どもたちの指導に当たることを可能とでき

たか，といった点においては，さらなる改善が必要であったと考えられる。教員の自律性を

支え， プログラミング教育に対する自信をさらに高めていけるように，一人一人の指導力

へ直接的な影響を及ぼすことができる内容の見直しが必要であることが分かった。 

 

4.4.5 自由記述の分類 

 事後の質問紙調査の自由記述から，表 4-2 のように，対面研修とマイクロラーニングによ

る研修それぞれの成果と課題をまとめることができた。対面研修では，基礎・基本の習得に

加え，体験による学びや楽しさを実感させるなどの成果を得ることができた。また，マイク

ロラーニングについては，対面時の復習が可能となる，対面時に行ったことを繰り返し学び，

操作スキルの向上につながる，一時停止と再生を繰り返すことで苦手部分の克服につなが

るなど，学習者の自律性を支え，各自のペースに応じた学びの獲得という点で成果を見出す

ことができた。さらに，教員のニーズに柔軟に対応し，難解なプログラミングに関する用語

集やその他必要と思われる資料のアップロードやダウンロードがいつでも可能となるなど，

マイクロラーニングの特性を活かした取組に対する成果も挙げられている。このように，対

面研修を補完するマイクロラーニングによる e ラーニングの特性を活かすことによって，

学習者の自律性を支えるための研修の効果を確認することができた。 
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4.5. 本章のまとめ 

 

本章の事例では，プログラミング教育における教員の対面研修に対してマイクロラーニ

ングによる e ラーニングを導入した。本章は，導入した e ラーニングによる研修を ID の

ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，eラーニングを介した ICT 活

用研修において，学習者の自律性を支えるための研修の効果を示すことを目的とした。研修

前後で行った質問紙調査結果を，対応のある t検定により，それぞれの項目について，平均

値の差異を比較して効果を確認するとともに，事後調査の自由記述から読み取れる成果と

課題についてまとめた。結果，マイクロラーニングによる e ラーニングによって，学習者

は，基本的な知識の習得，授業構想力，不安感の解消について有意な向上が見られるととも

に，対面研修で実施した学習の学び直しができる，必要な資料が互いに共有できる，繰り返

しの視聴で自分のペースで効率的に学ぶことができるなど，学習者の自律性を支えるため

の研修の効果を示すことができた。また波及効果として，研修の機会を活かすことにより，

集団としての同僚性の形成を促すことができるなど，組織の成長につながるといった成果

が示唆された。 

一方，次のふたつの課題が示された。ひとつめは，マイクロラーニングのコンテンツ内容

の検討についてである。対面における研修時では，プログラミング教育の実践が本格化する

一方で，教員にとって，これまでの経験が十分ではない状況下での具体的な授業を構想する

ことに課題が多く示された。中でも，期待感や意欲に有意差が見出せなかったこと，不安感

が依然として高いままであったことについては，さらなる検討が必要であった。例えば，身

近な生活に密着した内容として，「朝起きてから出勤するまでの行動」や「清掃の手順」に

ついて，付箋を用い，（もし～ならなどの）条件分岐に留意しながらフローチャートで考え

るといったような，コンピュータを使用しないアンプラグド・プログラミングを導入に用い

るなど，取り組みやすい話題にふれるような工夫も必要であった。より質の高い授業を構想

できる力を育むことに対し，直ぐに教員がチャレンジできる内容を盛り込みながら，教員の

指導力向上に対して直接的な影響を及ぼすことができるマイクロラーニングのコンテンツ

内容の検討が必要である。  

 ふたつめは，利用時間・回数の把握など，閲覧履歴を把握して評価する必要性があったこ

とである。学校においては，働き方改革が求められる中（文部科学省 2019e）で，計画さ
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れた時間外での研修時間を確保することは困難な状況があるが，マイクロラーニングは，こ

のように多忙を極める教員に対し，自分のペースで苦手部分を克服する機会を提供できる。

その際，どのように時間を確保できるかが課題となる。徳田ほか（2018）は，継続的なマイ

クロラーニングを進めるうえで，日常生活における有効な隙間時間の活用に着目している。

本章の事例で実施したマイクロラーニングが，どの時間帯に，何回実施されたのか，あるい

は，教員にとって有効な時間の活用であったのかなどの視点から，閲覧履歴に対する評価も

必要であったといえる。 

 

4.6. 本章の ADDIE モデルに対する評価 

 

本節では，第 4章の ADDIE モデルに対する評価を述べる。 

本章では，e ラーニングによる研修を ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの

枠組みから捉えたことにより，対象の学校が抱えていた課題の把握ができたことで，研修方

法やマイクロラーニングのコンテンツの内容に創意工夫を示すことができた。また，マイク

ロラーニングによる eラーニングは，OJT による校内での ICT 活用研修を支える方策の一つ

になり得ることがわかった。以下に詳細を示す。 

本章では，研修の目的や方法についての洗い出しとしての分析（Analyze）を丁寧に行う

必要があったため，各学校の管理職等から，研修の目標，教員のプログラミング教育ならび

に ICT 活用についての課題の聞き取りを行った。実際に，研修を行ってみると，教員個々の

操作技能のスキルの差が著しく，聞き取った情報との整合性に疑問を生じる場面があった。

そのため，各学校の代表からの聞き取りだけではなく，参加予定の教員一人一人から，現状

を確認できる情報を事前に得る必要があったと考えることができる。 

また，研修で実施する内容を検討する際に，各学校の研修環境の状況を整理したが，研修

会場の環境にも想定していた以上の課題があった。例えば，活用を想定していた Wi-Fi の通

信速度の遅延により，アプリケーションが思うように使用できないことや，プロジェクター

による投影画面が小さくて暗く，認識しづらいといった状況もあった。こうした実状から，

教材の選定では，環境面を十分に考慮する必要があった。  

選定したプログラミングの教材をもとに，難易度を変えたプログラムの課題を開発した

が，実際には，教員のスキル差が著しかったため，さらなる配慮が求められた。本研修では，
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活用する資料やプレゼンテーションをもとに，マイクロラーニングに用いる資料を改善す

ることにより，柔軟に対応することはできたが，事前の分析の段階から把握しておくことが

さらなる充実につながるのではないかといえる。 

 このように，対面研修において研修時間内に困難さが見られた活動や，関連する資料の提

示が必要な事項については，マイクロラーニングでこれらを補完できるようにした。また，

対面研修の状況や，その後のリクエストがあった内容に関しては，ニーズに応じたコンテン

ツを増やしたり，ダウンロード教材として加えたりした。このように，各段階の評価

（Evaluate）を随時行うことで，表出した課題を解決するための臨機応変な対応が可能とな

り，マイクロラーニングによる e ラーニングはこうした柔軟な対応に適していることが確

認された。 

 また，個別学習を促進させるように改善を図るための，設計（Design）と開発（Develop）

に取り組むことができた。結果，対面時の復習が可能となる，対面時に行ったことを繰り返

し学び，操作スキルの向上につながる，一時停止と再生を繰り返すことで苦手部分の克服に

つながるなど，教員の自律性を支える学びの提供を目指しながら，研修を実施（Implement）

することができたと考えることができる。 

さらに，参加した教員のニーズに合わせて，容易に資料をダウンロードできるようにする

など，マイクロラーニングによる eラーニングの特性を活かし，対面研修の支援だけでは困

難だった点に対する支援が実施（Implement）できた。このように，研修実施前の分析

（Analyze）での実態とのズレは生じたものの，教師教育分野における課題として示されて

いた，学習者の自律性を支えるために必要なリソースをマイクロラーニングによる e ラー

ニングによって設計（Design）し，プログラミング教育に対する効率的な学びの支援となる

ための開発（Develop）を行って，研修の効果を示すことができた。
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第 5 章 学びを止めない個別学習を 

促進するマイクロラーニングによる 

e ラーニング 

―新型コロナウイルス感染症対策時の教職大学

院新入生に対する取組から― 2 
 

本章の事例では，新型コロナウイルス感染症対策時に実施した遠隔授業にマイクロラー

ニングによる eラーニングを導入した。本章は，導入した eラーニングによる学習を IDの

ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，対面実施が困難な状況下での

e ラーニングを介した学習活動において，学習者の自律性を支えるための学習の効果を示す

ことを目的とした。 

結果，質問紙調査結果の因子分析から抽出された「操作・技能に対する自信」，「心情」，

「負担感・緊張感の緩和」，「関心・意欲」，「遠隔教育システムに対する期待感」，「学習環境」，

「研修」の 7 つの因子全てにおいて，マイクロラーニングによる e ラーニング実施後は遠

隔授業実施前と比較して有意な向上が確認された。中でも，「心情」，「負担感・緊張感の緩

和」，「遠隔教育システムに対する期待感」の 3つの因子については，遠隔授業開始から 1か

月後と比較しても，マイクロラーニングによる e ラーニング実施後はさらなる有意な向上

が確認されるといった効果を示すことができた。一方で，教員としての経験の違いについて

は考慮していないことや，教科教育・生徒指導の側面からの検討を行う必要もあるなどの課

題が示された。以下に詳細を示す。 

 

                                                      

2 第 5 章は，小林博典「遠隔授業で「教える側」の視点に立ったマイクロラーニングによる意

識の変化―新型コロナウイルス感染症対策時の教職大学院新入生に対する取組から―」，宮崎大

学教育学部紀要第 99 号，pp.19-30 を加筆修正した。 
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前章の第 4 章では，マイクロラーニングによる e ラーニングをプログラミング教育に関

する対面研修の補完として実施した。マイクロラーニングによる eラーニングは，対面研修

だけの支援では困難だった点に対する支援ができるなど，学習者の自律性を支えるための

具体的な方策になり得ることが示された。一方，第 4 章の事例は，あくまでも対面研修での

補完として実施した e ラーニングであったため，対面で参集することを前提としない方法

についての検証はできていなかった。 

こうした状況の中，2020 年初頭に発生した，新型コロナウイルス感染症の感染拡大とい

った未曽有の危機が世界中に広がり，e ラーニングの活用が早急に必要となる事態になり，

遠隔教育システムを活用する授業，すなわち遠隔授業（文部科学省 2018a）が始まるとい

った状況になった。一方，本章の研究の対象である教職大学院新入生は，将来的に，教員と

して遠隔授業で「教える側」に立つことが想定された。教員の ICT 活用指導力が伸び悩んで

いる実態から，遠隔教育システムによる授業実践についても，そのノウハウを習得させる必

要があった。そこで，これらの学習活動に対し，マイクロラーニングによる eラーニングを

導入して，学習者の自律性を支えるための学習の効果を示すこととした。 

 

5.1. 本章の課題と背景 

 

2020 年 4 月 7 日，政府の新型コロナウイルス感染症に対する緊急事態宣言が出されたこ

とを受け，遠隔授業の実施が求められた。本章はその対応時の事例を取り上げている。本節

では本章の課題と背景について示す。 

遠隔授業について，文部科学省は，2015 年度から 2017 年度にかけて実施された「人口減

少社会における ICT の活用による教育の質の維持向上に係る実証事業」や，「遠隔教育の推

進に向けた施策方針」（文部科学省 2018a）において，積極的な導入に向けた基本的な考え

方と効果を発揮するための基盤整備の重要性を示している。また，2019 年度から進められ

ている「学校 ICT 環境整備促進実証研究事業（遠隔教育システム導入実証研究事業）」（文部

科学省 2020c）において，KPI（重要業績評価指標）を設定し，2023 年度までに全ての学校

で遠隔教育システムを活用した教育，すなわち遠隔教育（文部科学省 2018a）の実施が可

能となるように整備することについて通知している。さらに，令和元年度補正予算により，

児童生徒１人１台の端末と各学校における高速大容量の通信ネットワークの一体的な整備
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による令和の新たな学びの姿である GIGA スクール構想が提唱され，教育現場における ICT

環境整備は加速化している。これらの環境を最大限に活かし，個別最適な学びを提供できる

実践力を有する教員の育成が急務となっている（文部科学省 2020e）。以上の背景から，教

員養成段階の学生らは，コロナ禍における遠隔授業の受講をとおして，遠隔授業のしかたを

学ぶ必要性があると捉えた。すなわち，遠隔授業を受ける「学習者体験」をしつつ，遠隔授

業における「指導法」を学ぶ機会であると考えたのである。そこで，動画教材による学習の

場の提供について検討することとした。 

大学内で取り組まれた動画教材を活用した実践でありながら，教員研修において汎用性

の高い研究がある。高橋ほか（2016）は，製作学習において，教員養成系学部に在籍する大

学生の製作技能の定着や興味・関心を高めるための動画教材を開発し，小川ほか（2017）は，

学生だけでなく，教職大学院の現職教員も対象として，動画教材の作成と閲覧による学習モ

デルを開発し，効果を検証している。しかしながら，これらの先行研究は，コロナ禍以前の

研究で，個別学習だけを想定しているものではない。コロナ禍というこれまで体験してこな

かった緊急事態宣言下における教育として，対面による対話的な学びに制限があることを

考慮すること，すなわち，個別学習に限定した動画教材の活用が必要であった。そこで，石

川（2019）や，小林・新地（2021）が行ったマイクロラーニングによる eラーニングに着目

した。マイクロラーニングは，Theo Hug ほか（2006）が提唱したもので，身近なデバイス

を活用し，学習者の都合のよい時間に，短時間で学ぶことができるため，近年，企業の職場

内研修にも採用されることがある学びのスタイルである。マイクロラーニングによる e ラ

ーニングは，学生自身が自分のスマートフォンなどで繰り返し何度でも自分のペースに合

わせて動画が閲覧できる。また，必要となる教材や資料をダウンロードして閲覧することが

できるため，個別学習を展開する学習者の自律性を支えることができるのではないかと思

い，これを採用した。 

 

5.2. 本章の研究目的と方法 

 

本節では，はじめに本章で行った研究目的について述べ，次に，本章で取り扱った事例の

研究方法について述べる。 
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5.2.1. 本章の研究目的 

本章では，新型コロナウイルス感染症対策時に実施した遠隔授業にマイクロラーニング

による e ラーニングを導入した。本章は，導入した e ラーニングによる学習を ID の ADDIE

モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，対面実施が困難な状況下での e ラ

ーニングを介した学習活動において，学習者の自律性を支えるための学習の効果を示すこ

とを目的とした。次項に実践の概要を示す。 

 

5.2.2. 本章の研究の方法 

(1) 研究対象と遠隔授業開始前の調査 

宮崎大学教育学研究科（以下，教職大学院と表記）１年生の前期必修科目「情報メディア

による実践的指導方法と課題」受講生を対象にした。教職大学院は，学部の新卒学生あるい

は既卒学生 16 名（以下，ストレート院生と表記）と，現職教員や現職管理職の学生 10 名

（以下，現職院生と表記）の計 26名が共に学んでいる。 

遠隔教育システム活用ガイドブック（内田洋行教育総合研究所 2020）を参考に，遠隔教

育システム，遠隔教育，遠隔授業などの用語の定義について説明を行い，2020 年 5 月 1 日

（金）～5月 7日（木）の期間で，遠隔教育システムによる遠隔授業開始前の質問紙調査を

実施した。 

 

(2) 調査の内容と分析の手法 

はじめに，学習者が e ラーニングを円滑に実施できるかどうかの環境を確認する必要が

あったため，遠隔教育システムによる授業の経験，家庭やアパート等における準備状況の実

態を把握するための調査を実施した。まず，授業を実施する様子を見たことがあるか，授業

を受けたことがあるか，遠隔教育システムについての知識があるかについての問い 3問と，

家庭やアパート等の通信環境とコンピュータの所有状況についての問い 2 問の計 5 問につ

いて調査を実施した。それぞれ 7 件法で行い，非常に当てはまるを 7 点，当てはまるを 6

点，やや当てはまるを 5点，どちらでもないを 4点，やや当てはまらないを 3点，当てはま

らないを 2点，全く当てはまらないを 1点と得点化し，平均値を求めて分析した。これらの

結果について，水本・竹内（2008）によると，ｐ値だけでなく，効果量 rにも着目すること
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が重視されていることから，水本らが示す効果量の指標（各効果量の指標の目安（小，中，

大）は，（.10，.30，.50）とする）を参考に分析した。  

次に，学習者の自律性についての分析を行うための調査として，本章の研究では，櫻井ほ

か（2011）の ICT 活用態度尺度にある「操作苦手意識」，「ICT 活用への関心・意欲」，「ICT

機器の教育効果に対する肯定的評価」に関する質問を参考にし，計 25 問の遠隔教育システ

ムの活用に関する調査を行った。調査は 7件法で行い，「遠隔教育システムによる授業の経

験や準備」と同様に得点化した。なお，本章での研究は，櫻井ほか（2011）の ICT 活用態度

尺度とは異なった認識を示している可能性がある。そこで，因子分析を行い，分類された因

子ごとに考察を行うこととした。実施した調査は，いずれも個人を特定できないよう留意す

ることや，個人の成績・評価に影響を与えないことを伝えるなど，倫理的側面には十分に配

慮した。 

さらに，授業開始から 1か月後にあたる 2020 年 6月 11 日（木）に，1か月後の時点にお

ける学生の意識を調査するため，「遠隔教育システムの活用に関する調査」（全 25 問）の 2

回目の質問紙調査を実施した。調査実施後，マイクロラーニングによる eラーニングについ

て，活用の方法や内容について説明した。 

 

(3) マイクロラーニングの実施と事後調査 

2020 年 6月 11 日（木）～6月 18 日（木）の 1週間をマイクロラーニングの実施期間とし

て定め，全ての対象者に実施させた。使用するデバイスや，実施する時間帯，閲覧の回数等

は各個人の判断に委ね，自由に選択できるようにし，学生個々のペースで個別学習が進めら

れるようにした。マイクロラーニングの内容については，対面での対応ができないため，配

慮を要した。動画と演習の組み合わせは，実践力を高める効果があるとした研究がある。北

澤・森本（2014）は，模擬授業の動画を相互評価させる授業実践を行い，対面では得られな

かった新たな気づきが促進される可能性を示している。文部科学省（2020f）は，教職課程

における教師の ICT 活用指導力充実に向け，動画コンテンツの視聴と演習を組み合わせた

授業の設計による実践的な学修を求めている。しかしながら，本事例では，コロナ禍にあり，

これまで教員養成で実践してきたような学生相互の交流や対話，演習といった活動に制限

があった。そこで，マイクロラーニングによる個別学習が推進されるようにするため，次に

示すように，コンテンツの内容を工夫して設計した。まず，遠隔授業開始前の事前調査結果

を参考に，遠隔教育システムの活用に関する動画教材を 5本作成した。それぞれ，プレゼン
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テーション画面を電子黒板上に投影し，理解を促進できるよう，画面に書き込みを行いなが

ら説明を行った。図 5-1 は，教材の一例である。 

 

 

図 5-１ マイクロラーニングによる eラーニングの教材例 

 

 

次に，「短時間で学ぶ」ことができるよう，要点をまとめて，最大でも 8分程度の動画に

なるように努めた。なお，各マイクロラーニングの内容と，「教える側」としての視点につ

いては，①～⑤のとおりである。 

① 遠隔授業を受講する上での注意事項の説明。 

・肖像権，著作権を含めた児童生徒へ指導する際の留意事項の把握。  

・「遠隔教育システム活用ガイドブック」にある学校での接続形態や実践事例の把握。 

 

② 遠隔教育システムを活用してこれまで実践されてきた事例の紹介。 

・様々な人々とのつながりや教科等の学びを深める方法に対する理解。 

・個々の児童生徒に応じた対応への理解。 

・高等学校等における単位認定など，制度に対する理解。 

・遠隔教育に必要となる ICT 機器の整理。 
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③ 遠隔教育システムの利用に関する効果についての説明。 

・県内の教員研修における時間の効率化，出張旅費の削減などの身近な取組事例の考察。 

・児童生徒が相手意識をもって交流する活動，考えを広げ深める活動に対する考察。 

・児童生徒のコミュニケーション能力の育成に対する効果の検証。 

 

④ 授業者側の準備物と配慮事項についての説明。 

・授業者側から観た接続の様子，授業者が利用する機材とレイアウトに対する理解。 

・双方向の授業に向けた留意事項の習得。 

 

⑤ 遠隔授業を実施する際に使用するソフトの設定のしかたの説明。 

・ミーティングのスケジューリングの設定とセキュリティへの対応に対する理解。 

・チャット機能，画面共有について，授業を行う前の設定や活用方法に対する理解。 

  

これらのマイクロラーニングによる学習が全て終了した時点で，マイクロラーニング実

施後の遠隔教育システムの活用態度を把握するため，「遠隔教育システムの活用に関する調

査」（全 25問）への回答を促した。 

なお，マイクロラーニングを実施する上では次の点に配慮した。まず，動画教材で利用し

たプレゼンテーションは，PDF ファイルに加工し，学生がダウンロードして利用できるよう

にした。また，「教える側」の視点に立って解説を行っていることや，必要に応じて一時停

止したり，繰り返したりして，自身のペースでマイクロラーニングが実施できるように工夫

していることについて説明した。次に，自宅の通信環境に課題がある学生に対する柔軟な対

応を行うため，講義棟の一部利用が可能となることを周知し，実際に利用する学生の姿が見

られた（図 5-2）。 
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図 5-2 学内でマイクロラーニングによる eラーニングを受講する学生の様子 

 

5.2.3. ADDIE モデルに基づく検討 

本章に導入した学習を IDの ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え

るため，次の検討を行った。 

 はじめに，遠隔授業が本格実施になる直前の 2020 年 5 月 1 日より，質問紙調査にて，ま

ずは，遠隔教育システムによる授業の経験や，家庭やアパート等における準備状況などの実

態を把握した。授業開始前に結果を掌握することができたため，準備状況が思うように進ん

でいないことが確認できた学生には，個別の連絡を取るなど，円滑なスタートになるように

対応した。次に，遠隔教育システムの活用に関する調査結果をもとに因子分析を行って，因

子の抽出を試みた。マイクロラーニングの動画教材を作成するにあたっては，抽出された因

子と遠隔授業開始前の実態を把握して，マイクラーニングの設計を行い，教員として「教え

る側」の学びとして必要な要件を洗い出した。さらに，学習を進める上で予想される困難さ

や苦手と思われる要件に対してどのような学びが必要であるかなどの分析（Analyze）を行

った。 

 次に，教員として「教える側」としての学習につなげられるようにするため，電子黒板上

で書き込みを行いながらアプリケーションの操作を具体的に示し，理解が深まるようにマ

イクロラーニングに用いる動画教材を設計（Design）した。 
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 続いて，動画教材をマイクロラーニングによる eラーニングとして実施できるようにし，

必要となる教材や資料をダウンロードして利用できるように開発（Develop）を進めた。動

画の作成にあたっては，学習者の集中力が持続できる e ラーニングとなるように短時間の

動画にまとめ，プレゼンテーションにも写真などを豊富に盛り込んで，わかりやすい解説が

行えるように努めた。また，撮影用の機材は，第 4章と同様に，家庭用のデジタルビデオカ

メラを用い，編集は日常使用しているパソコンで行った。第 4章の際には，講師の声がやや

聞き取りにくい部分があったため，ワイヤレスマイクを活用するなどの改善を図った。 

 続いて，身近なデバイスを活用し，いつでも気軽に研修を受講できるといった学習者のニ

ーズを満たす方法でマイクロラーニングを実施（Implement）させるため，データを圧縮す

るなどの配慮を行い，動画教材とともに関連する資料のデータをアップロードして共有し

たり，必要に応じて差し替えたりして資料の充実を図った。 

評価（Evaluate）については，全ての学習が終了した際の 1回限りではなく，それぞれの

段階ごとに実施し，中でも，マイクロラーニングの内容の修正は必要に応じて随時行えるよ

うにした。質問紙調査結果は，多重比較するとともに，箱ひげ図を用いて得られた情報を可

視化してまとめ，活動全体を評価できる指標とした。 

 

5.3. 本章の結果と考察 

5.3.1. e ラーニング実施前の調査結果と考察 

本事例では，マイクロラーニングによる e ラーニングが円滑に実施できるかどうかの環

境を確認する必要があった。そこで，遠隔教育システムによる授業の経験や，家庭やアパー

ト等における準備状況などの実態を把握するため，遠隔授業開始前の事前調査として質問

紙調査を実施した（表 5-1）。結果，経験や知識についての質問（質問 1～3）について，「非

常に当てはまる」，「当てはまる」，「やや当てはまる」のいずれかを回答した学生は約 32%で

あった。また，通信環境やコンピュータの所有に関する質問（質問 4と 5）については，「非

常に当てはまる」，「当てはまる」，「やや当てはまる」のいずれかを回答した学生は約 81%と

なっており，通信環境の整備，コンピュータの所有の状況は高い傾向を示しており，どちら

も効果量は大であった。これらの結果から，遠隔教育システムによる授業を受講するための

通信環境の整備や，コンピュータの所有などの準備は概ね整っていることが確認できた。学
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習者は，入学時からコンピュータの必携化を求めており，推奨されているコンピュータには

Web カメラが附属している。また，入学前から電子メールの活用や LMS の活用経験があるこ

となども準備状況が高かった要因として考えられる。 

一方，準備が進んでいなかった状況を個別に調査したところ，コロナ禍のために 5月にな

ってもコンピュータの納品が済んでいない学生がいた。また，コンピュータは所有している

ものの，既にアップデートのサービスが終了した Windows７などのバージョンが古い OS を

使用していたり，インターネットの利用は可能であるものの，通信量に制限がかかるネット

ワーク回線を使用していたりするなどの問題点が明らかになった。これらの学生に対して

は，直ちに代替機のコンピュータを貸し出したり，大学の Wi-Fi を使用した受講ができるよ

う，教室の一部開放を周知したりするなど，個別のサポートによって円滑な受講を支援した。

これらの状況から，eラーニング開始前の環境構築に対する調査の重要性と個別の問題点へ

の対処が必要であることが明らかになった。 

 

 

表 5-１ 遠隔教育システムによる授業の経験や準備に関する事前調査結果（N = 26） 

M SD p r

1
遠隔教育システムで授業を実施する様子を見
たことがある

3.62 2.17 n.s. .18

2 遠隔教育システムで授業を受けた経験がある 2.85 2.19 * .47

3 遠隔教育システムについての知識がある 3.04 1.54 ** .54

4
自宅（アパート等の生活拠点）は遠隔教育シ
ステムを利用するための通信環境が整ってい
る

5.27 1.54 *** .64

5
遠隔教育システムを利用できるコンピュータ
を所有している

5.65 1.29 *** .79

質問項目

経
験

準
備

 

*p < .05, **p < .01, ***p < .001   
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5.3.2. 遠隔教育システムの活用に関する調査の因

子分析 

遠隔教育システムの活用に関する調査は，櫻井ほか（2011）の ICT 活用態度尺度にある

「操作苦手意識」，「ICT 活用への関心・意欲」，「ICT 機器の教育効果に対する肯定的評価」

に関する質問を参考にして，計 25問の独自の質問紙調査を実施した。しかしながら，櫻井

ほか（2011）の ICT 活用態度尺度とは異なった認識を示している可能性があるため，因子分

析を行った。因子の抽出の方法として，最尤法，プロマックス回転を用いるとともに，因子

数の決定基準は固有値 1以上としたところ，7つの因子が抽出された（表 5-2）。なお，因子

分析の結果，7因子が抽出され，櫻井ほか（2011）の抽出結果とは異なっていたため，抽出

された 7因子それぞれについて考察することとした。  

 

因子 1，2，3は，ICT 活用態度尺度の「操作苦手意識」に関する質問項目に関する項目が

抽出された。このうち，因子 1は，遠隔教育システムの操作や技能の習得に関する項目に絞

られていたため「操作・技能に対する自信」とした。また，因子 2は，心情面の項目に絞ら

れていたため「心情」とし，因子 3は，「ストレスや負担感を感じさせないこと」に関する

項目に絞られたため「負担感・緊張感の緩和」とした。 

因子 4,5 は，ICT 活用態度尺度の「ICT 活用への関心・意欲」と，「ICT 機器の教育効果に

対する肯定的評価」に関する質問項目に関する項目が抽出された。因子 4は，遠隔教育シス

テムに対する関心や，遠隔授業実施に対する意欲に絞られていたため，「関心・意欲」とし

た。因子 5は，具体的な授業実施場面をイメージした項目に絞られ，児童生徒の集中力やわ

かりやすさ，授業中のふれあいをはじめ，授業を構想する力や実践する力の向上に対する期

待感についての項目となったので，「遠隔教育システムに対する期待感」と命名して分析す

ることとした。 
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F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7

2 遠隔教育システムを使いこなせる自信がある .942 .187 .242 -.138 -.191 .103 -.370

1 遠隔教育システムの操作は簡単である .911 .220 .469 -.060 -.253 .130 -.397

3
遠隔教育システムを使っている間に起こるト
ラブルへの対処は簡単だ

.796 -.141 .201 -.239 .010 -.336 -.273

5
遠隔教育システムを使った授業を受けること
は楽しい

.146 .991 .236 .342 .138 .207 -.172

4
遠隔教育システムを使った授業を受けること
が好きだ

.032 .886 .024 .322 .283 .120 -.185

7
授業で遠隔教育システムを使うことにストレ
スを感じない

.326 .272 .920 .166 .132 .204 -.254

6
遠隔教育システムを使った授業の受講は緊張
しない

.557 .089 .864 -.146 -.051 -.171 -.338

8
教師は，遠隔教育システムを使った授業準備
に時間は多くかからない

-.055 .035 .432 .085 .316 .125 .003

11
遠隔教育システム利用に関する研修会に参加
したい

-.318 .251 -.001 .937 .163 -.026 .393

9
遠隔教育システムを利用した授業に興味があ
る

.059 .322 .070 .811 .146 .486 -.120

10
遠隔教育システムを取り入れた授業をしてみ
たい

-.018 .461 .105 .575 .304 .565 .013

16
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
の意欲を高められる

-.272 -.005 .087 .211 .869 .039 .352

17
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
の集中力を高められる

.046 .135 .187 .001 .834 .389 -.040

19
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
の考える場面が増える

-.101 .196 .261 .202 .806 .370 -.012

15
教師は，遠隔教育システムを利用すること
で，自分の弱点を補うことができる

-.119 .043 -.140 .108 .781 .247 .263

12
遠隔教育システムを利用することで，教師の
指導力が高まる

-.003 .304 .016 .141 .771 .625 .024

18
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
はわかりやすくなる

.055 .402 -.200 .238 .765 .422 -.065

14
教師は，遠隔教育システムを使うことで，授
業のねらいを達成できる

-.138 -.118 .025 .147 .750 .575 .100

21
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
とのふれあいを高められる

-.271 .180 .260 .165 .700 .184 -.034

20
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒
は内容の議論を深められる

-.202 .366 .091 .424 .691 .046 -.005

13
教師は，遠隔教育システムを使うことで，今
までできなかった授業を実現できる

-.125 .108 -.077 .211 .488 .090 .337

23
学校は，遠隔教育システムを使えるように環
境を整えるべきである

-.263 -.068 -.165 .214 .610 .653 .474

22
教師は，授業で遠隔教育システムを使った方
がいい

-.045 .061 -.141 .302 .324 .607 -.014

25
学校は，遠隔教育システムを利用する機会を
増やした方がいい

-.041 .092 .090 .059 .147 .559 .169

24
学校は，遠隔教育システムを使えるように研
修を充実すべきである

-.368 -.075 -.232 .267 .306 .381 .901

因子抽出法: 最尤法 回転法: Kaiser の正規化を伴うプロマックス法

F1操作・技能に対する自信，F2心情，F3負担感・緊張感の緩和，F4関心・意欲

F5遠隔教育システムに対する期待感，F6学習環境，F7研修

心情

表２　因子分析の結果

因子 質問項目
因子

操作・技能
に対する自

信

負担感・緊
張感の緩和

関心・意欲

遠隔教育シ
ステムに対
する期待感

学習
環境

研修

 

表 5-2 因子分析の結果 
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因子 6,7 は，ICT の学校における学習環境の整備や教員研修に関する項目が抽出され

た。これらは，授業開始前からいずれも有意に高い傾向を示しており，変化があまり見ら

れなかったことから，因子 6を「学習環境」，因子 7 を「研修」と命名し，全体的な傾向

についてまとめた。 

なお，抽出された各因子についての信頼性を分析した。結果（操作・技能に対する自信

α=.889，心情α=.924，負担感・緊張感の緩和α=.659，関心・意欲α=.634，遠隔教育

システムに対する期待感α=.895，学習環境α=.531），いずれも本尺度の内的整合性が認

められた。 

 

5.3.3. 遠隔授業開始 1 か月後とマイクロラーニン

グ実施後における質問紙調査結果の分析  

「遠隔教育システムの活用に関する調査」として，質問紙調査を計 3 回実施した（調査

1：遠隔授業開始前，調査 2：遠隔授業開始 1か月後，調査 3：マイクロラーニング実施後で

実施した）。 

まず，質問項目ごとに，記述統計で，平均値や標準偏差を確認した（表 5-3）。次に，因子

分析によって抽出したカテゴリーごとの得点を合計し，平均値を算出し，Tukey-Kramer の

HSD 検定により，平均値の差を多重比較（表 5-4～5-9）するとともに，視覚的な要約と比較

を行うため，箱ひげ図を作成（図 5-3～5-8）して分析を行った。 
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M SD M SD M SD

1 遠隔教育システムの操作は簡単である 3.72 1.34 4.72 1.40 5.24 0.83

2 遠隔教育システムを使いこなせる自信がある 3.44 1.66 4.28 1.34 5.12 0.72

3
遠隔教育システムを使っている間に起こるトラブ
ルへの対処は簡単だ

2.68 1.28 3.48 1.30 3.84 1.25

4
遠隔教育システムを使った授業を受けることが好
きだ

3.84 1.14 4.76 1.27 5.64 0.86

5
遠隔教育システムを使った授業を受けることは楽
しい

3.92 1.15 4.72 1.10 5.52 1.12

6
遠隔教育システムを使った授業の受講は緊張しな
い

3.44 1.56 4.08 1.15 5.20 1.47

7
授業で遠隔教育システムを使うことにストレスを
感じない

3.64 1.71 4.12 1.42 5.12 1.62

8
教師は，遠隔教育システムを使った授業準備に時
間は多くかからない

3.00 1.44 3.40 1.38 4.44 1.16

9 遠隔教育システムを利用した授業に興味がある 5.24 0.93 5.48 0.92 6.08 0.70

10 遠隔教育システムを取り入れた授業をしてみたい 4.44 1.33 5.32 1.25 5.80 0.96

11
遠隔教育システム利用に関する研修会に参加した
い

5.20 1.44 5.80 0.91 6.04 0.84

12
遠隔教育システムを利用することで，教師の指導
力が高まる

3.96 0.89 5.00 1.16 5.36 1.11

13
教師は，遠隔教育システムを使うことで，今まで
できなかった授業を実現できる

4.88 1.36 5.48 1.30 6.36 0.81

14
教師は，遠隔教育システムを使うことで，授業の
ねらいを達成できる

3.84 1.07 4.92 1.04 5.16 1.21

15
教師は，遠隔教育システムを利用することで，自
分の弱点を補うことができる

4.04 1.34 4.96 1.24 5.36 1.38

16
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒の意
欲を高められる

4.24 1.42 5.28 1.02 5.80 1.04

17
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒の集
中力を高められる

3.80 1.26 4.80 1.19 5.32 1.28

18
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒はわ
かりやすくなる

4.08 1.08 4.72 1.28 5.56 1.04

19
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒の考
える場面が増える

3.96 1.27 5.00 1.19 5.28 1.28

20
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒は内
容の議論を深められる

3.92 1.26 4.52 1.19 5.28 1.28

21
遠隔教育システムを使った授業で，児童生徒との
ふれあいを高められる

3.40 1.44 4.40 1.53 4.68 1.60

22
教師は，授業で遠隔教育システムを使った方がい
い

4.12 1.05 4.88 1.05 5.12 1.09

23
学校は，遠隔教育システムを使えるように環境を
整えるべきである

5.88 0.97 6.28 0.61 6.32 0.95

24
学校は，遠隔教育システムを利用する機会を増や
した方がいい

5.04 1.10 5.92 0.86 6.12 0.78

25
学校は，遠隔教育システムを使えるように研修を
充実すべきである

6.04 0.89 6.36 0.64 6.52 0.65研修

操作・
技能に
対する
自信

心情

負担感･
緊張感
の緩和

関心
意欲

遠隔教
育シス
テムに
対する
期待感

学習
環境

表３　遠隔教育システム活用に関する調査

因子 質問項目

調査１
遠隔授業
開始前

調査２
遠隔授業開始

1か月後

調査3
マイクロラーニング

実施後

 

 

  

表 5-3 遠隔教育システム活用に関する調査（N = 25） 
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(1) 「操作・技能に対する自信」 

因子 1の「操作・技能に対する自信」について，平均値の差を多重比較した。結果，調査

1 と 2及び，調査 1と 3のいずれにおいても有意差が認められ，事後の平均値が有意に大き

いことが分かった（表 5-4）。さらに，マイクロラーニング実施後は，最小値や第 1 四分位

点が上がり，データのばらつきが小さくなった（図 5-3）。 

因子 1 の各質問項目別の結果では，いずれも遠隔授業開始 1 か月後，マイクロラーニン

グ実施後と，平均値が徐々に上がっている様子が確認された。マイクロラーニングの内容と

して，授業者側の準備物と配慮事項，接続の様子，授業者が利用すべき機材とレイアウトな

どを説明した。また，ミーティングのスケジューリングや画面共有，チャット機能の設定方

法などを説明した。このように，遠隔授業の学習者としての経験だけでは得られない「教え

る側」としての操作・技能の習得につながる教材をマイクロラーニングとして与えていたこ

とが，平均値の有意な向上となったのではないかと推察する。しかし，「トラブルへの対処

は簡単だ」に関しては，「全く当てはまらない」～「やや当てはまらない」の否定的な回答

が 48%と約半数を占めていたことから，予想されるトラブルへの対処法などの説明を，マイ

クロラーニングの動画教材で例示するなどの工夫が必要であることが分かった。一方で，具

体的にどのようなトラブルが発生したかなどの追跡調査が必要であったが，十分な把握ま

でには至らなかった。 

アンケー
ト調査 M   SD

1 3.28 1.29
2 4.16 1.18

3 4.73 0.81

(I) (J)

2 -0.88 *

3 -1.45 ***

2 3 -0.57
*p <.05 , ***p <.001 図5-3　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

TukeyHSD
1

25

「操作・技能に対する自信」

表5-4　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

得
点

アンケート調査
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(2) 「心情」 

因子 2の「心情」について，平均値の差を多重比較した。結果，調査 1と 2，1と 3，2と

3 の全てに有意差が認められ，マイクロラーニングによって，遠隔授業への「心情」が高ま

ったことが示された（表 5-5）。さらに，マイクロラーニング実施後は，最小値や第 1 四分

位点が上がっており（図 5-4），「心情」の値が低い受講生への効果が高くなっている。 

因子 2 の各質問項目別では，遠隔授業開始前の平均値と比較すると，遠隔授業開始 1 か

月後，マイクロラーニング実施後と向上しており，マイクロラーニング後は，「全く当ては

まらない」～「やや当てはまらない」の回答者は 2%に過ぎなかったことからも，授業を好

意的に受講できるようになったことが確認された。マイクロラーニングの中で，学校におけ

る実践事例を紹介する際に，活動の様子について写真などを用いたり，図表などを示したり

して，視覚的にわかりやすく解説したことも要因ではないのかと推察する。 

 

アンケー
ト調査 M   SD

1 3.88 1.10
2 4.74 1.08

3 5.58 0.93

(I) (J)

2 -0.86 *

3 -1.70 ***

2 3 -0.84 *
*p <.05 ,  ***p <.001 図5-4　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

TukeyHSD
1

25

「心情」

表5-5　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

得
点

アンケート調査
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(3) 「負担感・緊張感の緩和」 

因子 3の「負担感・緊張感の緩和」について，平均値の差を多重比較した。結果，調査 1

と 3及び 2と 3において，有意差が認められ，マイクロラーニングにより，遠隔授業に対す

る負担感・緊張感が緩和されたことが示された（表 5-6）。マイクロラーニング実施後は，

箱ひげ図から，第 1および第 2四分位点ともに上がっていることがわかる（図 5-5）。 

因子 3 の各質問項目別では，調査 2 と 3 の間で平均値が有意に向上しており，マイクロ

ラーニングによる学習効果が示唆された。コンテンツの内容に，遠隔授業を実施する上での

準備物を具体的に整理して示したり，遠隔授業で様々な人とのつながりや円滑なコミュニ

ケーションを可能とした実践事例を示したりしたことが影響しているのではないかと考え

られる。 

 

アンケート
調査 M   SD

1 4.11 1.11
2 4.56 0.91

3 5.47 1.05

(I) (J)

2 -0.45

3 -1.36 ***

2 3 -0.91 **
 **p <.01 , ***p <.001 図5-5　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

TukeyHSD
1

25

「負担感・緊張感」

表5-6　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

得
点

アンケート調査

 

 

  



第 5章 

104 

 

(4) 「関心・意欲」 

因子 4の「関心・意欲」について，平均値の差を多重比較した。結果，調査 1と 2，1と

3 において有意差が認められ，事後の平均値が有意に大きいことが分かった（表 5-7）。 

箱ひげ図から，調査 1 と 2 の間で，第 1 および第 2 四分位点が上がっていることがわか

るが，調査 2と 3の間では，最小値が上がった以外には，大きな差が見られない（図 5-6）。 

因子 4の各質問項目別では，授業開始前から平均値が高い傾向にあったが，遠隔授業を受

講する経験を重ねるごとに，遠隔教育システムに対する関心が高まり，実践に対する意欲が

向上することが確認できた。 

 

アンケート
調査 M   SD

1 4.59 0.97
2 5.33 0.92

3 5.65 0.80

(I) (J)

2 -0.75 *

3 -1.07 ***

2 3 -0.32
*p <.05 ,  ***p <.001 図5-6　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

TukeyHSD
1

25

「関心・意欲」

表5-7　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

得
点

アンケート調査
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(5) 「遠隔教育システムに対する期待感」 

因子 5の「遠隔教育システムに対する期待感」について，平均値の差を多重比較した。結

果，調査 1と 2，1と 3，2と 3の全てにおいて有意差が認められ，マイクロラーニングによ

って，遠隔教育システムに対する期待感が高まったことが示された（表 5-8）。また，授業

開始前に「全く当てはまらない」～「やや当てはまらない」の否定的な回答として点在して

いた外れ値が，マイクロラーニング実施後は約 20％から約 8％へ減少し，収束しながら向上

する様子（図 5-7）も見られた。 

因子 5 の各質問項目別では，全ての質問に対して遠隔授業開始 1 か月後，マイクロラー

ニング実施後と，平均値が徐々に上がっている様子が見られた。マイクロラーニングでは，

遠隔授業で教科等の学びを深める方法，児童生徒に応じた対応と相手意識をもって交流す

る活動，考えを広げ深める活動など，具体的な授業イメージを抱くことができる内容を盛り

込んだ。これにより，「教える側」の立場に立つことができ，遠隔教育システムの活用に対

する期待感が高まったのではないかと推察する。 

 

アンケート
調査 M   SD

1 3.97 0.90
2 4.81 0.88

3 5.39 0.80

(I) (J)

2 -0.84 **

3 -1.42 ***

2 3 -0.58 *
*p <.05 , **p <.01 , ***p <.001 図5-7　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

TukeyHSD
1

25

「遠隔教育システムに対する期待感」

表5-8　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

得
点

アンケート調査
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一方，授業づくりを進めるにあたっては，児童生徒理解，教科教育や生徒指導の領域など，

多面的な視点で捉えられるような工夫が必要である。すなわち，理論的な学びや実践の積み

重ねにより，時間をかけて取り組むべき要素が存在すると考えられる。例えば，「教師は，

遠隔教育システムを使うことで授業のねらいを達成できる」についての結果（表 5-9，図 5-

8）では，「全く当てはまらない」～「やや当てはまらない」の否定的な回答が約 20％あっ

たが，遠隔教育システムを活用した経験によって約 4％になって解消されたものの，マイク

ロラーニング実施後において，約 8％に増えるなどの状況があった。このように，マイクロ

ラーニング実施後も低いままの結果として個人差があった点については，配慮が必要であ

ることが示唆された。 

 

アンケート
調査 M   SD

1 3.84 1.07
2 4.92 1.04
3 5.16 1.21

(I) (J)

2 -1.08 **

3 -1.32 ***

2 3 -0.24 図5-8　箱ひげ図による得点分布

25

多重比較

アンケート調査 平均値の差

(I-J)

1
TukeyHSD

**p <.01 , ***p <.001

25

「教師は、遠隔教育システムを使うことで授業のねらいを達成できる」

表5-9　記述統計と多重比較の結果

記述統計

N

25

アンケート調査

得
点

アンケート調査
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(6) 「学習環境」と「研修」 

因子 6「学習環境」と因子 7「研修」については，各質問項目別において，授業開始前か

ら顕著に高い結果が出ていた。このことから，学校の学習環境の整備や教員研修の充実に対

して，当初から高い関心が寄せられていたことが示唆された。 

 

(7) 「動画教材へのアクセス数」 

動画教材を掲載していた Webclass 上には，学生がアクセスした日時が掲載されている。

これらの履歴から，アクセスした回数をカウントして，平均値を求めたところ，M = 3.84 と

なり，複数回閲覧している状況だったことが確認できた（表 5-10）。 

 

表 5-10 Webclass の動画教材へアクセスした回数 

 

 

5.4. 本章のまとめ 

本章の事例では，新型コロナウイルス感染症対策時に実施した遠隔授業にマイクロラー

ニングによる eラーニングを導入した。本章は，導入した eラーニングによる学習を IDの

ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，対面実施が困難な状況下での

e ラーニングを介した学習活動において，学習者の自律性を支えるための学習の効果を示す

ことを目的とした。 

はじめに，遠隔授業開始前の質問紙調査結果から，新入生が遠隔授業を受講するために必

要な準備の状況や，遠隔授業に対する活用経験等を把握したところ，実践的指導方法習得の

ための学習の必要性が明らかになるとともに，一部の学生は，準備状況に関する個別対応が

必要であることが確認された。そこで，必要と思われる学習内容に関する動画教材を作成し，

マイクロラーニングによる e ラーニングによって効率的に学ぶ場を提供し，ネットワーク

環境や古い OS の利用など，根本的な課題を抱えている場合の対処法を示すことができた。

このように，マイクロラーニングによる eラーニングは，直面する課題解決に柔軟に対応さ

M SD N

アクセスした回数 3.84 2.96 26
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せることができ，授業開始前の実態把握と対応が功を奏したと考えることができる。 

次に，質問紙調査結果の因子分析から抽出された「操作・技能に対する自信」，「心情」，

「負担感・緊張感の緩和」，「関心・意欲」，「遠隔教育システムに対する期待感」，「学習環境」，

「研修」の 7つの因子ごとに，遠隔授業実施前，授業開始 1か月後，マイクロラーニング実

施後について多重比較した。多重比較では，eラーニングを介して習得できた ICT 活用に関

する技能面に対してだけではなく，学習者の心情面を視覚的に捉えるため，箱ひげ図を作成

して視覚化して示した。結果，7つの因子全てにおいて，マイクロラーニング実施後は遠隔

授業実施前と比較して有意な向上が確認された。中でも，「心情」，「負担感・緊張感の緩和」，

「遠隔教育システムに対する期待感」の 3 つの因子については，遠隔授業開始から 1 か月

後と比較しても，マイクロラーニング実施後はさらなる有意な向上が確認された。このよう

に，マイクロラーニングによる e ラーニングは，対面実施が困難な状況下であったとして

も，学習者の自律性を支え，学習活動を支える方策としての効果が示唆された。 

一方，ストレート院生と現職院生は，いずれも遠隔授業で「教える側」の視点に立ったマ

イクロラーニングの実施経験に差はないと判断して，同時に対象とした。しかし，教員とし

ての経験の違いが結果に影響を与えている可能性も考えられる。そのため，教員としての経

験の有無や経験年数などを視野に入れた分析の必要性については今後の課題である。また，

「遠隔教育システムに対する期待感」については，マイクロラーニングによる eラーニング

を実施した後にもかかわらず，平均値より低い結果の学生がいるなど，一部に差が見られた。

さらに，遠隔授業を通して児童生徒とふれあったり，児童生徒の集中力を高めたりするなど，

マイクロラーニングのコンテンツの内容について，教科教育や生徒指導による側面からの

検討を行う必要性が示された。 

 

5.5. 本章の ADDIE モデルに対する評価 

 

本節では，第 5章の ADDIE モデルに対する評価を述べる。 

本章では，遠隔授業が本格実施になる直前に，授業の経験や，家庭等の準備状況を把握し

た。準備状況が思うように進んでいない学生を掌握できたため，代替機のコンピュータの借

用，大学の Wi-Fi を使用した受講を可能とするなど，個別の対応を進め，支障なく授業を開

始することができた。こうした事前の把握，調査の重要性への認識が確認でき，実態把握の
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段階，すなわち分析（Analyze）の過程で隠顕された遠隔授業推進上の課題に，早期から具

体的な手立てを講じることができたことは研究の所産でもあると捉えることができる。 

また，「遠隔教育システムの活用に関する調査」の因子分析によって抽出された因子のう

ち，学習を進める上で予想される困難さ，苦手と思われる要件として，「操作・技能に対す

る自信」と「負担感・緊張感の緩和」に対しては，特に配慮していく必要があることが確認

された。そこで，実際にアプリケーションを操作している様子を見せながら解説する動画教

材の提供が，より理解を深めると考え，筆者が電子黒板上で書き込みなどの操作を実際に行

いながら，解説する映像を活用した。これらの動画教材を設計（Design）することにより，

困難さや苦手意識を取り除き，個別学習が促進されるようにした。中でも，最もエラーが出

ることが想定される箇所は，電子黒板上に文字を書き込んだり，マーカー機能で色をつけた

りして説明を強調するなどの工夫を施しながら，開発（Develop）を進めることができ，前

章と同様に，マイクロラーニングの効果の特筆できる点となった。 

さらに，質問紙調査から読み取れる情報をもとに，「教える側」の学びの習得といった目

的に適切に対応させるため，集中力が持続できるように配慮しながら，話すスピードや間の

取り方にも考慮し，画面越しから時々語り掛けるなど，興味・関心を掻き立てながら理解を

助けるようにした。なお，各自のニーズに即した資料の提供を可能にし，苦手分野に対する

支援を行いながら，実施（Implement）することへとつながった。 

評価（Evaluate）については，全ての学習が終了した際の 1回限りではなく，それぞれの

段階ごとに実施した。これによって，学習者の状況に応じながら，設計・開発したマイクロ

ラーニングの修正を随時行えるようにした。マイクロラーニングによる eラーニングは，こ

うした実状に応じた改善が効率的に行えることに寄与することが確認された。 
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第 6 章 マイクロラーニングと遠隔教育

システムを「融合」した教員研修 

－GIGA スクール構想における ICT 活用研修を

事例として－ 3 
 

本章の事例では，GIGA スクール構想（文部科学省 2019a）における ICT 活用研修として

授業支援システムの操作研修を取り上げ，マイクロラーニングによる e ラーニングと遠隔

教育システムによる eラーニングを「融合」させた。本章は，融合した eラーニングによる

研修を ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，e ラーニングを

介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的に関わることによる研修の

効果を示すことを目的とした。 

研修の前後で行った質問紙調査の結果から，「授業支援システムを活用することにより，

教員の負担が減らせる」や，「児童生徒の判断力・表現力は高まる」という認識が向上する

などの効果が見られた。また，融合した研修を受講することにより，「教師の授業力は高ま

る」，「研修の目標達成につながる」，「意欲が保持できる」，「内容の理解が深まる」，「教師の

授業力が高まる」，「研修の目標達成につながる」という認識が向上するとともに，「遠隔教

育システムと動画教材を組み合わせた研修の受講希望」は事後が有意に向上し，最も高い効

果量を示すなどの効果を示すことができた。以下に詳細を示す。 

 

第 4 章の事例では，マイクロラーニングによる e ラーニングは個別学習を促進し，学習

者の自律性を支え，対面研修を補完する研修としての効果を示すとともに，OJT による同僚

性を高め，校内における ICT 活用研修を支える方策となり得ることがわかった。第 5 章の

                                                      

3 第 6 章は，小林博典，野邊孝大，北澤 武，「マイクロラーニングと遠隔教育システムを

融合した教員研修の開発と評価－GIGA スクール構想における ICT活用研修を事例として

－」，日本教育情報学会誌「教育情報研究」2022，第 38 巻，第 2号，pp.19-28を加筆修正

した。 
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事例では，マイクロラーニングによる eラーニングは，対面による実施が困難な環境下の学

習活動であっても，個別学習を促進し，学習者の自律性を支える学習の効果を示すことがで

きた。しかしながら，教師教育分野で示された研修形態の工夫による参加型の学びの効率的

な提供や，ICT 活用研修に関する研究環境の整備に対する課題，教育工学分野で示された双

方向のコミュニケーションに配慮した e ラーニングの提供に対する課題の解決には至らな

かった。さらには，Off-JT による職能開発に憂慮される障壁を乗り越えられるようにする

ための方策も示してはいない。これらの解決には，時間的・距離的制限を超える遠隔教育シ

ステムによる e ラーニングの導入が必要である。そこで，本章では，GIGA スクール構想に

おける ICT 活用研修について，個別学習を促進するマイクロラーニングによる e ラーニン

グと，時間的・距離的制限を超える遠隔教育システムによる eラーニングを「融合」させる

ことにより，学習者の自律性を支え，双方向的に関わることによる研修の効果を示すことと

した。 

これまでの教員研修では，動画教材の活用や遠隔教育システムの活用など，それぞれ独立

した研修として実施されることはあった。本章では，動画教材をマイクロラーニングで実施

できるようにし，遠隔教育システムと融合させる。これまでの教員研修では，このように融

合させた研修は，取り組むことが難しいいくつかの要因があったと考えられる。具体的には，

1 章 2節の先行研究の課題として示したように，画質・音声についての課題，インフラやハ

ード面に対する課題，機器のスペックについての課題などである。しかしながら，GIGA ス

クール構想が推進されている 2022 年現在においては，これらの環境も整備され，改善が図

られている。さらには，新型コロナウイルス感染症対策で実施されてきた遠隔による学習方

法が広がりを見せているのである。Society5.0 時代（内閣府 2016）に向かう社会事象の

変化を考えれば，融合させた研修は難しくない状況であるといえる。したがって，これらを

融合させた研修を実施することにより，課題解決を図ることができるのではないかと考え

られる。すなわち，独自性のある研究としての価値を示すことができる。 

 本事例では，研修内容として授業支援システムの活用を取り上げた。授業で即実践につな

がることを意図した内容の短時間の解説動画を視聴して学ぶマイクロラーニングによる e

ラーニングと，各自のタブレットやノートパソコン等の端末を操作してもらいながら学ぶ

ことができる遠隔教育システムによる e ラーニングを融合させた教員研修を計画し，現職

教員と教職大学院生らを対象として実施した。 
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6.1. 本章の課題と背景 

 第 4章，第 5章をふまえて，本事例では，マイクロラーニングと遠隔教育システムによる

e ラーニングを融合させ，GIGA スクール構想の実現に向けた ICT 活用研修として相応しい

研修となるようにした。本節では，本章の課題と背景について示す。 

GIGA スクール構想の推進により，小中学校の学習環境は，著しく変化している。教育現

場では，児童生徒１人１台端末，高速大容量の通信ネットワークが整備されるとともに，教

育におけるクラウドの活用など，教育の ICT 化が進んだ。また，新型コロナウイルス（COVID-

19）感染症対策を契機として，遠隔教育システムの活用が推進されるとともに，令和のスタ

ンダードとしての学びの在り方（中央教育審議会 2020）として，これまでの実践と ICT と

の最適な組合せにより，教育の質の向上を図ることが重要とされるようになった。さらに，

学校における諸課題に対し，ICT の効果的な活用が極めて大きな役割を果たし得るものとし

て期待されるなど，教員の ICT 活用指導力の育成が必要不可欠となってきている。 

文部科学省（2020f）は，教職課程を置く教育関係機関に対し，学生が教員の ICT 活用指

導力として必要となる資質・能力を確実に身に付けることができるようにするとともに，各

教科の指導法をはじめとする複数科目において，ICT 活用指導力を体系的に身に付けること

ができるように教育課程を編成するよう通知している。また，各自治体の教育委員会等と連

携して，教員研修の充実のための向上方策を検討するとともに，指標として，「教員の ICT

活用指導力チェックリスト」（文部科学省 2018b）のチェック項目などの活用を求め，指導

体制の充実に資する教員研修の方法，内容の創意工夫を求めている（文部科学省 2020g）。

この観点から，教職を志す学生らが，教職に就く前から，具体的な操作を交えた ICT 活用研

修を受講できるような機会はもとより，現職教員らが，自身の力量形成を目指した ICT 活用

研修がいつでも受講できるような支援体制の整備が必要となっていると考えられる。 

一方，学校における働き方改革（中央教育審議会 2019）としての観点から，働き方改革

事例集（文部科学省 2022d）による周知が図られ，教員研修をはじめとする様々な業務を

効率的かつ効果的に実施する工夫が検討され始めている（文部科学省 2022e）。コロナ禍に

おける集合研修についても様々な制約が課せられてきたといった実態もある。 

そこで，GIGA スクール構想において導入が始まった授業支援システムの活用方法などの

ICT 活用研修を，対面ではなく，遠隔教育システムによる eラーニングを活用して実施する

とともに，事前・事後にマイクロラーニングによる e ラーニングを活用して自由に学ぶこと
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ができる機会の提供について検討を行った。本章では，GIGA スクール構想の実現に向けて

教員に求められる ICT 活用指導力の向上を背景に，マイクロラーニングと遠隔教育システ

ムを融合した eラーニングを実施していくこととした。以下に詳細を述べる。 

 

教員研修の課題に関して，OECD（経済協力開発機構）の国際教員指導環境調査（TALIS）

2018 の結果では，日本の教員は，教員研修などの職能開発へのニーズは高いものの，研修

の日程が自分のスケジュールと合わないことや，時間が割けないことを指摘する教員が多

いことを掲げている。さらに，授業改善に資する研修支援をさらに充実させるべきであると

し，アクティブラーニングによる研修スタイルなど，教員が主体的に参加できるための創意

工夫した研修方法を検討すべきであるとしている。こうした状況を踏まえ，本章の事例では，

個人のニーズに対応した研修方法の工夫，スケジュール調整の困難さなど，参加に対する障

壁を乗り越えられる効率的な研修方法の工夫，教員の主体性を促進できる研修方法の工夫

について着目する。 

ICT 活用の集合研修に動画教材を取り入れ，さらには個人研修でも利用できるようにする

といった研究がある。清水ほか（2010）は，ICT 活用研修に動画教材を活用することにより，

校内研修をはじめ，教育委員会が実施する集合研修だけでなく，個人研修として，自分で学

びたいコンテンツを自分のペースで視聴することによる効果を掲げている。ICT 活用研修に

おける動画教材を個人で利用できるようにした取組は，自治体でも積極的に行われるよう

になってきている（大分県教育委員会 2021 など）。また，独立行政法人教職員支援機構

（NITS）においても，「オンライン講座」（校内研修シリーズ）で，教員の ICT 活用指導力の

向上に向けたコンテンツが用意されている。GIGA スクール構想の推進を背景に，高速ネッ

トワークなどの環境整備も進んできたことから，こうした参加者のニーズに即した動画教

材の活用は，さらなる広がりが期待できる。  

遠隔教育システムを活用した教員研修を行った研究がある。山口（2019）は，Web を活用

した遠隔教員研修プログラムを開発し，教員研修を行って，研修に参加するための時間や距

離などの物理的制限を軽減させるといった成果を上げている。これまで，遠隔地間の交流授

業などの実践も行われてきたが，課題として取り上げられていたネットワーク環境などの

脆弱性から生じた遅延などの問題も，解消の一途に向けて取り組まれている。山口が着目し

た遠隔教育システムを活用した教員研修は，時間や距離の制約によらない効率的な学びと

して，教員研修の課題を解決に導く可能性がある。  
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ICT 活用指導力向上に向けて積極的に研修用のガイドを作成し，参加型の研修が実施でき

るように工夫している自治体の例もある。熊本県教育委員会（2020）は，ICT 活用研修ガイ

ドを作成し，教員の ICT 活用指導力向上を目的とした研修プログラムとして，研修実施のた

めのプレゼンテーション資料やワークシートを一体化し，各学校で参加体験型の研修が実

施できるようにしている。また，NTTLS（2020）は，ICT 活用の実践につながる研修として，

参加者の主体的な活動を促す形式での研修を推進している。 

こうした研修プログラムの開発を，模擬授業や研究授業，ワークショップなどとセットに

して行った研究もある。皆川ほか（2009）は，授業中に ICT を活用して指導する能力向上の

ために，模擬授業・研究授業・ワークショップ型の事後検討会の組み合わせによる研修プロ

グラムを開発し，参加者の満足感や有用感の向上といった点で成果を上げている。中でも，

研究授業後のワークショップによる事後検討会では，ICT 活用の効果や改善点に関して，教

員同士の意見交換が促進されるなどの成果を導いている。 

これらの参加体験型やワークショップ形式による研修は，参加者の授業改善に対する主

体性を促進し，教師の資質能力向上の推進に向けた研修支援につながる。したがって，教員

研修の開発においては，参加体験型やワークショップ形式の積極的な導入を検討していく

必要がある。ICT 活用研修は，このように，動画教材を活用した研修，遠隔教育システムに

よる研修，実際に操作しながら実施する参加体験型の研修，ワークショップに代表されるア

クティブラーニングによる研修など，創意工夫した形態で実施・提供が行われている。 

しかしながら，教員や学校における ICT 活用を取り巻く環境は，GIGA スクール構想の整

備によって大きく変化している。したがって，これまで実施してきた研修方法に関しては，

さらなる工夫・改善を図る必要があり，これまで乗り越えられなかった課題の解決に導く必

要がある。GIGA スクール構想において導入が始まった授業支援システムの活用については，

各学校での利用が始まったばかりであるため，授業改善を図るなど，教員の研修に対するニ

ーズは高いことが考えられる。そこで，本章では，授業支援システムについての ICT 活用研

修を，対面ではなく，遠隔教育システムを活用するとともに，4章と 5章で導入したマイク

ロラーニングによる eラーニングを融合して実施する方法の検討を行う。 
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6.2. 本章の研究目的と方法 

 

本節では，はじめに本章で行った研究目的について述べ，次に，本章で取り扱った事例の

研究方法について述べる。 

 

6.2.1. 本章の研究目的 

本章の事例では，GIGA スクール構想（文部科学省 2019a）における ICT 活用研修として

授業支援システムの操作研修を取り上げ，マイクロラーニングによる e ラーニングと遠隔

教育システムによる eラーニングを「融合」させた。本章は，融合した eラーニングによる

研修を ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，e ラーニングを

介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的に関わることによる研修の

効果を示すことを目的とした。 

ICT 活用研修では，参加者のニーズに即した動画教材を活用したマイクロラーニングによ

る学び，勤務地や自宅などから効率的に受講できる遠隔教育システムによる学び，実際に機

器を操作しながら行う参加体験型の学びに着目し，マイクロラーニングと遠隔教育システ

ムを融合した。これらを融合させることにより，加速化する各学校や自治体における GIGA

スクール構想の実現に向けた取組に対し，ICT 活用指導力を参加者自らが経験的に習得して

いくことが期待できる。 

そこで本章では，マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した ICT 活用研修によ

り，研修内容が習得できたかの状況（以下，「研修内容に対する習得状況」）を確認するとと

もに，本研修そのものに対する評価として，マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合

させた研修の評価（以下，「研修の評価」）を行う。次項に実践の概要を示す。 

 

6.2.2. 本章の実践概要 

 本章の事例で取り上げた ICT 活用研修の内容は，GIGA スクール構想の中で加速化するク

ラウドを利用した，「授業支援システム」の活用方法に関する内容に焦点化した。なお，既

に A 県内の公立学校の約 3 分の 1 の学校や附属学校等が運用を開始しているシステムであ
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るロイロノート・スクールを取り上げ，実際の授業をイメージできるような研修を実施する

こととした。 

はじめに，研修の受講希望者を募り，具体的な方法として遠隔教育システムによる研修の

受講とともに，マイクロラーニングを予習や復習で実施することについても触れ，これらを

併用した方法で受講するよう周知した。  

次に，参加者個々のニーズに即した動画教材活用による学びとして，ICT 活用について，

授業での活用イメージを描き，即実践につながることを意図した内容の動画教材をマイク

ロラーニングとして実施できるようにし，YouTube による限定公開として準備した。図 6-1

はその一例である。なお，各動画は 5分～8分程度に編集した。作成した動画教材は次のと

おりである。 

1) ログイン，ログアウトの方法。 

2) カードの作成方法の基本と提出方法。 

3)  写真，録画の作成方法。 

4)  録音データの挿入方法。 

5)  画像共有，児童・生徒の発表の方法。 

6)  プレゼンテーションの活用方法。 

7)  Web カードの作成方法。 

8)  カード編集の方法。 

9)  授業追加の方法，マイフォルダの活用方法。 

10) 思考ツールの活用方法，アンケート収集の方法。 

これらの動画教材へアクセスするための URL を QR コードにし，スマートフォン等で読み

取ることによって視聴できることを伝えた。 
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図 6-1 動画教材の例 

本事例では，一箇所の会場に参集することなく，勤務場所や自宅などからでも受講できる

ように，遠隔教育システムによる e ラーニングで実施した。本章の事例では，Zoom を用い

た。参加者には，Zoom の共有画面を見せながら，タブレットやノートパソコンなど別の端

末を用い，授業支援システムを手元で操作して受講する研修スタイルを推奨し，事前に案内

した。これらの環境が整っていない場合は，スマートフォンを活用しながら操作できること

についても触れた。このように，参加体験的な学びとして，GIGA スクール構想の実現に向

けて取り組まれている ICT 活用研修を，実際に機器を操作しながら行うこととした。なお，

マイクロラーニングの実施と遠隔教育システムによる研修の状況は図 6-2 の通りである。 

マイクロラーニングによる予習

　　　　　  遠隔教育システムによる研修の受講

① マイクロラーニングによる予習（復習）の確認

② マイクロラーニングに示した研修内容の概説（約5分）

③ 演習（約25分）及び質疑応答（約5分）の実施

④ マイクロラーニングの内容を加味した意見交換（約10分）

⑤ マイクロラーニングによる予習と復習の伝達

マイクロラーニングによる復習

 

図 6-2 マイクロラーニングの実施と遠隔教育システムによる研修の状況 
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 計 5 回の研修で実施した研修内容と使用した動画教材は，表 6-1 のとおりであった。各

回の研修内容に対応した動画教材の視聴を，マイクロラーニングとして予習と復習で必ず 1

回以上は実施するように伝えた。予習は，研修日の前日までに行い，復習は研修日の当日中

に行うことについて周知し，これらを実施することを参加の条件として示した。毎回の研修

時には，予習と復習の実施の有無を確認し，マイクロラーニングが未履修にならないように

した。特に，苦手とされる内容に対しては，納得いくまで学ぶように促した。また，演習の

際や，意見交換の場においても，Zoom の画面共有でマイクロラーニングの動画教材を用い，

再生と一時停止をしながら解説を加えた。このように，学習者個人のペースで学ぶことがで

きるといったマイクロラーニングの特徴を活かしながら，繰り返し視聴して学ぶことの意

義を示すようにした。 

 

表 6-1 実施した研修内容と使用した動画教材 

研修内容 使用した動画教材

1) ログイン，ログアウトの方
法

2) カードの作成方法の基本と
提出方法

3) 写真，録画の作成方法

4) 録音データの挿入方法

3 応用
画像共有，発表の方
法

5) 画像共有，児童・生徒の発
表の方法

6) プレゼンテーションの活用
方法

7) Webカードの作成方法

8) カード編集の方法

9) 授業追加の方法，マイフォ
ルダの活用方法

10) 思考ツールの活用方法，
アンケート収集の方法

5 応用
異動時のデータ利
用，その他実践事例
の交流と意見交換

1 基本
ログイン，ログアウ
ト，カードの作成，
提出方法

2 基本
各種データの作成，
挿入方法

プレゼンテーション
の活用，Webカードの
作成方法，編集の方
法

4 応用
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受講方法の具体的な説明については，研修開始 1週間前までに，メールに文書を添付して

行った。参加者は，現職教員 21 名（小学校 16名，中学校 5名），教職大学院ストレート院

生 8名の計 29名，実施時期は，2021 年 7月 1日（木）と 2日（金），7月 5日（月）から 7

月 7日（水）の 5日間を基本とし，現職教員の勤務時間外である 17:00 から 17:45 の時間帯

で実施した。一方，全日程を受講できなかった者計 5名を対象に，7月 3日（土），4 日（日），

12 日（月），13日（火），19 日（月）の同時間帯で補講を設定した。 

 

6.2.3. 本章の研究の方法 

 質問紙調査は Google フォームで作成し，参加者が QR コードをスマートフォンなどで読

み込み，フォームを立ち上げて回答する Web 調査を採用した。以下，事前・事後調査と分析

方法について説明する。 

 

(1) 事前調査 

 研修受講前の事前調査は，研修の受講の方法を説明する際に行った。まず，参加者の研修

経験を把握するために，授業支援システムを活用した授業の「受講経験」，「参観経験」，「実

施経験」の計 3問を問うた。 

次に，「研修内容に対する習得状況」を確認するために，「教育 ICT ガイドブック」（総務

省 2017）を参考に，「授業実施への意欲」，「負担軽減・準備の効率化」，「児童生徒の意欲」，

「思考力・判断力・表現力の育成」，「授業の構想」，「児童生徒の対話」の項目（計 12 問）

を問うた。  

さらに，「研修の評価」を行うため，動画教材の利用のみの研修との比較，遠隔教育シス

テム活用のみの研修との比較に加え，総括的な評価について分析することとした。まず，「1．

動画教材の利用のみとの比較」，「2．遠隔教育システム活用のみとの比較」の 2つの項目を

設定し，研修意欲の保持，内容の理解や授業力の向上，研修に対する負担軽減や効率化，目

標達成に関する評価について問うた。さらに，これらを融合した研修に対する総括的な評価

として，一般的にこれまで行われてきた対面のみによる研修との比較として，「3．遠隔教育

システムと動画教材を組み合わせた研修の受講希望」の項目を加えて 3項目とし，計 13問

を問うた。 
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(2) 事後調査 

事後調査では，事前調査で行った「研修内容に対する習得状況」と「研修の評価」と同一

の項目を用いた。なお，事後調査には，「最後に，本研修に関して何かございましたらご記

入ください」の自由記述を設定した。 

 

(3) 分析の方法 

質問紙調査は，事前と事後の差を分析する必要性から記名式としたが，倫理的配慮から，

質問紙の文頭に，研究の趣旨を説明するとともに，個人を特定した公表をしないことについ

て明記し，同意が得られた参加者の回答 29名分を分析の対象とした。 

事前・事後調査は，5 件法（5．とてもそう思う，4．そう思う，3．どちらでもない，2．

そう思わない，1．全くそう思わない）で行い，分析に際し，それぞれの尺度を 5 点から 1

点と得点化した。回答結果の分析のため，まず，授業支援システムを活用した授業の「受講

経験」，「参観経験」，「実施経験」について，「全てある」及び「全てない」と回答した割合

を算出した。次に，「研修内容に対する習得状況」と「研修の評価」の回答結果の分析には，

統計解析ソフト SPSS Statistics 27.0 を用いて，対応のある t検定により，事前と事後の

平均値の差異を比較した。  

これらの分析結果について，水本・竹内（2008）によると，ｐ値だけでなく，効果量 rに

も着目することが重視されていることから，水本らが示す効果量の指標（各効果量の指標の

目安（小，中，大）は，（.10，.30，.50）とする）を参考にした分析を行った。 

さらに，事後調査の自由記述で得られた回答について，内容を分析した。事後調査の自由

記述で得られた回答に対して，記述内容についての分類を次の手順で進めた。はじめに，記

述内容を成果と課題に分けて整理した。次に，回答結果で示された内容が似ている事項を一

つに集約して整理し，具体的な記述内容を箇条書きにして記した。また，それぞれの記述内

容に対する回答数を付して整理した。最後に，項目ごとにキーワードを付けて表にまとめた。

これらの一連の作業を共同研究者にも同様に実施してもらい，観点の違いやずれがないか

を確認することによって客観性を担保した。 

 

 



第 6章 

121 

 

6.2.4. ADDIE モデルに基づく検討 

本章に導入した eラーニングによる研修を IDの ADDIE モデルによるシステム的アプロー

チの枠組みから捉えるため，次の検討を行った。 

 はじめに研修の事前調査として，研修実施の 1 週間前に，質問紙調査を行って，分析

（Analyze）を試みた。今回は，参加者の負担をできるだけ少なくするため，Google フォー

ムで作成した質問紙調査に対し，QR コードを読み取って回答する方法を採用した。まず，

今回の研修で取り扱う，授業支援システムを活用した授業の「受講経験」，「参観経験」，「実

施経験」の回答結果から，課題の洗い出しを行った。次に，「研修内容に対する習得状況」

と「研修の評価」の事前調査に対する回答結果から，特に苦手とする項目について確認する

とともに，eラーニングへの関心やニーズについて確認した。 

 次に，事前調査の分析結果をもとに，研修の進め方についての検討を行い，活用する資料

などとともに，マイクロラーニングに用いる動画教材を設計（Design）した。本章で実施し

た研修が，授業支援システムの活用についての内容だったため，実際に操作しながら学ぶ体

験型の研修スタイルになるようにするとともに，遠隔教育システムとの併用で無理なく受

講できるための工夫が盛り込めるようにした。 

 続いて，事前調査の分析結果で，操作方法等の予想される困難さに配慮しながら，動画教

材を開発（Develop）した。学習者の集中力が持続できる eラーニングとなるように，短時

間で効率的に学べるようにし，プレゼンテーションにも写真などを豊富に盛り込んで，わか

りやすい解説が行えるように努めた。撮影用の機材は，これまでと同様に，既存のデジタル

ビデオカメラを用い，編集は日常使用しているパソコンで行って，講師の音声をよりクリア

にするため，ワイヤレスマイクを活用した。また，パワーポイントのビデオ作成機能を用い

てプレゼンテーションに音声を重ねて作成すると，よりクリアな音質でわかりやすい解説

が施せることから，これらの教材も混ぜて使用することにした。なお，第 4章と第 5章で用

いたマイクロラーニングの動画教材は，大学が契約して利用しているクラウドを活用して

いたが，参加者が自由に閲覧できないことが散見されたため，ここでは，YouTube の限定公

開で動画を活用できるようにした。 

 研修の実施（Implement）にあたっては，研修開始前までにマイクロラーニングによる e

ラーニングの実施を求め，予習用としての活用を促した。研修当日は，全員，遠隔教育シス

テムを活用し，自身のタブレットやパソコン等を操作しながら実施する形態を採用した。1
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人 1 台ずつの端末を用いた参加体験型の学びになるようにし，途中で質疑応答や意見交換

を交えながら進めた。事前に把握した，習得に難があると思われる内容に関しては，できる

だけ対話によって作業していけるようにし，遠隔教育システムを活用することによる，心理

的距離を考慮した研修体制になるように努めた。実施後は，マイクロラーニングを活用して

その日の復習を行うこと，さらに，次の研修参加時も，必ずマイクロラーニングを活用して

予習を行うように促した。 

評価（Evaluate）については，全ての研修が終了した際の 1回限りではなく，それぞれの

段階ごとに実施し，中でも，マイクロラーニングの内容の修正は必要に応じて随時行えるよ

うにした。研修の最後には，研修の事前と事後の量的・質的データの分析を行って，本章に

おける研修全体，教材などの問題点について評価した。 

 

6.3. 本章の結果と考察 

6.3.1. 授業支援システムの研修内容に対する習得

状況 

授業支援システムの「研修内容に対する習得状況」を，対応のある t検定により分析した

（表 6-2）。結果，「授業支援システムを活用した授業により，教員の負担は減らせると思う

（t(28) = 2.46,p < .05,r = .42）」，「授業支援システムを活用した授業により，児童生徒

の判断力は高まると思う（t(28) = 2.65,p < .05,r = .45）」，「授業支援システムを活用し

た授業により，児童生徒の表現力は高まると思う（t(28) = 2.17,p < .05,r = .38）」，「授

業支援システムを活用した授業のイメージを描くことができる（t(28) = 4.31,p < .001,r 

= .63）」，「授業支援システムを活用した授業により，児童生徒の対話は活性化すると思う

（t(28) = 2.58,p < .05,r = .44）」，「授業支援システムを活用した授業により，児童生徒

の対話は深まると思う（t(28) = 2.07,p < .05,r = .36）」の 6項目について有意差が認め

られ，いずれも事後の平均値が高く，中から大の効果量が認められた。  
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表 6-2 「研修内容に対する習得状況」の結果 （N = 29） 

M SD M SD

授業実施への意欲
授業支援システムを活用した授
業を実施してみたいですか

4.76 0.44 4.83 0.38 0.70 .13

授業支援システムを活用した授
業により，教員の負担は減らせ
ると思いますか

3.79 0.86 4.21 0.68 2.46 * .42

授業支援システムを活用するこ
とにより，授業準備の効率化が
図れると思いますか

3.79 0.82 4.14 0.74 1.98 .35

児童生徒の意欲
授業支援システムを活用した授
業により，児童生徒の意欲は高
まると思いますか

4.48 0.57 4.62 0.49 1.28 .23

授業支援システムを活用した授
業により，児童生徒の思考力は
高まると思いますか

3.97 0.63 4.24 0.64 1.68 .30

授業支援システムを活用した授
業により，児童生徒の判断力は
高まると思いますか

3.62 0.68 4.07 0.70 2.65 * .45

授業支援システムを活用した授
業により，児童生徒の表現力は
高まると思いますか

4.14 0.69 4.48 0.63 2.17 * .38

授業支援システムを活用した授
業のイメージを描くことができ
ますか

3.72 0.70 4.34 0.48 4.31 *** .63

授業支援システムを活用した授
業により，教師の授業力は高ま
ると思いますか

4.03 0.68 4.10 0.62 0.49 .09

授業支援システムを活用した授
業により，教科の目標達成につ
ながると思いますか

3.90 0.56 4.14 0.69 1.76 .32

授業支援システムを活用した授業に
より，児童生徒の対話は活性化する
と思いますか

4.00 0.71 4.34 0.55 2.58 * .44

授業支援システムを活用した授業に
より，児童生徒の対話は深まると思
いますか

3.79 0.90 4.14 0.64 2.07 * .36

ｒ

負担軽減・準備
の効率化

思考力・判断力・表現力
の育成

授業の構想

児童生徒の対話

事項 項目
事前 事後

t ｐ

 

*** p <.001, * p <.05 

 

これらの結果から，本研修を受講することで，「授業支援システムを活用することにより，

教員の負担が減らせる」という認識や，「児童生徒の判断力・表現力は高まる」という認識

が向上する可能性が示唆された。さらに，児童生徒の対話に関する項目や，授業支援システ

ムを活用した授業のイメージを描くことができるという認識の向上もまた，期待できる。  

有意差が認められなかった 6項目について考察すると，授業実施への意欲，児童生徒の意

欲に関する項目は，事前調査の段階から全体的に高い認識であり，かつ事後もまた高い認識

であったことが原因であると考えられる。一方，授業準備の効率化や，児童生徒の思考力，
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教師の授業力，教科の目標達成に関する項目については，短期間の実践経験では習得や向上

を図ることは困難であったのではないかと推察される。これらは，実践を重ねることで，

徐々に習得されていく項目でもあるため，長期的な検証が必要である。 

  

6.3.2. 授業支援システムの研修の評価 

「研修の評価」について，回答結果を対応のある t 検定で分析した（表 6-3）。  

分析の結果，「1．動画教材の利用のみとの比較」は，「動画教材の利用のみの研修と比較

して，教師の授業力は高まると思う（t(28) = 2.42,p < .05,r = .42）」，「動画教材の利用

のみの研修と比較して，研修の目標達成につながると思う（t(28) = 3.78,p < .01,r = .58）」

の 2項目に有意差が認められ，いずれも事後の平均値が高く，中から大の効果量が認められ

た。 

「2．遠隔教育システム活用のみとの比較」は，「遠隔教育システム活用のみの研修と比較

して，意欲が保持できる（t(28) = 2.17,p < .05,r = .38）」，「遠隔教育システム活用のみ

の研修と比較して，内容の理解が深まると思う（t(28) = 2.91,p < .01,r = .48）」，「遠隔

教育システム活用のみの研修と比較して，教師の授業力は高まると思う（t(28) = 3.42,p 

< .01,r = .54）」，「遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，研修の目標達成につなが

ると思う（t(28) = 3.59,p < .01,r = .56）」の 4項目に有意差が認められ，いずれも事後

の平均値が高く，中から大の効果量が認められた。 

「3．遠隔教育システムと動画教材を組み合わせた研修の受講希望」は，「ICT 活用研修を

受講するにあたり，対面よりも，遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせた研修の

受講を希望する（t(28) = 4.83,p < .001,r = .67）」に有意差が認められ，事後の平均値が

高く，効果量が大きかった。このことから，遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わ

せた研修の受講の希望が高まったことが確認された。 
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表 6-3「研修の評価」の結果 (N = 29) 

M SD M SD

事項1　動画教材の利用のみとの比較

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，意欲が保持
できますか

4.62 0.49 4.72 0.46 1.00 .19

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，内容の理解
は深まると思いますか

4.55 0.51 4.59 0.50 0.37 .07

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，教師の授業
力は高まると思いますか

4.24 0.51 4.59 0.50 2.42 * .42

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，教師の負担
を減らせると思いますか

4.03 0.87 4.34 0.72 1.61 .29

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，研修の効率
化につながると思いますか

4.38 0.68 4.45 0.69 0.44 .08

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，動画教材の利用のみの研修と比較して，研修の目標
達成につながると思いますか

4.21 0.56 4.69 0.47 3.78 ** .58

事項2　遠隔教育システム活用のみとの比較

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，意欲
が保持できますか

4.07 0.92 4.45 0.57 2.17 * .38

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，内容
の理解が深まりますか

4.03 0.87 4.59 0.50 2.91 ** .48

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，教師
の授業力は高まりますか

3.79 0.77 4.34 0.48 3.42 ** .54

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，教師
の負担を減らせると思いますか

4.10 0.86 4.14 0.64 0.21 .04

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，研修
の効率化につながると思いますか

4.38 0.62 4.41 0.57 0.33 .06

遠隔教育システムと動画教材の利用を組み合わせたICT活用
研修は，遠隔教育システム活用のみの研修と比較して，研修
の目標達成につながると思いますか

3.93 0.75 4.48 0.51 3.59 ** .56

事項3　遠隔教育システムと動画教材を組み合わせた
       研修の受講希望

ICT活用研修を受講するにあたり，対面よりも，遠隔教育シ
ステムと動画教材の利用を組み合わせた研修の受講を希望し
ますか

2.93 1.25 4.14 0.74 4.83 *** .67

ｒ項目

事前 事後

ｔ ｐ

 

*** p <.001, ** p <.01, * p <.05 

 

これらの結果から，多くの参加者は，研修後に有意差が認められた項目に対する認識が向

上したことが示唆された。本章の事例で用いたマイクロラーニングは，授業での活用イメー

ジを描き，即実践につながることを意図した内容であったこと，遠隔教育システムにより，
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会場に参集することなく ICT 活用研修を実施したこと，これらを融合して，参加体験的な学

びが提供できたことが認識の向上につながったのではないかと考えられる。なお，有意差が

認められなかった 6項目について考察すると，意欲の保持，内容の理解，負担軽減や効率化

に関する項目であり，これらは事前調査の段階から全体的に高い認識であり，かつ事後もま

た高い認識であったことが原因であると思われる。事前調査から高かった要因として，これ

らの効果への期待感などが関係しているのではないかと推察する。 

 

6.3.3. 自由記述の分類結果 

自由記述の回答について，記述内容を分析した結果，「成果」と「課題」に分類できた（表

6-4）。具体的には，「成果」の自由記述として，「基本操作ができるようになったこと（7件）」

の「操作・技能の習得」に関する内容，「授業実践に向けた意欲が高くなったこと（5 件）」

の「実践への意欲」に関する内容，「短時間に職場や自宅で研修を受講できたこと(8 件)」

の「効率化」に関する内容，「自分のペースで予習や復習ができたこと(6件)」の「予習・復

習」に関する内容が挙げられた。 

一方，「課題」の自由記述として，「ICT 活用に対する苦手意識が強いこと(4件)」の「苦

手意識」に関する内容，「覚えることが多いこと(2件)」「負担感が払拭できないこと(2件)」

の「負担感」に関する内容，「双方向的な知識や考えの交流の場の検討(2 件)」の「研修方

法」に関する内容が挙げられた。 
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表 6-4 自由記述の分類結果 

 

「マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した研修の評価」では研修の目的を達

成することや，意欲が保持できること，内容の理解が深まることの認識が事後に高まった。

理由として，自由記述の分析結果から操作技能が習得できたことや，効率的に学べたこと，

予習・復習がしやすかったことが考えられる。 

課題として，コンテンツの内容や遠隔教育システムによる研修の進め方に対して改善を

図る必要性が示唆された。また，本事例では，予習，復習でのマイクロラーニングによる動

画教材の視聴回数や視聴時間のログの取得ができなかった。動画教材のコンテンツの内容

に対する評価や，遠隔教育システムによる研修の進め方に対する改善点を明らかにするう

えで，動画視聴の回数や視聴時間の分析が重要と考えられる。  

 

項目 内容 (件数) 

 

 

 

成

果 

操作・技

能の習得 

基本操作ができるようになったこと(7) 

例）具体的な操作方法を習得できた。 

実践への

意欲 

授業実践に向けた意欲が高くなったこと(5) 

例）すぐに授業で活用してみたい。 

効率化 短時間に職場や自宅で研修を受講できたこと(8) 

例）職場で研修を受講することができ，会場まで行く必要がなく助か

った。 

予習・復

習 

自分のペースで予習や復習ができたこと(6) 

例）動画教材を再生，一時停止を繰り返して復習できた。 

 

 

課

題 

苦手意識 ICT 活用に対する苦手意識が強いこと(4) 

例）ICT 活用はどうしても苦手である。 

負担感 覚えることが多いこと(2) 

負担感が払拭できないこと(2) 

例）忙しさが増す一方である。 

研修方法 双方向的な知識や考えの交流の場の検討(2) 

例）意見交換の場にもっと時間が欲しい。 
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6.4. 本章のまとめ 

 

本章の事例では，GIGA スクール構想（文部科学省 2019a）における ICT 活用研修として

授業支援システムの操作研修を取り上げ，マイクロラーニングによる e ラーニングと遠隔

教育システムによる eラーニングを「融合」させた。本章は，融合した eラーニングによる

研修を ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉え，e ラーニングを

介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的に関わることによる研修の

効果を示すことを目的とした。 

研修の事前・事後調査の分析結果から，本研修を通じて，参加者の「授業支援システムを

活用することにより，教員の負担が減らせる」，「児童生徒の判断力・表現力は高まる」とい

う認識が向上する可能性が示唆されるとともに，「児童生徒の対話」に関する項目や，「授業

支援システムを活用した授業のイメージを描くことができる」という認識を向上できるこ

とがわかった。これらの認識の向上は，研修に参加した教員の学びの質が高かったことを示

唆しており，自身の授業で活用してみようという活力の湧出につながったことが伺える。マ

イクロラーニングによる活動の様子から見ても，何度も視聴して力量を向上させようとし

たり，遠隔教育システムによる研修では，他校の教員に積極的に実践の様子を確認したりす

るなど，他者との双方向の学び合いやつながり，コミュニケーションの活性化も見られた。 

また，「1．動画教材の利用のみとの比較」では，「教師の授業力は高まる」，「研修の目標

達成につながる」という認識が向上し，「2．遠隔教育システム活用のみとの比較」では，「意

欲が保持できる」，「内容の理解が深まる」，「教師の授業力が高まる」，「研修の目標達成につ

ながる」という認識が向上していたことから，融合させた効果が確認できる。このことは，

「3．遠隔教育システムと動画教材を組み合わせた研修の受講希望」において，事後が有意

に高く，最も効果量が高い結果になっていることから，融合させたからこその効果が顕著に

現れているといえる。自由記述の分析から，「基本操作ができるようになったこと」，「授業

実践に向けた意欲が高くなったこと」，「短時間に職場や自宅で研修を受講できたこと」，「自

分のペースで予習や復習ができたこと」など，融合による効果が示されている。 

このように，マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した e ラーニングを介した

ICT 活用研修において，教員の自律性を支え，時間的・距離的制限を超えて双方的に関わる

ことによる効果が示された。一方，課題として，「ICT 活用に対する苦手意識が強いこと」，
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「覚えることが多いこと」，「負担感が払拭できないこと」，「双方向的な知識や考えの交流の

場の検討」についても示されたことから，eラーニングの方法や内容をさらに工夫していく

ことが必要であることも確認された。 

2022 年度現在は，各学校や自治体における GIGA スクール構想の実現に向けた取組が加速

化しており，児童生徒の１人１台端末の教育環境が整備されている。このような環境整備が

進む中，教職課程の学生や現職教員らが ICT を活用した教育の方法や技術について，自らが

経験的に習得していくことが重要になる。本章で導入したマイクロラーニングと遠隔教育

システムを融合した e ラーニングは，こうした教育環境の変化にも柔軟に対応させること

ができるため，GIGA スクール構想の発展・充実に寄与することが期待できる。 

 

6.5. 本章の ADDIE モデルに対する評価 

 

本節では，第 6章の ADDIE モデルに対する評価を述べる。 

本章では，第 4章，第 5章と同様に，研修の方法や内容についての洗い出しを行うため，

事前の質問紙調査の結果について，分析（Analyze）の過程に時間をかけた。本章では，授

業支援システムの活用といった GIGA スクール構想における新たな取組に関する内容を取り

扱うため，研修内容の焦点化を図る必要のある事項について検討を重ね，調査の結果から特

に必要と思われる要件の表徴を読み取るようにした。中でも一番気がかりだったことが，

「受講経験」，「参観経験」，「実施経験」について，「全て経験がない」と回答した割合が約

14％にも上ったことである。こうした実状から，遠隔教育システム上で，授業支援システム

も併用しながら，体験的に学ぶという学習スタイルで，全ての学習者の学びを保障するには

相応な準備が必要であることが示唆された。操作が滞ることにより，不安感や緊張感も高ま

り，いわゆる心理的距離が広がる可能性も出てくる。こうした課題を抱えながら，これから

の ICT 活用研修に対し，新たな提案を価値づけると同時に，これからの Off-JT による職能

開発に憂慮される障壁を乗り越えられる一つの契機にもなり得る方策を示せるように，設

計（Design）を行った。 

本章では，遠隔教育システムによる e ラーニングと，第 4 章や第 5 章で取り組んできた

マイクロラーニングによる eラーニングを融合させた。融合にあたっては，教師教育分野で

示された研修の形態の工夫による参加型の学びをより効率的に提供すること，教員の ICT 活
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用研修に関する研究環境の整備を行うことといった課題解決の方策も求められた。また，教

育工学分野で示された，双方のコミュニケーションに配慮した活動を行うといった課題に

も対峙して，円滑な実施が必要であった。こうした課題に対し，分析（Analyze）結果を踏

まえた研修の設計（Design）の流れが確立できたことで，学習者が抱える技術的・心情的な

課題解決を図るための，開発（Develop）に力を注ぐことができたと考えることができる。 

実施（Implement）にあたっては，参加型の学びの効率的な提供，双方向のコミュニケー

ションに配慮した e ラーニングの提供となるよう，遠隔教育システムを活用しながらであ

っても，質疑応答を交わしたり，個別に語り掛けたりしながら，心理的距離をできるだけ縮

められるように配慮するなど，双方向的に関わる研修を行うことができた。このように，マ

イクロラーニングによる eラーニングでの予習・復習による技能の習得とともに，遠隔教育

システムによる e ラーニングによって双方向的に学び合うことで，教師教育分野や教育工

学分野の eラーニングで課題となっていた課題解決に取り組むことができた。 

評価（Evaluate）については，第 4章，第 5章と同様に，全ての学習が終了した際の 1回

限りではなく，それぞれの段階ごとに実施した。遠隔教育システムによる研修を始める際に，

マイクロラーニングの実施状況を確認するだけでなく，学習者とのやり取りの中で必要性

が高いと思われる教材を提供したり，マイクロラーニングのコンテンツを増やしたりする

などの改善を行った。このように，ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組

みから捉えていくことにより，学習者の自律性を支えながら，実状に順応した展開を図るこ

とができたといえる。 
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第 7 章 総合考察 
 

本章では，はじめに，本研究から得られた知見をもとにして構築した，学習者の自律性を

支え，双方向的に関わるための研修モデルについて示し，本研究の成果について述べるとと

もに，一般化する上で留意すべき観点について示す。次に，本研究において残された課題と

して，研究上の課題，実践に関する課題について述べる。最後に，今後の展望について述べ

る。 

 

7.1. 学習者の自律性を支え，双方向的に関わる

ための研修モデルの構築 

 

本研究は，e ラーニングを介した ICT 活用研修において学習者の自律性を支え，双方向的

に関わるための研修モデルを構築することを目的とした。研修を行うにあたっては，学習者

の研修に対するニーズや実態を掌握し，必要となる研修内容の設計，開発，実施，評価する

といったプロセスを重視したいと考え，ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの

枠組みから捉えた。本節では，本研究から得られた知見をもとにして構築した研修モデルに

ついて示し，本研究の成果について述べるとともに，一般化する上で留意すべき観点につい

て示す。 

 

本研究で取り上げた 3つの事例は，いずれも ICT 活用に対する課題を有している一方で，

「プログラミング教育について学ぶ（第 4章）」，「遠隔授業について学ぶ（第 5章）」，「授業

支援システムについて学ぶ（第 6章）」というように，学ぶことは何かがはっきりと示され

ていた。しかしながら，課題を乗り越えるためには，eラーニングを与えさえすればよいと

いうものではない。学習者の実状を的確に捉え，それぞれが抱えている問題意識やニーズに

対し，如何に対応するのかが重要なのである。そこで，ID の ADDIE モデルで研修システム

全体を俯瞰して捉えながら研究を進めていった。 



第 7章 

132 

 

 

ひとつめの事例として，プログラミング教育についての研修を扱った第 4章では，教員の

対面研修にマイクロラーニングによる eラーニングを導入し，効果を明らかにした。研究対

象であった 5 つの小学校それぞれの管理職から聞き取って得られた情報を基に，必要とな

る教材は何か，どのような方法で学びを深めてもらうかについて検討を重ね，研修の達成目

標を，「プログラミング教育に対して授業を構想する力を高めること」とした。そこで，対

面研修時には具体事例を示した上で体験活動を行い，対面研修後には改めて取り上げた事

例や活動をマイクロラーニングによって補完する流れを主軸にして実施した。研修全体を

ADDIE モデルによって俯瞰的に捉え，管理職から聞き取った情報を入念に分析（Analyze）

し，設計（Design）・開発（Develop）を行った。しかしながら，対面研修を行った際には，

聞き取って得た情報と実際の学習者の様子や学習者を取り巻く環境などに乖離が見られた。

すなわち，分析した情報と現実にずれが生じていたのである。このような場合，ID のシス

テム的アプローチでは各要素がシステムとして有機的に機能していることを重視している

ため，状況に応じた対応が可能である。例えば，2章 1節で示した Dick ほか（2004）の ID

モデルでは，教育目標を明確にするためのニーズアセスメントを出発点として示している。

一方で，教授方略の改訂がどのタイミングでもできるようになっている。すなわち，当初計

画した方法に対し，途中で随時改訂することができるのである。本研究で用いた ADDIE モデ

ルは，2章 2節で示したように，評価（Evaluate）から他のプロセス全てに矢印が伸びてい

ることを特徴としており，各プロセスに対する評価を繰り返し行っていくことが必要であ

ることを示している。したがって，ADDIE モデルでは，学習活動全体や教材などの問題点の

洗い出しと改善を臨機応変に行って，eラーニングを付け加えたり，修正したりして対応で

きるようになっている。本研究で導入したマイクロラーニングによる eラーニングは，実状

に応じて順応していくことに適した学習方法であることが明らかになった。第 4 章の事例

では，動画そのものを追加したり，動画と一緒に教材を共有できるようにしたりして，学校

や教員の状況に合わせて改善しながら進めることができた。学習者は，マイクロラーニング

から必要な資料をダウンロードして用いたり繰り返し動画を視聴したりして，自分のペー

スで学ぶことができたことを成果として示していた。2章 1節で示したように，鈴木（2006）

は，ID の「効果」は，対象とする学習者たちが一定の成果を出すことであり，「効率」は，

学びの場を提供する人とそれを受ける側の両方の立場において図られることであるとして

いる。第 4章から得られた知見から，マイクロラーニングは，学習者にとって，授業を構想
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する力を高めるといった効果を導くとともに，資料の共有をはじめとした学びの提供など，

研修を実施する側，学習者の双方において，効率的な学びを支える手立てとなることが確認

できた。 

ふたつめの事例として，新型コロナウイルス感染症対策時に進めた第 5章では，達成目標

を，「遠隔教育システムを活用した遠隔授業に対する知識・技能を習得する」とし，第 4章

の知見を活かし，対面実施が困難な状況下での eラーニングを介した学習活動において，学

習者の自律性を支えるための学習を展開した。学習者の実態把握を行う段階，すなわち分析

（Analyze）の段階で，学習のための準備状況が思うように進んでいない学生を掌握し，個

別対応し，隠顕された遠隔授業推進上の課題に早期から具体的な手立てを講じることがで

きたことは研究の所産であった。また，因子分析によって抽出された因子のうち，学習を進

める上で予想される困難さ，苦手と思われる要件に対する対応として，筆者が実際にアプリ

ケーションを操作している映像や，電子黒板上で書き込みを行いながら解説する映像を作

成しこれを視聴させ，理解を深められるようにした。これらの動画教材を設計（Design）す

ることで，苦手意識を取り除き，個別学習が促進されるようにした。最も困難さが想定され

た箇所では，電子黒板上のマーカー機能で色をつけながら強調して説明するなど，学習者に

理解しやすい動画となるように開発（Develop）を進めた。さらに，質問紙調査から読み取

れる情報をもとに，集中力が持続できるように配慮し，話すスピードや間の取り方にも考慮

するとともに，画面越しから語り掛けるなど，興味・関心を掻き立てながら理解を助けた。

鈴木（2006）が示す IDの「魅力」は，もっと学びたいと思わせる継続動機を与え，達成感

を実感させることである。第 5章の結果を見ると，遠隔授業に対する知識・技能の習得に加

え，「心情」，「負担感・緊張感の緩和」，「遠隔教育システムに対する期待感」が授業実施前

と比較して有意に向上していることから，マイクロラーニングによる eラーニングは，学習

者の心情面に薫陶する学びとなり得ると考えられる。 

これらの第 4 章での事例と第 5 章の事例で導入した，個別学習を促進するマイクロラー

ニングによる e ラーニングをもとにした，学習者の自律性を支える学びを行うための研修

モデルを構築し，本研究の目的である ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠

組みで捉え，図にまとめ可視化した（図 7-1）。研修を実施する側である講師が，学習者の

状況を分析（Analyze）し，分析結果に基づきながら学習者のニーズや実状に応じた研修の

内容を設計（Design）し，マイクロラーニングとして提供する動画教材やダウンロードによ
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って共有できる資料などの開発（Develop）を行って，実施（Implement）していく様子につ

いて表現している。評価（Evaluate）が全体を包み込んでいるのは，全ての学習が終了した

際の 1回限りではなく，各段階で評価し，改善するからである。学習者の状況に応じて，マ

イクロラーニングのコンテンツを増やしたり，あるいは修正を行ったりするなど，柔軟な対

応を行うことができるのである。マイクロラーニングによる eラーニングは，このような臨

機応変な対応に適した学習方法であり，学習状況に順応させながら進めることができる。 

 

 

図 7-1 マイクロラーニングによる eラーニングを介した 

学習者の自律性を支える研修モデル 

 

1 章 1節で議論したように，教師教育分野におけるこれまでの研究では，学習者が自主的

な計画や日々の実践の省察を通して，自律性を支えられ，その成果として集団による同僚性

を形成し，組織としての高みを目指すことにつながることについて示した。しかしながら，

実際の学校現場では，研修の時間確保に関する課題，教員の働き方改革の課題などが山積し
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ており，これまで伝統的に行われてきた，教員が一堂に参集し，対面で行う研修に頼るには

限界が生じてきているため，研修をより効率的に提供できる環境の整備が必要であること

が示された。第 4 章や第 5 章の事例では，マイクロラーニングによって学習者の個々のニ

ーズに応じた学習が展開された。学習者は，スマートフォンなどの身近なデバイスを活用し，

都合のよい時間に短い動画を閲覧し，必要に応じて資料の共有を図るなど，学習者自身のペ

ースで学ぶことができるといった成果を導くことができ，教師教育分野の課題でもあった，

学習者の自律性を支えることに対する方策を示すことができた。また，第 4章で対面研修の

補完としてマイクロラーニングによる e ラーニングを導入し，学校が抱えていた課題解決

にも貢献できたことから，校内組織の活性化や同僚性の形成の一助になり得るといった波

及効果を示すに至った。このことは，序章 2 節で示した OJT による校内での ICT 活用研修

を支えるための指針でもあると捉えると，管理職や先輩教員からの学び，同僚間の学び合い

による職場環境の醸成にも期待できる。第 4章の事例で示した通り，対面研修では解決でき

ない事項をマイクロラーニングによる e ラーニングで補ったり，第 5 章で示したように，

対面による実施が困難な状況にあっても，操作技能に対する自信を向上させたり，授業改善

を図るようにしたりすることで，組織全体の専門性を磨き高めることができる。学習者個々

のスキルやニーズの差に応じるには，対面研修だけでは限界があり，マイクロラーニングに

よる eラーニングはこれを乗り越えることが期待できる。したがって，OJT が機能しづらい

研修に，マイクロラーニングによる eラーニングを導入することの意義は大きい。校内研修

のプログラム開発といった視点で，こうした外部リソースの適用が必要であるといえる。 

 

一方，第 4章と第 5章のふたつの事例から得られた知見では，1章 5節の問題の所在で示

した次の課題に応えることができなかった。それは，eラーニングを介した ICT 活用研修に

おいて，双方向的に関わるようにすることについてである。マイクロラーニングによる eラ

ーニングでは，学習者の個別学習を促進させるための手立てとして動画を作成・編集し，提

供する。したがって，研修を実施する側である講師から研修を受講する側である学習者への

一方向への学習の流れとなる。双方向的に関わるには，コミュニケーションに配慮した eラ

ーニングの提供が必要である。さらに，これまで教育研修センターなどの校外で実施されて

きた研修である Off-JT については，積極的な受講が促される一方で，序章 2節で示したよ

うに，研修会場に一堂に会して研修を受講するための時間の確保，スケジュール調整が困難
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な実態が明らかにされるなど，Off-JT による職能開発に憂慮される障壁があった。これら

の課題を乗り越えるには，時間的・距離的制限を超える遠隔教育システムによる eラーニン

グが必要なのである。そこで本研究においては，マイクロラーニングと遠隔教育システムを

融合した e ラーニングによって，コミュニケーションに配慮した参加型の研修の設計を行

い，双方向的に関わる研修モデルを構築するに至った。 

第 6章では，達成目標を，「授業支援システムの効果的な活用方法を習得する」とし，マ

イクロラーニングと遠隔教育システムによる e ラーニングを融合させた研修を行って，そ

の効果を明らかにした。eラーニングを実施する上での課題として，これまで示されてきた

画質や音声，インフラやハード面，機器のスペックなどについては， GIGA スクール構想に

おける環境整備や新型コロナウイルス感染症対策で実施されてきた遠隔による学習方法が

広がりを見せていたこともあり，Society5.0 時代を見据えた取組と相まって改善が図られ

ている。こうした状況から，本研究の第 6章の事例においては，学習者の戸惑いや実施上の

課題もほとんどなく，円滑な研修を実施することができたのではないかと考える。 

遠隔教育システムを活用する上においては，教育工学の e ラーニング分野におけるこれ

までの研究として 1章 2節 3項で示したように，講師と学習者との地理的距離だけでなく，

心理的距離に対する配慮が求められる（鈴木 2012）。そのため，コミュニケーションを高

めるための手立てとして，基本的な操作方法に対する支援，対話を多くして質疑応答の時間

を設けるなどの配慮，研修中に湧出した課題に対する丁寧な説明，解説のペースや演習時間

の配分の変更などにも力を注ぐ必要があり，学習者の自律性を尊重した展開は必要である。 

第 6章のマイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した eラーニングによる研修は，

動画教材のみ，あるいは遠隔教育システムのみの研修と比較して，「研修の目標達成につな

がる」に有意な向上がみられるとともに，「ICT 活用研修を受講するにあたり，対面よりも，

遠隔教育システムと動画教材の利用（マイクロラーニング）を組み合わせた研修の受講を希

望する」については，有意な向上が示されただけでなく全ての質問項目の中で最も高い効果

量を示していた。このように，融合させた研修の実施により，本研究の独自性としての価値

を示すことができたといえる。これらの一連の流れを基にして，本研究の目的である，eラ

ーニングを介した ICT 活用研修において，学習者の自律性を支え，双方向的に関わるための

研修モデルを構築し，ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みで捉えなが

ら，前掲の図 7-1 に加筆して示した（図 7-2）。 
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図 7-2 マイクロラーニングと遠隔教育システムを融合した eラーニングを介して 

学習者の自律性を支え，双方向的に関わるための研修モデル 

 

 

構築した研修モデルを基に，研修の実施，評価までの具体的な流れと，ICT 活用研修が抱

えてきた課題解決に向けて期待される効果について説明する。 

はじめに分析（Analyze）の段階で，研修を実施する側の講師が，学習者から事前に収集

した調査結果などを基に，学習者のニーズや実態などを掌握する。これを基に講師は，設計

（Design）の段階で，学習者の実状に応じた研修方法や取り組ませる内容，日程などについ
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て調整を図り，実施要項などの具体的な計画書を作成する。続いて開発（Develop）の段階

で，マイクロラーニングとして提供する動画教材や，ダウンロードによって共有できる具体

的な資料などを作成するとともに，これらの動画教材や資料をアップロードし，研修を実施

（Implement）する流れとなる。学習者は，アップロードされたこれらの動画教材や資料に

ついて，スマートフォンなどの身近なデバイスを用いて，自身の都合やペースに応じて利用

することができるので，学習者の自律性を支える学びを展開することができる。さらに，遠

隔教育システムによる eラーニングによって，講師と学習者だけでなく，学習者同士が対話

を交わし，コミュニケーションを深めながら双方向的に関わりながら研修に参加できるよ

うになる。図 7-2 で講師から学習者への矢印や学習者同士の矢印が両方向へ向いているの

は，このような双方向的な関わりが可能となることを意味している。遠隔においても，本研

究で用いた Zoom では，ブレイクアウトルームを活用して学習者相互の意見交換の場が設定

できる。双方向的な関わりを展開させるためには，積極的な議論が不可欠となる話題を提供

したり，協力して解決すべきテーマを与えたりする必要があると考えられるので，この点は

配慮を必要とする。評価（Evaluate）が全体を包み込んでいるのは，評価は全ての学習が終

了した際の 1 回限りではなく，それぞれの段階ごとに実施しているからである。これによ

り，遠隔教育システムによる研修を行っている場合においても，学習者とのやり取りの中で

さらに補足や追加の必要性が高いと思われることが生じれば，随時マイクロラーニングの

コンテンツやダウンロードの資料を増やしたり，あるいは修正を行ったりするなど，柔軟に

改善を図ることができるのである。マイクロラーニングは，このような臨機応変な対応に適

した学習方法であるので，学習者の様子を確認しながら進めることができる。構築した研修

モデルに示されるように，マイクロラーニングによる e ラーニングと遠隔教育システムに

よる e ラーニングを融合させることにより，遠隔地にいるなどの理由から対面での参加が

困難な学習者にとっては，時間的・距離的制限を超えて効率的に研修を受講する環境を整え

ることができるようになる。また，遠隔教育システムの活用であっても，対話やコミュニケ

ーションを交わす場が保障されることによって，学習者同士が双方向的に関わることが可

能となるのである。したがって，研修の当初に不安感を示したり，自律性が低かったりした

学習者に対しても，心情面に対する支援につなげることができると考えられる。このように，

本研究では，マイクロラーニングによる e ラーニングと遠隔教育システムによる e ラーニ

ングを融合させ，ID の ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉えること
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により，学習者の自律性を支え，双方向的に関わるための研修モデルを構築することができ

たといえる。本研究で創出した研修モデルは，ICT 活用研修が抱えてきた課題解決を図る方

策としての可能性を有しており，研究成果の独自性を示唆していると考えることができる。 

 

一方で，教育研修センターなどが行っている実際の ICT 活用研修に，本研究で得られた知

見が一般化できるかどうかについての議論が必要である。そこで，実際の ICT 活用研修へ構

築した研修モデルを導入する際に留意すべき観点について整理していくこととする。  

本研究の序章では，筆者が本研究に対して興味・関心を抱くことに至ったのには 3つの経

験が背景にあることを示した。その経験は，教員として研修を受講したり教育委員会の職員

として研修を実施したりした経験，教員として授業改善を図ろうとしてきた実践者として

の経験，研修をデザインする立場としての経験である。様々な立場から教員研修に関わって

きたが，ここでは，研修を実施したり研修をデザインしたりする立場から，本研究に取り入

れた ID の ADDIE モデルを鈴木（2006）が示す「効果」，「効率」，「魅力」で捉えながら留意

すべき観点を整理した。本研究の 3つの事例からは，ICT 活用研修の効果，効率，魅力に対

する成果と課題が明らかとなり，得られた知見から，ADDIE モデルのそれぞれの段階で配慮

すべき要素が具体的に示された。これらを総括的に図にまとめ，構築した研修モデルを導入

する際に留意すべき観点を明らかにした（図 7-3）。 
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図 7-3 研修モデルに対する ADDIE モデルの各段階における留意すべき観点の整理 

 

 

本研究では，いずれの事例も事前調査によって学習者の研修に対する認識を把握すると

ころから始めた。すなわち，いずれの事例においても，分析（Analyze）の意義について議

論してきた。第 4 章では，管理職への聞き取りを行い，第 5 章や第 6 章では，Google フォ

ームを活用して事前に学習者の状況を収集していった。このように，ICT 活用に対する学習

者のニーズを事前に掌握することによって，どのような研修内容であるべきか十分に吟味

することが可能になる。授業改善を図ろうとしている教員にとっては，自身の希望や課題に

即したメニューを用意してくれる研修となることが期待され，こうした研修を受講するこ

とによって，学習者は高い満足感を得ることができると考えられる。しかしながら，一般に

は，研修に参加する教員一人一人の状況を収集し，ニーズを掌握し，分析するという手続き

を経るのは容易なことではない。少なくともこれまでの情報収集の手段は，メールやファッ
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クス，郵送などが一般的であり，これらの情報のやり取りでは，分析（Analyze）に至るま

での手続きに相当な労力を有することになっていたからである。一方，2022 年現在は，学

校における ICT に関する環境整備が加速している。こうした環境を活かし，本研究で実施し

たように，学習者が QRコードなどを使ってフォームに回答する方法を採用すれば，容易に

必要な情報が収集できる。収集された情報は，表計算ソフトなどで編集・加工することによ

り，グラフなどに可視化することも可能になる。したがって，研修の受講予定者から得られ

た情報を基にした実態やニーズなどに対する精緻な分析が可能となるのである。教員研修

を計画したり，デザインしたりする立場となった場合には，これらを踏まえて研修計画に着

手する必要があると考えられる。事前回答を基にした分析を進める必要があると判断した

研修に対しては，参加予定者に示す実施要項にその意向を明示するとともに，回答のための

フォームをあらかじめ掲載しておくなどの工夫が求められる。 

学習者の状況が分析できれば，Design（設計）に創意工夫を図ることができる。本研究で

は，マイクロラーニングによる e ラーニングを介して学習者の自律性を支えようと試みて

きた。学習者の自律性を支えるには，研修によって何を学び，何ができるようになるか，す

なわち，ゴールが示され，ゴールに向かってどのような学び方をするのかが明確に示される

必要がある。また，ゴールに向かって自律性を高めていくようにするには，学習者の思いや

願いに応えていく必要がある。したがって，ICT を上手に活用できるようになりたい，習得

した操作技能を授業で活かしたいといった思いや願いに対して，eラーニングに示すコンテ

ンツや導入する eラーニングそのものに対する創意工夫が求められる。その際，研修の受講

希望者が研修会場まで遠いなどの事情から，対面での研修への参加を断念せざるを得ない

状況を作らないためにも，遠隔教育システムによる e ラーニングを設計に組み込み，状況に

よっては対面研修との併用を検討するなどの対応も必要である。このような学習者の実状

を組み込みながら，事前に得た情報の分析から，学習者の思いや願いを基盤とした設計を行

う必要があると考えることができる。 

設計でゴールが明確に示されれば，開発（Develop）する内容も自ずと方向性が明確にな

る。開発の際には，学習者の興味・関心を引き，心に響く内容の研修を構築していくことが

望まれるが，マイクロラーニングのように，臨機応変に資料の改変ができるなど，学習者に

対して柔軟な対応が可能となれば，学習者の状況に即したメニューの提供ができるように

なる。遠隔教育システムによる e ラーニングと融合した研修を実施している間についても
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同様に，研修の際に新たに表出した課題に対しても，解決のために必要となる資料を即時ア

ップロードして共有するなど，具体的に対処していくことができる。このように，研修を進

めながらそれぞれの段階における学習者の状況を確認し，学習者とともに評価（Evaluate）

しながら改善していくことによって，研修そのものを発展させ高めていくことができる。 

実施（Implement）にあたっては，遠隔であっても，講師と学習者，学習者相互の双方向

的な関わりを意識していくことにより，協働的な学びが展開できることを念頭に置く必要

がある。講師は，学習者との対話を豊富に準備するとともに，学習者同士の交流の場を保障

し，積極的な議論が不可欠となる話題を提供したり，協力して解決すべき課題を与えたりす

ることによってコミュニケーションを深め，学び合いを活性化させることに配慮していく

必要があると考えることができる。本研究では，遠隔教育システムによる eラーニングにお

いても，双方向的な関わりによる研修としての効果が引き出せたことから，質の高いコミュ

ニケーションも可能であるといえる。このように，本研究で構築した研修モデルは，ID の

ADDIE モデルのそれぞれの段階を効果，効率，魅力の観点で捉えていくことによって，教育

研修センターなどが行っている実際の ICT 活用研修に導入していく上で留意すべき点が明

確になり，汎用性のある研修モデルとしての価値を示すことができたと考えることができ

る。 
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7.2. 本研究において残された課題 

  

前節では，本研究から得られた知見をもとにして構築した，学習者の自律性を支え，双方

向的に関わるための研修モデルについて示し，本研究の成果について述べた。しかしながら，

研究には課題も残された。そこで，本節では，研究上の課題，実践に関する課題について述

べ，本研究において残された課題を明らかにする。 

 

7.2.1. 研究上の課題 

本項では，研究上の課題として明らかになった点について述べる。本研究では，研修全体

を IDの ADDIE モデルによるシステム的アプローチの枠組みから捉えた。IDは，教育を中心

とした学びの効果，効率，魅力の向上を目指した手法の総称である（鈴木 2006）。ここで

考えられている効果は，鈴木ほか（2016）によれば，学習者が一定の成果を出すことと捉え

られている。したがって，本研究の事例で対象とした学習者が，研修によって身に付けた力

や得られた知見をもとにして，指導方法をどのように創意工夫するようになったのか，授業

をどのように改善したかなど，何かしらの具体的な結果をもとに検証していく必要がある。

さらに，改善された授業を受講した児童・生徒たちにはどのような力が身に付いたのか，あ

るいは，学校の組織全体にはどのような影響を与えたのかなど，長期的な研究になることも

視野に入れて分析していくことは重要である。こうした効果が明らかになれば，研修で学ん

だことの魅力をより鮮明に示すことができる。魅力の表明は，学び続ける教員像に照らした

学びへの継続動機を与え，達成感を実感させる上でも肝要なことである。 

このような効果を明らかにするために用いられる ID には，Kirkpatrick の 4 段階評価モ

デル（Kirkpatrick et al. 2006）がある。モデルの 4 段階とは，Reaction（反応），Learning

（学習），Behavior（行動），Results（結果）である。これを教員研修に当てはめると，研

修直後の調査結果を確認すること（Reaction：反応），研修に対する理解度を確認すること

（Learning：学習）だけでなく，研修によって身に付けた力を実践の場でどのように活用し

たかを確認すること（Behavior：行動），さらには，その後の実践が，授業を受けた児童生

徒や学校の組織全体へどのような影響を与えたかを確認すること（Results：結果）の 4つ
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の段階として考えることができる。これらを把握するためには，長期的にデータを収集する

必要がある。したがって，研修終了後，数か月間といった一定期間を経て，改めて研修の参

加者にどういった変容が見られたか，授業にどのように活かせたかについて確認する機会

が得られるとすれば，Kirkpatrick の 4段階評価モデルによって，その後の効果を解明でき

る可能性があると考えることができる。しかしながら，Kirkpatrick のモデルには，2 章 1

節で議論したように，現実的には課題がある。研修終了後に一定期間を空けることにより，

学習者の何らかの変容が，研修そのものの効果として発現したものかどうかを判断するこ

とは容易ではなく，別の要因が影響を与えている可能性も否めないからである。習得したこ

とをどのように活かしたのか，学習者の成長が組織全体へどのような影響を与えたかにつ

いて，誰がどのように評価するのかなど，具体的な測定方法を示すことも困難である。この

ように，本研究では，その後の効果を解明することへの限界があり，結果として質的効果の

検証までには至らなかったといった研究上の課題が明らかになった。したがって，この課題

を乗り越えるには，学習者の長期的な成長を見届けていくためのシステムの改善が必要で

ある。 

 

7.2.2. 実践に関する課題 

 本項では，本研究における関連する学術領域分野ごとに明らかになった実践上の課題と，

本研究を教員研修などの実践に活かしていく上で明らかになった課題について述べる。 

 はじめに，教師教育分野に関して明らかになった実践上の課題について述べる。研修で提

供するリソースや学びの形態を検討する上においては，学習者一人一人に応じた研修内容

を構築するといった方法が求められる。研修そのものを設計，開発する前の段階，すなわち，

分析を丁寧に行うことから，ID の ADDIE モデルで目指す学びの価値も高くなる。しかしな

がら，研修の参加者が多くなればなるほど，限られた時間内に個別の対応を実施することは

容易なことではない。自由記述で示された要望に関しても，書かれた文脈だけでは，何を意

図しているのか，具体的な需要が必ずしも明確ではない。一方で，事前の質問紙調査に対す

る配布や回収，集約といった事務作業や，分析の時間を十分確保することができないなど，

研修を実施する側の効率的な提供には限界がある。本研究では，個に応じた対応を円滑に進

めるための仕組みとして，Google フォームを活用した質問紙調査を行ったところ，レスポ
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ンスの早さ，集約作業の簡便さには手応えがあった。一つの試みとしては，十分な成果であ

ったと考えてはいる。しかしながら，一人一人の学習者の実状を，得られたデータから緻密

に体得できたかについては，不安が残る点である。一方で，教員の ICT 活用研修に関して，

学校が抱える課題の解決に至ったかどうかが曖昧なままであった。限られたテーマを扱う

一つの研修だけで，組織が抱える課題に対する解決方策を示すのは，至難な状況である。学

校だけに限らず，所管の教育委員会などの理解を得る必要もある。こうした組織的な課題に

対しては，乗り越えるというよりは，ステークホルダーと共に一蓮托生の立場で人材育成に

取り組む姿勢が重要である。実際の研修の場へ，自治体等の関係者の参加を働きかけたり，

ID による評価を共有したりするなどの手立てが必要であると考えることができる。しかし

ながら，こうした全体を巻き込みながら組織展開を推進させるには，相応の理解と協力が必

要になってくる。したがって，今後を見据えた建設的な取組へと躍進させるには，さらなる

議論が必要である。 

次に，教育工学分野の e ラーニングに関して明らかになった実践上の課題について述べ

る。時間的・距離的制限を超える学びとしての遠隔教育システムによる eラーニングでは，

心理的距離に配慮した対話をはじめ，質疑応答の時間の確保やブレイクアウトルームを活

用した協議などによって，双方向のコミュニケーションを活かすことができた。一方，遠隔

教育システムの活用が必ずしも一般化されておらず，研修で初めて活用するケースも少な

くない。端末やアプリケーションの操作方法に対して，本研究で実施したようなマイクロラ

ーニングによる e ラーニングを提供したとしても，全参加者が実践の場で活かせるかどう

かも不確定のため，研修をスタートすると，実際に何かしらのトラブルを抱えている状況も

散見されたのである。受講中に個別対応に追われると，研修本来の目的から大きく逸脱する

可能性も危惧されることから，トラブル時の対応にも限界がある。このようなトラブルの素

因となるスキル差への対応を，即時実施できるための措置を講じるには，ICT 支援員の活用

や職場の同僚性に依拠した実践など，組織の力を複合させる取組へと高めていくことも重

要であると考える。しかしながら，このような具体的な措置を講ずるまでには至っていない。

マイクロラーニングによる e ラーニングの配信方法については，個別のパスワード等によ

ってクラウドにアクセスして利用できる仕組みや，YouTube 配信など，いくつかの方法を試

してきたが，どれが最適な方法であったのかは一概に述べることができなかった。一部の自

治体では，庁内ネットワーク接続などのセキュリティの観点から，学校の端末を使った外部
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のクラウドへのアクセスが制限されているケースもあるなど，想定外の課題も顕在化した。

勤務時間中のスマホを含めた個人の端末の活用としての BYOD（Bring Your Own Device）の

可否など，自治体のセキュリティポリシーとの関係も確認しておく必要がある。したがって，

これらの課題に対峙した場合は，研修の目的や方法，期待される成果について十分な説明責

任を果たし，連携を深めていくことが解決への一歩となると考えられる。 

 

続いて，本研究を教員研修などの実践に活かしていく上で明らかになった課題について，

ふたつの視点から述べる。ひとつは，ID のシステム的アプローチによって e ラーニングに

よる研修システムを構築する際の「指導者側」に対する課題である。本研究では，研修シス

テムを構築するにあたり，ADDIE モデルを用いた。研修の実施にあたっては，ICT を活用し

た日常的な取組や実践の様子などについて，学習者から事前に得た情報を分析し，研修方法

についての詳細について，ゴールを見通しながら設計し，研修内容を組み立て，実施し評価

した。このように，指導者側にとっては，研修を構想していく上で ID の ADDIE モデルは全

体像を描きやすいといった特性がある。しかしながら，IDは，効果，効率，魅力の向上を目

指した手法の総称（鈴木 2006）であり，研修を形にすることを目指すものではない。学習

者の学びを確かにすることを目指すものである。したがって，指導者側は，「どのような活

動を実施するか」を検討する場合に，「何のために活動し，どのような力を身に付けさせる

か」について考えることが重要であり，学習者の自律性・同僚性を高める上では欠かせない

視点である。このように，実践する上においては，ID に当てはめたからといって必ずしも

研修の成果が出るとは限らないことに留意しておく必要がある。 

ふたつは，IDによって構築した研修システムによって学ぶ，学習者に対する課題である。

1 章 1節 1項で議論したように，ICT 活用研修を実施する側においては，学習者の個人差や

経験差を考慮した計画の立案が求められる一方で，研修を必ずしも希望して受ける学習者

ばかりではないことから，学習者の自律性には個人的な差異が生じていると考えられる。こ

れらの差異を鑑みても，佐藤（2016）が示す「活力を生み出し，質の高い学びを実現する」

ための研修といった観点で捉え，いずれの学習者に対しても ICT 活用研修における自律性

を支え，学びを保障する立場を援用していく必要がある。したがって，指導者側は，事前に

分析した課題を基に，どのような研修を構築し何をゴールとして設定したのかについて，学

習者に十分に伝え，共有していく必要がある。参加型の学びは，与えられるものといった受
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け身ではなく，学習者自ら積極的に関わることで活性化されると考えられる。したがって，

学習者が研修の目標を共有し達成に向けて取り組む姿勢を，指導者側が後押しするための

工夫が必要である。 

 

7.3. 今後の展望 

 

前節で示した本研究において残された課題は，いずれも ICT 活用研修に対して必ずしも

解決困難な課題として辟易することではなく，研究を深化させる視点として引き続き真摯

に向き合い，対処を必要とする特質を示していると考えることもできる。この点も踏まえ，

本節では，本研究で得られた知見をもとに今後の展望を述べる。 

 今後の学校教育においては，教育クラウドを活用した授業展開が加速し，これまで以上に

教員の ICT 活用指導力が求められる。第 1 章で示した日本の教育の情報化が抱えてきた課

題を解決し，Society5.0 の時代を生きることになる児童・生徒の資質・能力の育成を遅滞

なく進めていく具体的な方策が必要になる。ICT 活用を取り巻く環境は，著しく変化し，高

速ネットワークの環境，1人 1台端末の整備，教育クラウドの活用といった，いわゆる GIGA

スクール構想の実現に向けた施策が展開されている。本研究の第 6章では，授業支援システ

ムを活用し，実際に操作を体験しながら研修に参加する形態で研修を実施した。マイクロラ

ーニングと遠隔教育システムを融合した e ラーニングにより，こうした体験型の活動が円

滑に実施できることが結果として示された。GIGA スクール構想で新たに整えられた環境を

活かすのであれば，本研究で実施した両者を融合した ICT 活用研修は，教員の ICT 活用指

導力を伸ばす方策の一つとして，敏捷に効果を発揮することが期待できる。さらには，IDの

システム的アプローチで研修システム全体を俯瞰する仕組みを構築することによって，教

育委員会などの研修の主体者側にとっても，研修そのものを評価，改善することができるた

め，次の研修を奏功へと導くことになり，さらなる質の向上を享受する機会が得られる。 

一方，本研究の限界として示した中で，その後の効果や組織に与えた影響を解明する研究

が必要である。学習者が研修の成果をどのように活かし，授業改善につなげることができた

かについて，所属校の管理職をはじめとする学校の組織の中で共有されるようになること

は意義がある。OJT としての職場内での学びや校内研修の活性化に拡充され，児童・生徒の
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教育にもしっかりと還元できるからである。そのためには，受講した ICT 活用研修によっ

て，学習者は授業をどのように工夫し，改善しようとしたか，授業はどのように変わり，児

童・生徒の教育にどのように還元されたかについての情報を収集できる仕組みづくりが考

えられる。さらに，システム全体を評価（Evaluate）し，ID によって全体を捉え直すととも

に，研修内容や方法等の改善点を示すことが重要である。また，校内での OJT だけではな

く，Off-JT を推進している各地域の教育委員会と情報の共有化が図られるようになれば，

地域の教育力向上にも貢献でき，地域の人材育成としての観点で一翼を担う仕組みにもな

り得るのではないかと考えることもできる。そのため，本研究の成果として得られた知見で

ある，マイクロラーニングによる e ラーニングと，遠隔教育システムによる e ラーニング

を融合した研修を，組織的・長期的な研修として計画に位置付け，学習者の行動（Behavior）

や結果（Results）を適切に評価できる，あるいは，これに代替できる仕組みを構築してい

きたい。このように，ID の各モデルが享有する特徴を探索し，どこかのプロセスに焦点化

したり，あるいは複数のモデルを組み合わせたりしながら，研修の実態に即した創意工夫が

必要であると考える。研究成果を活かして，さらに革新的な研究方法を提案し，豊かな知見

を創出し続け，eラーニングを介した ICT 活用研修の実効性を高め，教員が求める学びに柔

軟に対応できる環境を構築していきたいと考える。本研究が，学び続ける存在としての教員

にとって，「いつでも」，「どこでも」，「誰でも」，専門性を磨く場を保障され，校内外におけ

る研究活動推進の一助となることを期待する。
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